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第Ⅰ章．序論 1 

 2 

1. 背景および目的 3 

 4 

 ドイツでは，1889 年にメタノールの触媒酸化によるホルムアルデヒドの工業的製造が開始され5 

ている（IARC 1995）．当初，ホルムアルデヒドは消毒剤・防腐剤としてのみの使用であったが，6 

その後の同物質を原料とする合成樹脂工業の発達により，急激に需要が拡大している．2000 年に7 

おける世界のホルムアルデヒド 37 wt%水溶液の生産量は約 2,155 万 t（すなわち，ホルムアルデ8 

ヒドは 797 万 t）であり，そのうち我が国の寄与は約 6 %となっている（IARC 2006）． 9 

 ホルムアルデヒドは自然的・人為的に遍在し，これまで国内では， 10 

1966 年: ユリア樹脂製食器から高率に溶出することが報告される 

1968 年: 天然産しいたけ等の一部の食品には自然に含まれる成分として存在することが確認され

る 

1994 年: “シックハウス症候群”という言葉が世の中で使用され始め，その代表的な原因物質に

特定される 

1996 年: 養殖トラフグ中の残留の可能性が懸念される（真珠養殖用アコヤ貝の大量斃死とトラフ

グ養殖に使われたホルマリンとの因果関係が疑われたのを発端として） 

1999 年: 市販のミネラルウォーターから一般的な水道水と比較して高い濃度が検出される 

等により，その安全性が大きな社会問題となってきた． 11 

 我が国において現在，環境基本法で水生生物の保全に係る水質環境基準が設定されているのは12 

亜鉛のみであり，また，要監視項目として指針値が設定されているのは，クロロホルム，フェノ13 

ール，およびホルムアルデヒドの 3 物質のみである．一方で，大気汚染防止法に関連して有害大14 

気汚染物質・優先取組物質に指定され，また，特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理15 

の改善の促進に関する法律では第 1 種指定化学物質とされる等により，環境中排出が管理されて16 

いる．他方で，近年の建築基準法の改正により居室内の発散に対する衛生上の措置が義務付けら17 

れる等によって，建築物内の空気中濃度が規制されている．また，水道法では，世界保健機関の18 

飲料水水質の指針値案より 1 桁以上厳しい水道水質基準等が定められている．そして，有害物質19 

を含有する家庭用品の規制に関する法律により繊維製品に対して他国より厳しい濃度基準が存在20 

し，欧米諸国での認可とは対照的に薬事法では化粧品配合禁止成分に掲げられ，食品衛生法にお21 

いては添加物等としての使用はもちろん合成樹脂製の器具又は容器包装等からの溶出が規制され22 

ている．さらに，近年，薬事法の一部改正により食用に供するために養殖されている水産動物へ23 

の医薬品としての使用の禁止が規定されている．このように，国内では比較的多くの法令に係り，24 

また，それらは海外と比べて厳しい． 25 

 本書は，そのようなホルムアルデヒドの我が国におけるリスクを評価することを目的としてい26 

る． 27 
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2. 基本的情報 1 

 2 

2.1 物性 3 

 4 

ホルムアルデヒド（別名: メタナール，メチルアルデヒド，オキソメタン，オキシメチレン，5 

メチレンオキシド; 水溶液: ホルマリン，モルホル）の同定情報を表 I.1 に示す．常温・常圧下の6 

実測値を優先して，物理化学的特性を表 I.2 に示す．蒸気圧が高いホルムアルデヒドは一般に揮発7 

性有機化合物に分類されるが，水溶解度が大きいためヘンリー則定数は比較的小さく，水溶液中8 

からの揮発性は低い．また，オクタノール/水分配係数 Kowは比較的に小さい． 9 

 10 
表 I.1 同定情報 

CASa番号 50-00-0
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 政令番号 1-310 
化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 官報公示整理番号 2-482 
分子量 [g/mol] 30.03 
分子式 CH2O 

構造式 H
C

H
O

aChemical Abstracts Service 

 11 
表 I.2 物理化学的特性 

項目 性状 出典 
外観 無色透明の気体 O’Neil et al. (2001) 
におい 窒息性の刺激臭 O’Neil et al. (2001) 
融点 -92˚C O’Neil et al. (2001) 
沸点 -19.5˚C（760 mmHg） O’Neil et al. (2001) 
相対蒸気密度 1.067（空気 = 1.000） O’Neil et al. (2001) 
比重 0.815（-20 ˚C） O’Neil et al. (2001) 
蒸気圧 3,890 mmHg（25 ˚C，外挿値） Boublík et al. (1984) 
溶解性 5.5 × 105 mg/L（水，25 ˚C，測定値） Amoore et al. (1983) 
 可溶（アルコール，エーテル） O’Neil et al. (2001) 
ヘンリー則定数 3.37 × 10-7 atm･m3/mol（25 ˚C，測定値） Betterton & Hoffmann (1988) 
オクタノール/水分配係数 log Kow = 0.35（測定値） Hansch et al. (1995)  
換算係数 1 ppm = 1.25 mg/m3（20 ˚C，1,013 hPa） WHO-ROE (2000) 
引火点 60 ˚C（37 wt%水溶液） O’Neil et al. (2001) 
発火点 300 ˚C O’Neil et al. (2001) 
爆発限界 7 – 73 vol%（空気中） IPCS: WHO (1989) 

 12 

2.2 製法（化学工業日報社 2005 を一部改変） 13 

 14 

ホルマリンはホルムアルデヒドの 40 wt%前後の水溶液である．ホルムアルデヒドは水溶液中で15 

水和物 CH2(OH)2 およびその重合体であるパラホルムアルデヒド HO(CH2O)nH を形成して析出す16 

るため，通常 0 – 13 %のメタノールの添加により，CH2(OH)OCH3 の形で安定化される． 17 

式(I.1)に示されるように，ホルムアルデヒドは，工業的にはメタノールと空気の混合ガスを常18 
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圧，触媒存在下で接触させることにより生成したホルムアルデヒドガスを水に吸収させ，ホルマ1 

リンとして製造される．  2 

 3 
CH3OH → HCHO + H2 - 84 kJ 

H2 + 1/2 O2 → H2O + 243.6 kJ 
CH3OH + 1/2 O2 →  HCHO + H2O + 159.6 kJ

(I.1)

 4 

空気中におけるメタノールの爆発限界は 6 – 37 vol%（60 ˚C）であり，製法は，この上限以上の5 

メタノール濃度で反応させるメタノール過剰法と，下限以下のメタノール濃度で反応させる空気6 

過剰法の 2 つの方式に分類される．両方式の特徴を表 I.3 に示す． 7 

 8 
表 I.3 製造法の比較 

 メタノール過剰法 空気過剰法 
触媒 Ag Mo-Fe 混合酸化物

メタノール濃度 [vol%] 50 5 - 7 
反応温度 [˚C) 550 - 650 250 - 450 
メタノール転嫁率 [%] 95 - 98 98 - 99 
対メタノール収率 [%] 85 - 90 > 95 
未反応メタノール 回収循環 回収せず 
反応器材質 18-8 ステンレス 鉄鋼 

 9 

かつては大部分のプラントがメタノール過剰法を採用していたが，ポリアセタール樹脂用等の10 

50 wt%近い高濃度ホルマリンの需要が増加したため，近年の新設プラントでは，その製造に適し11 

ている空気過剰法が主流となっている．空気過剰法の概要を図 I.1 に示す． 12 

現在，日本においてメタノールは工業生産されておらず，全量が輸入品となっている．2003（平13 

成 15）年の総輸入量は 196 万 t であり，そのうちの 48 %に当たる 95 万 t がサウジアラビアからで14 

ある（化学工業日報社 2004）． 15 

また，天然ガスの酸化によるホルムアルデヒド製造も可能である．天然ガス中のメタン分を 709.1 16 

– 2,026 kPa，430 – 480 ˚C においてリン酸アルミニウムおよび金属酸化物の混合触媒の存在下で空17 

気酸化させると，反応生成物はメタノール（34 – 36 %），ホルムアルデヒド（20 – 23 %），アセト18 

アルデヒド（5 – 6 %），および，その他の高級アルデヒド，ケトンアルコール等となる．これらは19 

分離された後，イオン交換樹脂でギ酸を除いて製品とされる． 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 
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図 I.1 鉄法ホルマリン製造プロセス（重化学工業通信社 2006）
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2.3 生産量・輸出入量（経済産業省 2005; 財務省より作成） 15 

 16 

2000（平成 12）年から 2004（平成 16）年までの各年における日本のホルムアルデヒド生産，17 

輸出および輸入量を表 I.4 に示す．生産量に比べて，輸出入量は少ない．年間に約 40 – 50 万 t の18 

ホルムアルデヒドが国内に供給されている． 19 

 20 
表 I.4 生産量および輸出入量 [t] 

 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年

生産 a 456,678 393,327 405,753 408,322 434,603
輸出 741 885 1,135 1,264 797
輸入 1 2 99 283 397
aホルマリンについての統計値をホルムアルデヒドへ換算 
（ホルマリンをホルムアルデヒド 37 wt%水溶液と仮定して） 

 21 

2.4 用途 22 

 23 

 2003（平成 15）年のホルムアルデヒドの国内需要の内訳を，図 I.2 に示す．また，用途別の主24 

要な製品例およびそれらの簡略化された生成反応式を，表 I.5 に示す．ポリアセタール樹脂および25 

ユリア・メラミン系接着剤の用途で約半分が消費され，その他にジフェニルメタンジイソシアネ26 

ート，合成ゴム，フェノール樹脂，トリメチロールプロパン，トリメチロールエタン，ネオペン27 

チルグリコール，ペンタエリスリトール等にも使われている．ポリアセタール樹脂は，電気・機28 

器部品，自動車部品，機械部品，各種 OA 機器部品，建材・配管部品，その他の日用品等に加工29 

されている． 30 
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 2 

 3 
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 5 

 6 
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 8 

 9 

 10 

 11 
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 14 

 15 

 16 
表 I.5 用途別の製品および反応式 a（化学工業日報社 2005; 井本ら 1965; 山本 1960 より作成） 

用途 製品 
ポリアセタール樹脂 電気・機器部品（カセットのハブおよびローラー，VTR デッキ部品，キーボードスイッ

チ，扇風機ネックピース），自動車部品（ドアロック，ウインドレギュレーター部品，

ドアハンドル，ワイパー部品（ギヤ，スイッチ），カーヒーターファン，クリップ・フ

ァスナー類，シートベルト部品，コンビネーションスイッチ），機械部品（各種ギヤ，

ブッシュ類，ポンプ用インペラーガスケット，コンベア部品，ボルト，ナット），各種

OA 機器部品，建材・配管部品（カーテンランナー，パイプ継手，シャワーヘッド，ア

ルミサッシ戸車），その他の日用品（ファスナー，エアゾール容器，ガスライター） 

CH2O CH2
O

n
, n > 1000

 
 

(I.2)

ユリア系合成樹脂 成形材料（容器のキャップ，食器，ボタン，機械部品，日用雑貨類），接着剤（合板用，

その他の木材用），繊維加工用，紙加工用，塗料 

+ CH2OH2N C NH2

O NH C N

O

CH2

CH2

N

NH

H2C C NH

O

CH2 NH C NH

O
-H2O

 

(I.3)

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

図 I.2 ホルマリンの用途別需要実績（化学工業日報社 2004 より作成）

需要実績

( 単位: 1,000 t ) 用途
363.5 ポリアセタール 樹脂
182.9 ユリア・メラミン 系接着剤 
100.7 MDI a 

84.8 合成ゴム
73.7 フェノール樹脂
61.4 TMP b ・TME c ・ NPG d 

58.4 ペンタエリスリトール 
26.1 パラホルムアルデヒド 
23.2 医薬品類 
17.4 ヘキサメチレンテトラミン
16.0 メラミン 樹脂 ( 除接着剤) 
15.3 繊維および紙

9.5 ヘミホルマール 
7.9 ユリア樹脂 ( 除接着剤) 
7.3 土木建築材料
6.9 その他樹脂
2.8 キレート 剤

78.0 その他
1,135.8 合計

c トリメチロールエタン 
d ネオペンチルグリコール 

  注: 一部推定
資料: メタノール・ ホルマリン協会
a ジフェニルメタンジイソシアネート 
b トリメチロールプロパン 

割合 [%] 
0       10       20       30  
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メラミン系合成樹脂 成形材料（食器，耐アーク性電気機器），焼付け塗料（自動車用，自転車用，ミシン用，

機械電気部品用），繊維加工用，紙加工用，化粧板 

N N

N

+ CH2O

NH2

NH2

H2N

N N

N N

N

N

CH2 H2C

CH2 CH2

H2C CH2

N NN

N N

H2C

N

N N
CH2

-H2O

 

 

(I.4)

ジフェニルメタンジイソシアネート 接着剤，塗料，スパンデックス繊維，合成皮革用，ウレタンエラストマー等の原料 

CH2ONH2 +2 H2N CH2 NH2 H2O+
 

 
(I.5)

フェノール系合成樹脂 成形材料（電気部品，機械部品，自動車部品），積層品（板，管，棒，化粧板コア），シ

ェルモールド用，木材加工接着剤，その他（砥石，研磨具，ブレーキライニング，絶縁

ワニス，塗料） 

OH

OH

CH2

CH2 CH2

OH OH

HO

CH2

OH

CH2

OH

CH2+ CH2O
-H2O

 

(I.6)

トリメチロールプロパン アルキド樹脂，ポリウレタン樹脂，可塑剤，界面活性剤，爆薬，湿潤剤，繊維加工剤

C2H5 C CH2OH

CH2OH

CH2OH

3 CH2O+C3H7CHO MOH+ HCOOM+

 

(I.7)

トリメチロールエタン ポリエステル樹脂，アルキド樹脂塗料原料，合成乾性油，合成潤滑油，可塑剤，界面活

性剤，ポリウレタン樹脂（フォーム，塗料），起爆剤，成形樹脂等の原料 

CH3 C CH2OH

CH2OH

CH2OH

3 CH2O+C2H5CHO MOH+ HCOOM+
 

 
(I.8)

ネオペンチルグリコール オイルフリーアルキド樹脂，水溶性アルキド樹脂，不飽和ポリエステル樹脂，ポリエス

テル系可塑剤，潤滑油，ポリエステル樹脂フィルム，ポリウレタン樹脂 

2 CH2O+CHCHO
H3C

H3C
HOCH2 C CH2OH

CH3

CH3

MOH+ HCOOM+
 

 
(I.9)

ペンタエリスリトール アルキド樹脂，ポリウレタン樹脂原料，ロジンエステル，合成乾性油，試薬，塩ビ可塑

剤，界面活性剤，化粧品，爆薬 

CH3CHO 4 CH2O+ +

CH2OH

C

CH2OH

HOH2C CH2OHMOH HCOOM+
 

 

(I.10)

 1 
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 1 
パラホルムアルデヒド 燻蒸剤（殺虫用，消毒用），防腐剤，フェノール樹脂，ユリア樹脂，ビニロンアセター

ル化用，イオン交換樹脂の製造，医薬品，有機合成薬品.，グルー凝固剤，その他 

CH2O CH2
O

n
, n = 8 - 100HO

H
 

 
(I.11)

ヘキサメチレンテトラミン 合成樹脂（熱硬化性促進剤），発泡剤，ゴム加硫促進剤，医薬品，ホスゲン吸収剤 

6 CH2O

N

H2C

N

CH2

N

CH2

N
CH2 CH2

CH2

4 NH3 6 H2O+ +

 

 

(I.12)

ビニロン 繊維 

CH2O

n

CH2 CH

OH

CH2 CH CH2 CH

OH

CH2

CH2 OO

CH
+

-H2O
 

(I.13)

a式中の M はアルカリまたはアルカリ土類金属を表す 

 2 

2.5 分析方法 3 

 有害大気汚染物質測定方法マニュアル（旧環境庁 1997）には，大気中ホルムアルデヒドの測定4 

方法の概要が，①固相捕集-高速液体クロマトグラフ法（試料をDNPH（2,4-dinitrophenylhydrazine: 5 

ジニトロフェニルヒドラジン）含浸シリカゲルを充てんした捕集管に吸引し，試料中のホルムア6 

ルデヒドをヒドラゾン誘導体として濃縮・捕集する．そのヒドラゾン誘導体をアセトニトリルで7 

抽出した後，HPLC（High Performance Liquid Chromatography: 高速液体クロマトグラフ）を用いて8 

測定する），②固相捕集-ガスクロマトグラフ法（熱イオン化検出器）（①と同様に濃縮・捕集・9 

抽出した後，酢酸エチルに転溶し，GC-FTD（Gas Chromatography-Flame Thermionic Detector: 熱イ10 

オン化検出器付きガスクロマトグラフ）を用いて測定する），③固相捕集-ガスクロマトグラフ質11 

量分析法（②に準じて試料採取後，抽出・転溶し，GC-MS（Gas Chromatography-Mass Spectrometry: 12 

ガスクロマトグラフ質量分析計）で測定する），④溶液吸収-高速液体クロマトグラフ法（試料を13 

DNPH溶液中に通気し，ホルムアルデヒドをヒドラゾン誘導体として濃縮・捕集する．そのヒド14 

ラゾン誘導体をヘキサン-ジクロロメタンで抽出後，アセトニトリルに転溶してHPLCで測定する），15 

と記述されている． 16 

 要調査項目等調査マニュアル（旧環境庁 1999）には，水質中，底質中，水生生物中ホルムアル17 

デヒドの分析方法の概要が，①水質試料については直接 PFBOA（o-(2,3,4,5,6-pentafluorobenzyl) 18 

hydroxylamine ペンタフルオロベンジルヒドロキシルアミン）塩酸塩を加えて誘導体化し，過剰の19 

PFBOA を硫酸で分解後，ヘキサンで抽出する．脱水後，濃縮しないで GC-MS で定量する，②底20 

質試料については水で振とう抽出後，遠心分離で得られた上澄み液を水質試料と同様に処理する，21 

③生物試料については水を用いてホモジナイズ抽出後，遠心分離で得られた上澄み液を固相抽出22 

にかけて疎水性有機物等を除去した後，ろ液に PFBOA を加えて誘導体化し，過剰の PFBOA を硫23 
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酸で分解する．塩析で生じた白色沈殿をろ過し，ろ液と沈殿をそれぞれヘキサンで抽出し，抽出1 

液を脱水後，濃縮しないで GC-MS で定量する，と述べられている． 2 

 室内空気中化学物質の採取方法と測定方法（旧厚生省 2000）では，測定の概要は，空気中ホル3 

ムアルデヒドを DNPH 捕集剤に吸着させるとともに誘導体化させる．それをアセトニトリルで溶4 

出させ，HPLC で測定する，となっている． 5 

平成 11 年度食事からの化学物質暴露量に関する調査報告書（日本食品分析センター 2000）で6 

は，食事中ホルムアルデヒドの分析方法の概要は，検体に水およびヘキサンを加えて振とう抽出7 

後，水層を分取し，PFBOA 塩酸塩を加えて誘導体化する．過剰の PFBOA を硫酸で分解後，ヘキ8 

サンおよび内標準物質を加えて振とう抽出し，ヘキサン層を GC-MS で定量する，となっている． 9 

 10 

3. 既往のハザード・リスク評価 11 

 12 

前述したようにホルムアルデヒドは多くの用途を有する化学工業中間体として大量に製造，使13 

用されている一方で，自動車の排気ガス，たばこの煙，ならびに室内の空気等に含まれているこ14 

とが知られている．これらを理由に，今日まで比較的多くの機関によりホルムアルデヒドに関連15 

したリスク等が評価されてきた．機関名等の英語頭文字表記を脚注に付け，重要と思われる近年16 

の報告を表 I.6 に示す．具体的には，国際機関および欧州機関，環境化学物質の管理研究先進国で17 

あるアメリカ，カナダ，オランダ，ドイツ，ならびにオーストラリアおよび日本における評価等18 

を示す．表中において，ヒトおよび環境生物のそれぞれに対して，有害性，リスク，および勧告19 

値等に関する記述の有，無が○（他文献からの直接的な引用は△，職業暴露についての勧告値は黒20 

塗り），-で表される． 21 

全体的に，ヒトに比べて環境生物を取り扱った報告は少ない．また，ヒトのリスクを評価して22 

いるものは少数であり，暴露人口分布等を詳細に考慮した報告はない．ヒトの勧告値は，公衆と23 

作業者に分けて提案されている． 24 

WHO-ROE（2000）では，空気質の指針値が提案されている．WHO（2006）では飲料水水質に25 

対して指針値を定める必要はないとされており，WHO（2005）には前段階として指針値案を設定26 

する際の根拠となった有害性情報が書かれている．WHO（1989）は，発生源，環境動態，暴露レ27 

ベル，体内動態，ヒトならびに環境生物への影響，詳細研究ならびに予防措置の勧告等を述べた28 

重要な文書の 1 つであり，症候の予防法や救急法等を技術的に記した WHO（1991）と対になって29 

いる．WHO（2002）は，後述の EC/HC（2001）を基本的に引用している．ヒトに対する発がん性30 

を評価した IARC（1995）は，IARC（2006）に改訂されている．UNEP Chemicals（2002）は，暴31 

露濃度，ヒトおよび環境生物の有害性等を評価しており，また，EC-ECB（European Chemicals 32 

Bureau: 欧州化学品局，2000）の物性，環境運命，環境毒性，ヒト毒性に関連した IUCLID33 

（International Uniform Chemical Information Database: 欧州委員会作成の既存化学物質データベー34 

ス）Dataset が添付されている．室内空気を対象とした EC-JRC（2005）には，暴露濃度，体内動35 
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態，ヒト健康影響，有害性の閾値を超過する暴露人口の割合等が述べられている．ECETOC（1995）1 

は疫学研究を中心に扱っている．ATSDR（1999）には，健康影響，潜在的暴露量等が記述され，2 

最小リスクレベルが勧告されている．CIIT（1999）では，吸入暴露に対して体内動態，作用機序，3 

気道ドジメトリーモデル，用量-反応モデル等が報告され，付加リスクが算定されている．EPA4 

（1990; 1991）は，参照用量，ユニットリスクを提案している．EPA（1993）には，自動車由来の5 

1 次排出量，2 次生成量，暴露濃度，有害性等が書かれている．OSHA（1992），NIOSH（1994），6 

および ACGIH（2006）は，作業者の許容限度を設定している．EC/HC（2001）は，暴露濃度，ヒ7 

トおよび生態影響等を述べ，ヒトに対しては気道上部がんのリスクおよび許容濃度を，環境生物8 

に対しては予測無影響量と予測暴露量の比率を評価している．RIVM（1992）は，暴露レベル，ヒ9 

トおよび環境有害性等を述べ，ヒトに対しては吸入暴露の許容濃度超過率および耐容一日摂取量10 

を，水界生態系に対しては許容濃度を評価している．RIVM（2002a）は環境リスク限度等を，RIVM11 

（2002b）は喫煙に関係する暴露等を議論している．HCN（2003）は職業暴露限度を定めている．12 

BfR（2006）は，上部気道腫瘍に対する安全レベルを示している．DFG（2006）は職業暴露限度を13 

定めている．NICNAS（2006）は，用途，ヒト健康影響，暴露濃度，職業暴露，リスク管理に関14 

連した記述が比較的多く，ヒトに対しては付加リスク，職業暴露基準を推計，提案しており，水15 

生生物に対しては比，予測環境濃度/予測無影響濃度，を試算している．旧厚生省（1997a）には16 

室内濃度指針値の，厚生労働省（2003b）には水道水質基準の，環境省（2003b）には水生生物の17 

保全に係る水質環境基準指針値の設定根拠が書かれている．環境省（2002a）には暴露，有害性等18 

の記述があり，健康リスクに関しては暴露マージンを算出することにより，生態リスクに関して19 

は予測環境濃度と予測無影響濃度との比をとることにより評価している．健康リスク初期評価の20 

一環として，環境省（2003a）では，過剰発生率の観点で発がん性が評価されている．新エネルギ21 

ー・産業技術総合開発機構（2006）には，暴露評価，新エネルギー・産業技術総合開発機構（2005）22 

から引用した有害性評価に関する記述等があり，暴露マージンにより，ヒトおよび環境生物に対23 

するリスクが評価されている．化学物質評価研究機構（2006; 1997）には，有害性等がまとめられ24 

ている．日本産業衛生学会（2004）では，労働者の許容濃度が設定されている． 25 

表 I.6 に挙げた文書等のうち，独自にリスク評価が行われたもの，あるいは勧告値（または，そ26 

れに係る内容）が提案されたもの（すなわち，リスクまたは勧告値の欄が○または●のもの）に限27 

り，さらに付録 A で簡単に説明される． 28 

参考のために，WHO および表 I.6 で挙げた各国における一般集団に対する室内空気質の勧告値29 

が表 I.7 で比較される．諸外国の値と同程度に，我が国の室内濃度指針値は定められている． 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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4. 関連法令等（総務省; 国立国会図書館） 1 

 2 

 懸念されてきたホルムアルデヒドの健康および生態影響に関する新たな科学的知見の獲得，3 

管理技術の向上等に伴い，最近，我が国の法令において“ホルムアルデヒドに係る事項”が新規4 

制定（告示）あるいは一部改正された後，施行されている．その主要な概要を図 I.3 に示す．5 

室内濃度指針値の設定，水道水質基準値の制定に付随するところが大きい． 6 

ホルムアルデヒドのヒトまたは環境生物への影響に関連する現行の法令を，①一般環境中濃7 

度に係るもの，②排出・廃棄に係るもの，③室内空気中濃度に係るもの，④水道水質に係るも8 

の，⑤消費者製品に係るもの，に分けて，以下簡単に説明する．このとき，非該当項目につい9 

ても参考のために記す． 10 

 11 

①一般環境中濃度に係るもの 12 

 13 

環境基本法 14 

 ホルムアルデヒドについては，公共用水域等からの検出状況調査において，水生生物の保全15 

に係る水質目標値の超過は見られていないが，海域において同目標値の10 %値の超過が見られ16 

ている．このため，当面監視を行い，全国的な環境管理施策の必要性を検討することが妥当で17 

あると考えられ，要監視項目（有用な水生生物の生息等に関連する物質ではあるが，公共用水18 

域等における検出状況等から見て，現時点では直ちに環境基準生活環境項目（水環境の汚染を19 

通じ生活環境に影響を及ぼす恐れがあり，また，水質汚濁に関する施策を総合的にかつ有効適20 

切に講ずる必要があると認められる項目）とはせず，引き続き知見の集積に努めるべきと判断21 

される項目）とされている．以上を受けて，水質汚濁に係り，生活環境項目である，水生生物22 

の保全に係る水質に対してのみ，表I.8に示した“指針値”濃度が設定されている（環境省 2003b）． 23 

 24 
表 I.8 水域類型および指針値 

項目 水域 類型 水生生物の生息状況の適応性 指針値 

生物 A 
イワナ・サケマス等比較的低温域を好む水生生物およびこ

れらの餌生物が生息する水域 
1 mg/L 以下

生物特 A 
生物 A の水域のうち，生物 A の欄に掲げる水生生物の産

卵場（繁殖場）または幼稚仔の生育場として特に保全が必

要な水域 
1 mg/L 以下

生物 B 
コイ・フナ等比較的高温域を好む水生生物およびこれらの

餌生物が生息する水域 
1 mg/L 以下

河川および湖沼 

生物特 B 
生物 B の水域のうち，生物 B の欄に掲げる水生生物の産

卵場（繁殖場）または幼稚仔の生育場として特に保全が必

要な水域 
1 mg/L 以下

生物 A 水生生物の生息する水域 0.3 mg/L 以下

ホルムアルデヒド 

海域 
生物特 A 

生物 A の水域のうち，水生生物の産卵場（繁殖場）または

幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 
0.03 mg/L 以下

 25 
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大気汚染に係る環境基準: なし 1 

水質汚濁に係る環境基準;  2 

  健康項目（人の健康の保護に関する環境基準）: なし 3 

生活環境項目（生活環境の保全に関する環境基準）; 4 

  水生生物の保全に係る水質環境基準: 指針値あり 5 

地下水の水質汚濁に係る環境基準: なし 6 

土壌の汚染に係る環境基準: なし 7 

 8 

②排出・廃棄に係るもの 9 

 10 

大気汚染防止法 11 

特定物質（人の健康もしくは生活環境に係る被害を生ずる恐れがあるもの）に指定されてい12 

る．また，中央環境審議会では，有害大気汚染物質（継続的に摂取される場合には人の健康を13 

損なう恐れがある物質で大気の汚染の原因となるもの）・優先取組物質とされている． 14 

 15 

一般排出基準: なし（ただし，地方公共団体の条例による上乗せ排出基準の設定あり） 16 

 17 

水質汚濁防止法 18 

一律排水基準: なし（ただし，地方公共団体の条例による上乗せ排水基準の設定あり） 19 

 20 

土壌汚染対策法 21 

該当せず 22 

 23 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 24 

ホルムアルデヒド溶液（濃度が 45 重量パーセント以下のものに限る）は有害液体物質（C 類25 

物質）に指定され，船舶からの排出の規制等が行われている． 26 

 27 

下水道法 28 

下水排除基準: なし 29 

 30 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律  31 

該当せず 32 

 33 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 34 

 1 質量%以上を含有する製品は第 1 種指定化学物質（人の健康を損なう恐れまたは動植物の35 
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生息もしくは生育に支障を及ぼす恐れがあるもの）とされ，対象事業者は環境中への排出量お1 

よび廃棄物としての移動量についての届出を義務付けられる． 2 

 3 

③室内空気中濃度に係るもの 4 

 5 

建築基準法（国土交通省 2003a） 6 

居室内におけるホルムアルデヒドの発散に対する衛生上の措置として，建築材料および換気7 

設備の技術的基準に関して，以下の(1) – (3)が規制されている． 8 

 9 

(1) 内装の仕上げの制限 10 

建築材料は表 I.9 に示されるように区分され，第 1 種ホルムアルデヒド発散建築材料につい11 

ては，居室の内装の仕上げへの使用が禁止されている． 12 

 13 
表 I.9 建築材料の区分 

告示で定める建築材料 ホルムアルデヒドの

発散速度 a 名称 対応する規格 b 内装の仕上げの制限 c

5 μg/m2 h 以下 規制対象外建材 JIS，JAS の F☆☆☆☆ 制限なし 
5 μg/m2 h 超 
20 μg/m2 h 以下 

第 3 種ホルムアルデヒド発散建築材料 JIS，JAS の F☆☆☆（旧 E0，FC0）

20 μg/m2 h 超 
120 μg/m2 h 以下 

第 2 種ホルムアルデヒド発散建築材料 JIS，JAS の F☆☆（旧 E1，FC1） 
使用面積を制限 

120 μg/m2 h 超 第 1 種ホルムアルデヒド発散建築材料 無等級（JIS, JAS の旧 E2，FC2） 使用禁止 
a 測定条件: 温度 28 ˚C，相対湿度 50 %，ホルムアルデヒド濃度 100 μg/m3（= 指針値） 
b JIS（Japanese Industrial Standards: 日本工業規格），JAS（Japanese Agricultural Standards: 日本農林規格） 
c 建築物の部分に使用して 5 年経過したものについては，制限なし 

 14 

第 2 種および第 3 種ホルムアルデヒド発散建築材料については，次式を満たすように，居室15 

の内装の仕上げの使用面積が制限されている． 16 

 17 

2 2 3 3

2

3

2

3

+

: I.10
: I.10
: 2
: 3

: 

N S N S A

N
N
S
S
A

≤

⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎝ ⎠

種

種

表 の (一) の欄の数値

表 の (二) の欄の数値

第 ホルムアルデヒド発散建築材料の使用面積

第 ホルムアルデヒド発散建築材料の使用面積

居室の床面積

 

(I.14)

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 
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表 I.10 制限面積の算出に用いる数値 
居室の種類 換気 (一) (二)

0.7 回/h 以上 1.2 0.20 
住宅等の居室 a 

0.5 回/h 以上 0.7 回/h 未満 2.8 0.50 
0.7 回/h 以上 0.88 0.15 
0.5 回/h 以上 0.7 回/h 未満 1.4 0.25 住宅等の居室以外の居室 
0.3 回/h 以上 0.5 回/h 未満 3.0 0.50 

a 住宅等の居室とは，住宅の居室，下宿の宿泊室，寄宿舎の寝室，家具

その他これに類する物品の販売業を営む店舗の売場をいう 

 1 

(2) 換気設備の設置の義務付け 2 

ホルムアルデヒドを発散する建材を使用しない場合でも，家具からの発散があるため，住宅3 

等の居室で換気回数 0.5 回/h 以上，その他の居室で換気回数 0.3 回/h 以上の換気が確保できる4 

有効換気量を有する機械換気設備の設置が必要となる． 5 

 6 

(3) 天井裏等の制限 7 

天井裏，床下，壁内，収納スペース等から居室へのホルムアルデヒドの流入を防ぐため，次8 

のいずれかの措置が必要となる． 9 

 10 

建材による措置: 天井裏等に第 1 種，第 2 種のホルムアルデヒド発散建築材料を使

用しない（F☆☆☆以上とする） 

気密層，通気止めによる措置: 気密層または通気止めを設けて天井裏等と居室とを区画する 

換気設備による措置: 換気設備を居室に加えて天井裏等も換気できるものとする 

 11 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律 12 

(1) 興行場，百貨店，集会場，図書館，博物館，美術館または遊技場，(2) 店舗または事務所，13 

(3) 学校教育法第 1 条に規定する学校以外の学校（研修所を含む），(4) 旅館，の用途に供され14 

る部分の延べ面積が 3,000 m2 以上の建築物，および専ら学校の用途に供される建築物で延べ面15 

積が 8,000 m2以上のもの，に対して建築物環境衛生管理基準: ホルムアルデヒドの量: 空気 1 m316 

につき 0.1 mg 以下，が定められている． 17 

 18 

労働安全衛生法 19 

事務所衛生基準規則 20 

事業者は，空気調和設備または機械換気設備を設けている場合は，室に供給される空気が，21 

衛生基準: ホルムアルデヒドの量（1 気圧，温度 25 度とした場合の当該空気 1 m3 中に含まれる22 

ホルムアルデヒドの重量）が 0.1 mg 以下であること，に適合するように当該設備を調整しなけ23 

ればならない．また，事業者は、室の建築，大規模な修繕または大規模な模様替えを行ったと24 
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きは，当該室の使用を開始した日以後最初に到来する 6 月から 9 月までの期間に 1 回，ホルム1 

アルデヒドの量を測定しなければならない． 2 

 3 

④水道水質に係るもの  4 

 5 

水道法 6 

 制定された水質基準値（厚生労働省 2003b）との整合性が図られて，水道施設の技術的基準7 

を定める省令中の値が制定，給水装置の構造及び材質の基準に関する省令中の値が改正（浸出8 

等に関する両基準ともに改正前は 0.05 mg/L 以下）された． 9 

 10 

水質基準に関する省令 11 

水道水質基準: 0.08 mg/L 以下であること 12 

水道施設の技術的基準を定める省令 13 

浄水または浄水処理過程における水に接する資機材等の浸出液に係る基準: 0.008 mg/L 以下14 

であること 15 

給水装置の構造及び材質の基準に関する省令 16 

水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具の浸出液に係る基準: 0.008 mg/L 以下17 

であること 18 

給水装置の末端以外に設置されている給水用具の浸出液，または給水管の浸出液に係る基準: 19 

0.08 mg/L 以下であること 20 

 21 

⑤消費者製品に係るもの 22 

 23 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 24 

主な健康被害を粘膜刺激，皮膚アレルギーとして，表 I.11 に示される家庭用品中のホルムア25 

ルデヒド濃度が規制される．そのうち，出生後 24 月以内の乳幼児用の繊維製品に対する改正前26 

の基準“検出せず”は，基準を超えた場合の確認試験方法として高速液体クロマトグラフ法が追27 

加されて現行では“16 ppm 以下”となっている． 28 

 29 
表 I.11 規制基準 

家庭用品 基準 
繊維製品のうち，おしめ，おしめカバー，よだれ掛け，下着，寝衣，手袋，靴下，中衣，外衣，帽子，寝具

であって，出生後 24 月以内の乳幼児用のもの 
16 ppm 以下

繊維製品のうち，下着，寝衣，手袋および靴下（出生後 24 月以内の乳幼児用のものを除く）ならびに足袋，

かつら，付け睫毛，付け髭または靴下止めに使用される接着剤 
75 ppm 以下

 

 30 

 31 
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薬事法（厚生労働省） 1 

化粧品基準 2 

 ホルマリンは化粧品配合禁止成分に掲げられている．また，ホルムアルデヒド遊離型（製品3 

中で分離してホルムアルデヒドを生成する）の防腐剤のうち，1,3-ジメチロール-5,5-ジメチル4 

ヒダントイン（別名: DMDM ヒダントイン）および N,N”-メチレンビス[N’-(3-ヒドロキシメチ5 

ル-2,5-ジオキソ-4-イミダゾリジニル)ウレア]（別名: イミダゾリジニルウレア）の 2 種類が配6 

合制限成分に掲げられており，粘膜に使用されることがない化粧品のうち洗い流すもの（シャ7 

ンプー，石けん等）に対して 100 g 中の最大配合量 0.30 g が許可されている．ただし，それら8 

を配合する際には，購入時および使用時の注意表示として，「ホルムアルデヒドに過敏な方およ9 

び乳幼児のご使用はおさけください．」と記載することとなっている． 10 

 11 

食品衛生法（厚生労働省） 12 

食品，添加物等の規格基準 13 

ホルムアルデヒドを製造原料とする“合成樹脂製の器具又は容器包装”の個別規格は「フェノ14 

ール樹脂，メラミン樹脂またはユリア樹脂を主成分とする合成樹脂」と「ホルムアルデヒドを15 

製造原料とする合成樹脂（ただし，フェノール樹脂，メラミン樹脂またはユリア樹脂を主成分16 

とする合成樹脂を除く）」に分けて定められている．ホルムアルデヒドの溶出試験に関して両者17 

は同一の規格であり，条件「浸出用液: 水，浸出時間: 30 分間，浸出温度: 60 ˚C（使用温度が18 

100 ˚C 以下の場合）または 95 ˚C（使用温度が 100 ˚C を超える場合）」で，肉眼的観察により“試19 

験溶液の呈する色は，対照液の呈する色より濃くてはならない”（4 μg/mL 以下（旧厚生省 20 

1980））とされている． 21 

ほ乳器具を含む“ゴム製の器具又は容器包装”も，前述の規格と同じである．また，ゴム製お22 

しゃぶりについても，ゴム製ほ乳器具と同様の規格が定められている． 23 

さらに，金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食品を除く）を内容物とするものを除く）24 

であって，食品と直接接触する部分が合成樹脂で塗装されているものについても，同様の規格25 

である． 26 

 27 

乳及び乳製品の成分規格等に関する省令 28 

“乳等の器具若しくは容器包装又はこれらの原材料の規格及び製造方法の基準”で，金属缶（内29 

容物に直接接触する部分に合成樹脂を使用したものに限る）に対して，条件「浸出用液: 水，30 

浸出時間: 30 分間，浸出温度: 60 ˚C」として前述の規格が準用される． 31 

また，組合せ容器包装についても同様である． 32 

 33 

挙げた法令中の他事項，ならびに毒物及び劇物取締法，消防法，労働基準法等の他法令にも34 

該当する．また，学校環境衛生の基準において，新たに教室等の空気の検査事項としてホルム35 
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アルデヒド濃度等が加えられ，検査回数，判定基準，事後措置等について規定されている（文1 

部科学省 2002）．養殖トラフグに関連した薬事法については，付録 E で説明される． 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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5. 発生源および暴露源 1 

 2 

 表 I.6 に挙げた各機関の評価書を整理すると，ホルムアルデヒドの発生源およびヒトへの重要な3 

暴露源は，図 I.4 のように表される． 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 ホルムアルデヒドには自然および人為起源があり，それぞれ，同物質がそのまま放出される“124 

次排出”と，前駆体となる有機物が光化学反応をして同物質に変化する“2 次生成”とに分類される．25 

一方で，地球規模で見たとき，1 次排出量と比較して 2 次生成量が圧倒的に多いことが知られて26 

いる．ホルムアルデヒドは，天然では森林火災等において，人間活動では自動車等の移動体，た27 

ばこ，暖房設備（ストーブ，暖炉等），調理設備（ガス調理器具・かまど等），および焼畑等にお28 

いて，木材燃料，化石燃料（石炭，石油，天然ガス），廃棄物等の有機物の不完全燃焼に伴い 1 次29 

排出される．また，土壌中における植物遺体の分解，水中における腐植物質への日光照射，なら30 

びに，事業所における製造・調合・加工，家庭等における圧縮木材製品（パーティクルボード，31 

中質繊維板，合板等）・壁紙・塗料および消費者製品（織物，繊維製品等）の使用に伴い生成・排32 

気される．他方で，自然および人為的に発生したメタン（近藤 2002），植物揮発性物質のテルペ33 

ン類，汚染物質のアルカン類，アルケン類，アルデヒド類，およびアルコール類は，光化学的酸34 

化反応によりホルムアルデヒドを 2 次生成する． 35 

図 I.4 ホルムアルデヒドの主要な発生源および暴露源 

自然的 

発生源 

人為的 

- その他 
- テルペン類（イソプレン，モノテルペン等; 植物から） 
- メタン（湿地，シロアリ等から） 
炭化水素（天然由来） 
  ↓ 

- 移動体 
- 事業所 
- たばこ 
- 圧縮木材製品・壁紙・塗料 
- 調理設備 
- 暖房設備 
- 消費者製品 
- 焼畑 
- その他 

2 次生成 

1 次排出 

1 次排出 

大: 発生量の寄与

小 

小 

有機化合物の対流圏における光化学的酸化 

  ↑ 
汚染物質（移動・固定発生源由来） 
- メタン（天然ガス，家畜（反芻動物），水田等から） 
- アルカン類 
- アルケン類（エテン，プロペン等） 
- アルデヒド類（アセトアルデヒド，アクロレイン等） 
- アルコール類（アリルアルコール，メタノール，エタノール等） 
- その他 

- その他 
- 動物排泄物 
- 微生物生産物 
- 森林火災 

ヒトへの重要な暴露源 
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図 I.5 ホルムアルデヒドのリスク評価の概要

 一般に，ホルムアルデヒドの住宅屋内濃度は屋外濃度より高く，かつ，屋内滞在時間は屋外滞1 

在時間より長い．したがって，室内発生源が，ヒトに対する重要な暴露源となり得る．公衆のホ2 

ルムアルデヒド暴露の大部分は吸入により起こり，その主要な源は建築材料，家具等に使用され3 

る圧縮木材製品および壁紙に含まれる接着剤，ならびに塗料，たばこの煙である．これに比して4 

諸外国においては，消費者製品に関して，防しわ･防縮加工剤等として織物，繊維製品に，また，5 

滅菌剤，防腐剤等として化粧品，家庭用洗剤・洗浄剤，紙製品等に含有されるホルムアルデヒド6 

からの吸入･経皮暴露量は小さいことが知られている．我が国においては，消費者製品に起因する7 

暴露は，前述したように法令，業界自主基準等を理由に重大とは考えられない．また，後述する8 

ように，通常の経口暴露量は問題とならない． 9 

 10 

6. 評価書の要点および構成 11 

 12 

 詳細は後述されるが，ホルムアルデヒドの暴露媒体別に見たリスク評価全体の概略を図 I.5 に示13 

す． 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

厚生労働省（2004）には，シックハウス症候群（①医学的に確立した単一の疾患ではなく，居27 

住に由来する様々な健康障害の総称を意味する用語，②主な症状:（i）皮膚や眼，咽頭等の皮膚・28 

粘膜刺激症状，（ii）全身倦怠感，頭痛・頭重等の不定愁訴，③発症関連因子: ホルムアルデヒド29 

等の化学物質，カビ，ダニ等，④室内濃度指針値は，必ずしもシックハウス症候群を直ちに引き30 

起こす閾値ではないため，診断に際しては総合的な検討が必要）; 化学物質過敏症（①微量化学31 

物質に反応し，非アレルギー性の過敏状態の発現により，精神・身体症状を示すとされるもの，32 

②その病態や発症機序について，未解明な部分が多い，③診断を受けた症例には，中毒やアレル33 

ギーといった既存の疾病による患者が含まれている，④病態解明を進めるとともに，感度や特異34 

性に優れた臨床検査方法および診断基準が開発されることが必要）と要約され，ホルムアルデヒ35 

暴露量 有害性 

吸入 

暴露量 有害性

経口 

消費者製品中濃度

暴露量 有害性

経皮

ヒト 

環境中濃度 

暴露量 有害性 

環境生物 

大気中・ 
室内空気中濃度 

生物濃縮性: 小 ? 

指針値超過: なし 

小 

? 

? 

? 

小 

形態: 利用不可 小

小

小 小

小 小

あり 

飲料水中・ 
食事中濃度 



 I-23

ドはそれらの原因物質の 1 つである．しかしながら，現在このように，シックハウス症候群およ1 

び化学物質過敏症の定義や発症する濃度・因子・メカニズム等は不明確であり，それらの評価は2 

不可能である． 3 

第 V 章で述べるように，本リスク評価書では，ホルムアルデヒドの吸入暴露に対する有害性の4 

エンドポイントとして鼻腔がんが採用され，大気中・室内空気中濃度の評価が本質的に重要と考5 

えられる．経口暴露量は，幾つかの機関で設定されている TDI（Tolerable Daily Intake: 耐容一日摂6 

取量）と比較して小さく，かつ，その大部分として寄与する食品・食事中で，ホルムアルデヒド7 

は体内利用効率が低いと考えられる結合態として存在している．加えて，通常の暴露濃度・量で8 

は，明らかな有害性影響は報告されていないため，経口に起因するリスクは小さいと判断される．9 

経皮暴露については，消費者製品中濃度が低いため暴露量も小さく，それらの想定される条件下10 

において明確な有害性は認められていないことから，リスクは小さいと判断できる． 11 

 ホルムアルデヒドは強力な殺菌・防腐作用を有するため，特定の濃度以上の暴露で環境生物は12 

有害性影響を受けることが予想される．付録 A で述べるように，環境省（2002a）では，藻類13 

Phyllospora comosa の毒性データ（Burridge et al. 1995b）を使用した生態リスクの初期評価の結果，14 

ホルムアルデヒドは“詳細な評価を行う候補と考えられる”としている．しかし，他方で，新エネ15 

ルギー・産業技術総合開発機構（2006）は，“Burridge et al.（1995b）の試験では試験生物種やエ16 

ンドポイント等が公定法と異なるため評価できない”として他の毒性データを採用した評価を行17 

い，“現時点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼすことはないと判断する”と結論している．一18 

方で，Phyllospora comosa はオーストラリア南東部の固有種である．これらを踏まえ，かつ，①易19 

分解性であり，環境残留性が低いこと，②我が国に生息する水生生物に関する毒性データに基づ20 

いて定められた指針値を超過する検出濃度が認められていない（平成 11，12 年度に実施された要21 

調査項目存在状況調査結果では，指針値の 10 %値の超過が見られたのは表 I.8 の海域“生物特 A”22 

に関する 237 測定地点のうち 2 地点のみである（環境省 2003d））こと，③付録 E で書かれるよう23 

に，薬事法の一部改正により今後，高濃度での暴露が起こりにくくなること，④生物濃縮性が低24 

いこと，等を根拠に，生態リスクを小さいと判断して本書では評価しない． 25 

表 I.5 に示したような製品を取り扱う表 II.5 に挙げた業種等に関する事業所において，職業暴露26 

が生じ得る．しかし，暴露人口・濃度・期間等に係る不確実性が大きいこと，労働者の許容濃度27 

が勧告されていること等を理由に，労働環境は評価対象外とした． 28 

 公衆の吸入暴露による生涯リスクを評価する際，たばこについては嗜好品であること，煙に含29 

まれる多種の化学物質の複合暴露であること等により，喫煙者は対象から外した． 30 

各国間で，ホルムアルデヒドの用途別排出量，気候，生活様式（薪ストーブ，フローリング，31 

トレーラハウス，キャビン等），法令等が異なるため，諸外国の一般環境中・室内環境中濃度のモ32 

ニタリング結果を，我が国のリスク評価に直接使用することは不適切であると考えられる．した33 

がって，本評価書では，日本の実測値データを中心に暴露量等を解析した． 34 

 利用可能なデータセットの整合性等を考慮して，リスク評価の対象を 2003（平成 15）年とした． 35 
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リスク評価書の流れを図 I.6 に示す．第 I 章の“序論”では，背景，基本的情報，既往のリスク評1 

価書，関連法令，主要な発生源・暴露源，評価書の要点・構成について述べられる．第 II 章の“排2 

出量”では，PRTR（Pollutant Release and Transfer Register: 化学物質排出移動量届出制度）データが3 

整理され，マテリアルフローが作成される．第 III 章の“環境動態”では，環境運命が予測され，大4 

気中，水域中，ならびに土壌中濃度が評価される．第 IV 章の“暴露量”では，吸入および経口摂取5 

量が推計され，第 V 章のヒト“有害性”情報と合わせて，第 VII 章で“リスク”が評価される．  6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

図 I.6 リスク評価書の構成 

第 I 章. 序論 

第 II 章. 排出量 

第 III 章. 環境動態 

第 IV章. 暴露量 第 V 章. 有害性 

第VI章. リスク
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第 II 章. 排出量 1 

 2 

1. PRTR データ集計結果（経済産業省 & 環境省 2003, 2004, 2005a, 2005b, 2005c, 2005d, 2005e, 3 

2006a, 2006b, 2006c, 2006d） 4 

 5 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律により PRTR6 

（Pollutant Release and Transfer Register: 化学物質排出移動量届出制度）が規定され，①当該化学物7 

質を製造，使用する当該事業者は，その排出量および移動量を国に届出し，②国は，家庭，農地，8 

自動車等からの推計排出量と合わせて集計，公表し，③国は，請求により個別事業所の届出情報9 

を開示する，こととなっている． 10 

 図 II.1 に示されるように，届出が義務付けられているのは，指定された 354 物質（そのうち 1211 

物質は，ヒトへの発がん性を有する物質として定められている特定第 1 種指定化学物質に分類さ12 

れる）を取り扱う 45 業種を営む事業者のうち，従業員数 21 人以上かつ年間取扱量 1 t 以上（特定13 

第 1 種指定化学物質については 0.5 t 以上）の事業所を有しているものである．要件を満たさない14 

ものは，届出義務対象外の“すそ切り以下”として推計される． 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

前述したように，ホルムアルデヒドは第 1 種指定化学物質であり，2003（平成 15）年度におい24 

て推計対象とされた届出外排出源は，すそ切り以下，接着剤，医薬品，汎用エンジン，たばこの25 

煙，および移動体（自動車，二輪車，特殊自動車，船舶，鉄道車両，航空機）である．医薬品以26 

外の殺菌剤，ガス石油燃焼機器については，今後，推計対象項目になる可能性があるとされてい27 

る． 28 

 2003（平成 15）年度の PRTR データに基づき集計された，排出先媒体別の届出排出量および排29 

出源別の届出外排出量の概略を表 II.1 に示す．総排出量は 16,302.8 t であり，PRTR 対象の 354 物30 

質の中で 9 番目に大きい値となっている．また，そのうちの約 95 %が移動体（自動車: 約 75 %）31 

に起因している．これらは，軽油の燃焼ガス，すなわち，ディーゼルエンジンの排気ガスに含ま32 

れる化学物質の中で PRTR 対象となっているのは 11 物質であるが，それらのうちでホルムアルデ33 

ヒドの排出質量比率が最大であることに関係している． 34 

 35 

  1 t 
（0.5 t） 

年間取扱量 

0 21 人 常用雇用者数

届出 

届出外 
すそ切り以下

図 II.1 PRTR の届出義務に関する区分
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図 II.2 PRTR 排出量の経年変化
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表 II.1 全国のホルムアルデヒド排出量 
 排出量 [t/yr]a 割合 [%]
届出 {411.1} {2.5} 

大気 356.6 2.2 
公共用水域 53.6 0.3 
土壌 0.0 0.0 
埋立 0.8 0.0 

届出外 {15,891.7} {97.5} 
対象業種を営む事業者 (2.3) (0.0)

すそ切り以下 2.3 0.0 
非対象業種を営む事業者 (249.7) (1.5)

    接着剤 93.1 0.6 
    医薬品 2.7 0.0 
    汎用エンジン 153.9 0.9 
家庭 (133.9) (0.8)

    接着剤 0.4 0.0 
    たばこの煙 133.5 0.8 
移動体 (15,505.9) (95.1)

    自動車 12,314.1 75.5 
    二輪車 260.7 1.6 
    特殊自動車 1,791.7 11.0 
    船舶 1,066.6 6.5 

鉄道車両 59.6 0.4 
航空機 13.3 0.1 

合計 {16,302.8} {100.0} 
a四捨五入により小計が合わない箇所あり 
 1 

 現在までに集計・公表されている PRTR データは，4 か年分である．それらに基づく排出量を，2 

図 II.2 に示す． 3 

 4 
 5 
 6 
 7 
 8 
 9 
 10 
 11 
 12 
 13 
 14 
 15 
 16 
 17 
 18 

届出される排出量の変動が比較的小さいのに対して，推計される届出外排出量の変動は大きい．19 

平成 14 年度に“家庭”からの排出量が著しく増大しているのは，同年度以後の推計対象項目に“た20 
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ばこの煙”が加えられたことによる．また，平成 15 年度に“対象業種”，すなわち“すそ切り以下”1 

が大幅に減少しているのは，主に，化学工業以外の業種の排出係数に対して同年度のみ非常に小2 

さい値が仮定されたことによる．このように，変動は利用可能なデータの質・量等に起因する不3 

確実さや，推計手法の変更によるものであり，実際の排出量の増減を表していない．届出外排出4 

量の推計値を使用する場合には，この点に留意する必要がある． 5 

 6 

1.1 届出排出量 7 

 8 

届出を行った 625 つの事業所の合計量 411.1 t は，約 87 %が大気へ，約 13 %が公共用水域へ排9 

出されており，土壌排出量 1 kg，埋立処分量 840 kg の割合は，無視できるほど小さい．届出され10 

た業種別の排出量および移動量を表 II.2 に示す．事業所外への廃棄物移動量は大気中排出量の約11 

4.6 倍となっているが，届出事業所に対するヒアリングの結果，廃液は主に焼却処理され，その過12 

程における一般環境中への排出は少ないと考えられる． 13 

 14 

表 II.2 業種別の届出排出量・移動量 a 
排出量 [t/yr] 移動量 [t/yr] 

業種 大気 公共用水域 土壌 埋立 合計 廃棄物 下水道へ 合計 排出・移動量合計 [t/yr]
繊維工業 34.1 0.0 34.1 161.1 5.6 166.7 200.8 
衣服・その他の繊維製品製造業 3.4  3.4 14.1 11.0 25.1 28.4 
木材・木製品製造業 40.2 0.0 40.2 15.2  15.2 55.4 
家具・装備品製造業 1.2  1.2 3.5  3.5 4.7 
パルプ・紙・紙加工品製造業 5.1 14.4 19.5 4.7  4.7 24.2 
出版・印刷・同関連産業 1.5  1.5   1.5 
化学工業 49.2 24.3 0.0 0.8 74.3 912.9 64.2 977.1 1,051.4 
石油製品・石炭製品製造業 0.0  0.0 0.0  0.0 0.0 
プラスチック製品製造業 28.4 2.8 31.2 126.1  126.1 157.4 
ゴム製品製造業 0.3  0.3 1.3  1.3 1.7 
窯業・土石製品製造業 42.2 5.9 48.1 8.6 15.0 23.6 71.8 
鉄鋼業 4.4  4.4 0.0  0.0 4.4 
非鉄金属製造業 1.3 0.0 1.3 1.7  1.7 3.0 
金属製品製造業 14.8 0.0  14.8 4.6 8.4 13.0 27.8 
一般機械器具製造業 6.3  6.3 0.2  0.2 6.5 
電気機械器具製造業 58.3 4.7 63.0 345.3 0.8 346.1 409.1 
輸送用機械器具製造業 55.1 1.5 56.5 2.6  2.6 59.1 
精密機械器具製造業 0.1  0.1 0.0  0.0 0.1 
その他の製造業 6.6 0.0 6.6 16.7  16.7 23.3 
高等教育機関 4.2 0.0 4.2 16.7 0.0 16.7 20.9 
全業種 356.7 53.6 0.0 0.8 411.0 1,635.3 105.0 1,740.3 2,151.5 
a四捨五入により小計が合わない箇所あり，表 II.1 中の対応する数値と一致しない箇所あり 
 15 

暴露の経路および量の観点から比較的重要と考えられる大気中排出に対する各業種の寄与率を，16 

図 II.3 に示す．割合が 5 %未満の業種は，合わせて“その他”として表される．図 I.2 および表 I.517 

に示したように，用途別消費量が最大であるポリアセタール樹脂を取り扱う電気機械器具製造業18 

および輸送用機械器具製造業からの排出量が比較的多い．また，大気中排出の届出量が多い上位19 

5 つの事業所を匿名で表 II.3 に示す（表中に示した値はあくまでも届出に基づき，実際の排出量と20 
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図 II.3 大気中排出量の内訳．括弧内の分母は届出事業所数を，
分子はそのうちの排出があった事業所数を表す． 
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16.3　電気機械器具製造業（38/66）

15.4　輸送用機械器具製造業（31/31）

13.8　化学工業（191/314）

11.8　窯業・土石製品製造業（23/25）

11.3　木材・木製品製造業（18/24）

9.6　繊維工業（17/18）

8.0　プラスチック製品製造業（25/29）

13.8　その他（72/118）

異なる場合がある．第 III 章 2.2.2 節参照）．全国の大気への総届出排出量に対して，上位 2 つの事1 

業所のみで 1 割強を，挙げた 5 つの事業所で 2 割弱を占めている．加えて，公共用水域中排出の2 

届出量が多い上位 5 つの事業所を匿名で表 II.4 に示す．全国の公共用水域への総届出排出量に対3 

して，最上位の事業所のみで 2 割弱を，挙げた 5 つの事業所で過半量を占めている． 4 

 5 
 6 
 7 
 8 
 9 
 10 
 11 
 12 
 13 
 14 
 15 
 16 
 17 

表 II.3 大気への届出排出量が多い事業所 
順位 事業所 所在地 主な業種 排出量 [t/yr] 累積比率 [-]

1 I 岐阜県大垣市 電気機械器具製造業 24 0.07 
2 P 福岡県久留米市 繊維工業 16 0.11 
3 H 茨城県筑西市 プラスチック製品製造業 9.9 0.14 
4 T 福岡県北九州市 木材・木製品製造業 9.8 0.17 
5 N 富山県滑川市 化学工業 9.6 0.19 

 18 
表 II.4 公共用水域への届出排出量が多い事業所 

順位 事業所 所在地 主な業種 排出量 [t/yr] 排出先 累積比率 [-] 
1 O 北海道江別市 パルプ・紙・紙加工品製造業 10 石狩川 0.19 
2 M 福岡県大牟田市 化学工業 6.3 有明海 0.30 
3 K 山口県防府市 化学工業 5.2 周防灘 0.40 
4 S 長野県信濃町 窯業・土石製品製造業 4.8 関川 0.49 
5 N 富山県富山市 化学工業 3.4 井田川 0.55 

 19 

1.2 届出外排出量 20 

 21 

すそ切り以下 22 

 すそ切り以下に関しては，次式: 23 
業種別のホルムアルデヒドの排出量 

　　= 業種別の同物質の（事業所当たりの平均取扱量×平均排出係数×届出対象外事業所数）
 (II.1)

が用いられている．ここで，平均排出係数はホルムアルデヒド取扱量当たりの排出量である．使24 

われた各パラメータの値を，推計排出量とともに表 II.5 に示す．平均排出係数として，化学工業25 

についてのみ 0.04668 が，それ以外の全業種については 0.00062 が仮定されている．化学工業，衣26 
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服・その他の繊維製品製造業からの排出量が比較的多い．すそ切り以下の合計排出量は約 2.3 t で1 

あり，届出排出量の約 0.56 %に相当する． 2 

 3 
表 II.5 すそ切り以下に係る業種別の排出量 

業種 取扱量 [kg/事業所] 排出係数 [-] 事業所数 [事業所] 排出量 a [kg] 
1. 食料品製造業 79.5 0.00062 2,569 128 
2. 飲料・たばこ・飼料製造業 6.5 0.00062 1,698 7 
3. 繊維工業 161.7 0.00062 1,756 177 
4. 衣服・その他の繊維製品製造業 295.5 0.00062 2,436 450 
5. 木材・木製品製造業 79.9 0.00062 1,661 83 
6. パルプ・紙・紙加工品製造業 186.3 0.00062 660 77 
7. 出版・印刷・同関連産業 203.5 0.00062 581 74 
8. 化学工業 129.9 0.04668 86 522 
9. プラスチック製品製造業 12.2 0.00062 550 4 

10. ゴム製品製造業 517.0 0.00062 195 63 
11. 窯業・土石製品製造業 185.5 0.00062 736 85 
12. 非鉄金属製造業 157.0 0.00062 126 12 
13. 金属製品製造業 160.2 0.00062 1,614 161 
14. 一般機械器具製造業 168.8 0.00062 1,828 193 
15. 電気機械器具製造業 123.0 0.00062 766 59 
16. 輸送用機械器具製造業 118.9 0.00062 669 50 
17. 精密機械器具製造業 8.5 0.00062 305 2 
18. その他の製造業 220.3 0.00062 585 81 
19. 写真業 25.2 0.00062 576 9 
20. 商品検査業 77.5 0.00062 34 2 
21. 計量証明業 14.1 0.00062 16 0 
22. 高等教育機関 32.9 0.00062 762 16 
23. 自然科学研究所 12.5 0.00062 614 5 
合計 - - - 2,257 
a有効桁数により小計が合わない箇所あり，四捨五入により小計と合計が一致せず 

 4 

接着剤 5 

 PRTR において届出対象外の主な排出は，①建築・土木現場，家庭での接着剤の使用に伴う 16 

次排出，②合板等の建築資材，家具等の木工品に使われた接着剤からの 2 次排出，である（建築7 

資材，木工品の製造工程での排出は届出対象）．接着剤の出荷量，ホルムアルデヒドの含有率およ8 

び排出率，ならびに，新築着工床面積，元請完成工事高，世帯数等のデータを用いて推計された9 

全国の排出量を，表 II.6 に示す．建築工事業の寄与が比較的大きい． 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 
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表 II.6 接着剤に係る需要分野別の排出量（合計: 93.5 t/yr）
届出外排出 

非対象業種を営む事業者

建築工事業 
用途 住宅 非住宅 土木工事業 家庭

（参考）

届出排出

合板 △ △ △  ○ 
二次合板 △ △ △  ○ 
木工品 △ △  △ ○ 
建築工場 △ △ △  ○ 
建築現場 ○ ○    
土木   ○   
家庭用    ○  
その他（製造工場用等）     ○ 
排出量 [t/yr] 57.0 30.4 5.7 0.4 - 
○: 1 次排出（使用段階で直ちに排出） 
△: 2 次排出（使用段階以降に少量ずつ排出） 

 1 

医薬品 2 

 出荷量，医療業従事者数，水域への排出率，および下水道普及率等のデータから，全国におけ3 

るホルムアルデヒドの公共用水域への排出量は 2.7 t/yr（下水道への移動量 5.1 t/yr）と推計されて4 

いる． 5 

 6 

汎用エンジン 7 

 軽油，ガソリン等を燃料とする汎用エンジン（移動体の動力源等以外に用いられるエンジン）8 

からの排気ガス中ホルムアルデヒドが推計されている．稼働時間，使用係数，保有台数，出力，9 

全炭化水素排出係数等のデータにより算出された，全国についての値を表 II.7 に示す．発電機の10 

寄与が比較的大きい． 11 

 12 
表 II.7 汎用エンジンに係る機種別の排出量 [t/yr]
コンクリートミキサ 0.6 
大型コンプレッサ 25.1 
刈払機 30.7 
チェーンソー 3.6 
動力脱穀機 1.7 
発電機 92.2 
合計 153.9 

 13 

たばこの煙 14 

 販売本数，たばこ 1 本当たりからの生成量，男女別・年齢別の喫煙率，および昼間人口比率等15 

のデータに基づき，全国のホルムアルデヒド排出量は 133.5 t/yr と推計されている． 16 

 17 

自動車 18 

 ガソリン，軽油，LPG（Liquefied Petroleum Gas: 液化石油ガス）等の燃焼排気ガス中にホルム19 
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アルデヒドが含まれており，自動車に係る排出源は，①ホットスタート（暖機状態での走行），②1 

コールドスタート時の増分（触媒低温状態での始動・走行（始動直後は燃料噴射量が多く，また，2 

暖機状態に達するまでは触媒効果が比較的小さいため，ホルムアルデヒド排出量は増加）），③サ3 

ブエンジン式機器（冷凍冷蔵車の冷凍機や長距離走行用トラック・バス等のクーラーの稼動），に4 

区分されている．交通量，道路区間延長，旅行速度，走行ルート，年間走行量，保有車両数，燃5 

料消費量，実働率，使用係数，全炭化水素排出係数，触媒劣化補正係数，始動回数，ソーク時間，6 

地上気温，サブエンジン出力等のデータを用いて推計された全国の排出量を表 II.8 に示す．排出7 

源の大まかな比率は，ガソリン・LPG 車では，ホットスタート : コールドスタート時の増分 = 1 : 8 

6 であるのに対し，ディーゼル車では，42 : 1 となっている．一方，総排出量の燃料種別の大まか9 

な比率は，ガソリン・LPG : 軽油 = 1 : 6 となっている．サブエンジン式機器は軽油を燃料として10 

おり，ディーゼル車についてのみ排出量が推計されているが，その寄与は比較的小さい． 11 

 12 
表 II.8 自動車に係る燃料種別・車種別・機種別の排出量 a [t/yr] 

   サブエンジン式機器  
 ホットスタート コールドスタート時の増分 冷凍機 クーラー 合計 
ガソリン・LPG 車 (238.0) (1,479.5)   (1,717.5)

軽乗用 17.0 347.2   364.2
乗用車 96.9 759.6   856.5
バス 0.1 0.1   0.2
軽貨物車 86.1 314.0   400.1
小型貨物車 34.5 47.6   82.2
普通貨物車 0.8 1.7   2.5
特種用途車 2.5 9.4   11.9

ディーゼル車 (10,340.5) (249.0) (2.8) (4.3) (10,596.5)
乗用車 366.5 -   366.5
バス 370.8 12.9   383.7
小型貨物車 1,007.9 93.4   1,101.3
普通貨物車 8,137.7 94.4   8,232.1
特種用途車 457.6 48.2   505.9

合計 (10,578.5) (1,728.5) (2.8) (4.3) (12,314.1) 
a四捨五入により小計，合計が合わず 

 13 

二輪車 14 

 排出源は，ホットスタートおよびコールドスタート時の増分とされる．自動車の場合と類似の15 

データならびに降雨・降雪日数，販売台数，残存率等のデータにより推計された全国におけるホ16 

ルムアルデヒドの排出量が，表 II.9 に示される．燃料はガソリンのみである．コールドスタート17 

時の増分は比較的小さい．約 70 %が原動機付自転車からの排出となっている． 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 
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表 II.9 二輪車に係る車種別の排出量 a [t/yr] 
 原動機付自転車    
 第一種 第二種 軽二輪 小型二輪 合計 
ホットスタート 141.5 25.0 51.9 23.0 241.5
コールドスタート時の増分 17.3 0.3 0.8 0.7 19.1
合計 158.8 25.3 52.7 23.7 260.7
a四捨五入により小計，合計が合わず 

 1 

特殊自動車 2 

 建設機械，農業機械，産業機械に分類されている．燃料はガソリン，軽油，LPG である．稼働3 

時間，使用係数，保有台数，出力，全炭化水素排出係数，完成工事高，作付面積，販売台数等の4 

データに基づき推計された全国のホルムアルデヒド排出量が，表 II.10 に示される．合計排出量の5 

1,791.7 t/yr は，移動体由来の総排出量の約 12 %に相当する．油圧ショベルのみで，特殊自動車由6 

来の総排出量の約 1/4 を占めている．機種別の大まかな寄与率は，建設機械 : 農業機械 : 産業機7 

械 = 47 : 14 : 39 となっている． 8 

 9 
表 II.10 特殊自動車に係る機種別の排出量 a [t/yr]
建設機械 (841.9) 

1. ブルドーザ 53.9 
2. 油圧ショベル 457.4 
3. クローラローダ 11.1 
4. ホイールローダ 61.6 
5. ホイールクレーン 89.4 
6. スクレーパ 5.3 
7. 機械式ショベル 14.6 
8. 公道外用ダンプ 25.1 
9. 不整地用運搬車 76.0 

10. モータグレーダ 6.7 
11. ロードローラ 3.1 
12. タイヤローラ 2.8 
13. 振動ローラ 9.4 
14. アスファルトフィニッシャ 1.0 
15. 高所作業車 24.4 

農業機械 (256.8) 
トラクタ 88.2 
耕耘機 27.0 
コンバイン 8.3 
田植機 133.1 
バインダ 0.1 

産業機械 (693.0) 
ガソリンフォークリフト 21.5 
ディーゼルフォークリフト 671.6 

合計 (1,791.7) 
a四捨五入により小計が合わず 

 10 

船舶 11 

 貨物船・旅客船等，漁船，プレジャーボートに分類されている．燃料はガソリン，軽油である．12 

入港船舶数，入港船舶総トン数，燃料消費率，往復距離，航行速度，停泊時間，輸移出入貨物ト13 
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ン数，揮発性有機化合物排出係数，稼働時間，漁船数，使用係数，寿命，出荷隻数，在籍船数，1 

全炭化水素排出係数等のデータに基づき推計された全国のホルムアルデヒド排出量が，表 II.11 に2 

示される．合計排出量の 1,066.6 t/yr は，移動体由来の総排出量の約 7 %に相当する．船種別の大3 

まかな寄与率は，貨物船・旅客船等 : 漁船 : プレジャーボート = 64 : 24 : 12 となっている． 4 

 5 
表 II.11 船舶に係る港湾種別・船種別・燃料種別の排出量 a [t/yr]
貨物船・旅客船等 {683.7} 

特定重要港湾 (87.9) 
内航 53.5 
外航 34.4 

重要港湾（特定重要港湾を除く） (81.9) 
内航 65.7 
外航 16.2 

地方港湾 (49.4) 
内航 42.8 
外航 6.6 

その他・内航 (464.5) 
漁船 {258.9} 
  船外機付き漁船（ガソリン） (68.3) 
    12 海里以内 68.3 
  海水動力漁船（ディーゼル） (190.6) 
    12 海里以内 133.5 
    12 – 200 海里 57.1 
プレジャーボート {124.0} 
  小型特殊船舶 (86.6) 
  プレジャーモーターボート (37.3) 
    ガソリン 36.5 
    ディーゼル 0.9 
プレジャーヨット (0.1) 

    ガソリン 0.1 
    ディーゼル 0.0 
合計 {1,066.6} 
a四捨五入により小計が合わない箇所あり 

 6 

鉄道車両 7 

 軽油を燃料とする機関車，気動車等が推計対象とされている．燃料消費量，営業距離，車両配8 

置数，運行本数，揮発性有機化合物排出量等のデータから推計された全国のホルムアルデヒド排9 

出量は 59.6 t/yr であり，その内訳は，JR（Japan Railways）以外 6.4 t/yr，JR 旅客 43.1 t/yr，JR 貨物10 

10.1 t/yr となっている． 11 

 12 

航空機 13 

 民間空港を運送事業で利用する航空機を対象に，離発着時のエンジンおよび駐機時の補助動力14 

装置からの排気ガス中に含まれているホルムアルデヒドが推計されている．全炭化水素排出係数，15 

燃料消費量，年間着陸回数等のデータから見積もられた全国の排出量を，表 II.12 に示す．補助動16 

力装置の寄与は小さい．空港種別の大まかな寄与率は，第一種空港 : 第二種空港 : 第三種空港 : 17 
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その他 = 17 : 53 : 20 : 10 となっている． 1 

 2 
表 II.12 航空機に係る空港種別の排出量 a [t/yr] 

 第一種空港 第二種空港 第三種空港 その他 合計 
エンジン 2.2 7.0 2.6 1.3 13.1 
補助動力装置 0.1 0.1 0.0 0.0 0.2 
合計 2.3  7.0  2.6 1.3 13.3 
a四捨五入により小計，合計が合わず 

 3 

2. マテリアルフロー 4 

 5 

人為起源である，前述した 2003（平成 15）年度の PRTR データの 1 次排出量および移動量等に6 

基づいたホルムアルデヒドのマテリアルフローを図 II.4 に示す．このとき，“すそ切り以下”の事7 

業所からの移動量に関しては，届出事業所と同様の比率を仮定した．原料として約 41 万 t が製造8 

され，年度末在庫量および貿易量と合わせた収支が，事業所で調合，加工される（経済産業省 2005; 9 

財務省）．その際の排出量，移動量を差し引いた量が図 I.2 を仮定した比率で製品となり，使用，10 

廃棄の段階においても一部は，届出非対象業種を営む事業者および家庭から一般環境中へ排出さ11 

れる．届出対象業種の事業所からの直接的排出量を製造量で除すことにより，業種平均の排出係12 

数は約 0.001 と推定される．一方で，その直接的な排出量の約 38 倍に相当する量が，エンジンや13 

たばこから間接的に排出されている． 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 
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 35 

汎用エンジン 153.9 

たばこの煙 133.5 

自動車 12,314.1 

二輪車 260.7 

特殊自動車 1,791.7 

船舶 1,066.6 

鉄道車両 59.6 

航空機 13.3 

大気 

間接的排出

原料 
412,232.2

製造・調合・加工 使用・廃棄

9,834.2 
H14 年度在庫 

 
輸入 
320.5 

1,182.6 
輸出 

 
H15 年度在庫 

6,033.6 

製品 
413,007.4

356.6 + (2.0) 接着剤 93.5
大気 

53.6 + (0.3) 医薬品 2.7
公共用水域 

0.8 + (0.0) 
埋立 

直接的排出

132,178.9

66,506.6

36,617.2
30,835.5
26,799.2
22,326.8
21,236.0

76,507.1

ポリアセタール樹脂 

 
ユリア・メラミン系接着剤
 
MDI 
合成ゴム 
フェノール樹脂 
TMP・TME・NPG 
ペンタエリスリトール  
その他 

105.0 + (0.6) 
下水道へ

1,635.3 + (9.0) 
廃棄物 

移動 

届出対象業種の事業所 

図 II.4 PRTR データ等に基づく平成 15 年度におけるホルムアルデヒドのフロー（単位: t/yr）．括弧内
の数値は“すそ切り以下”由来の排出量を表す．四捨五入のため製品の小計量，合計量は合わず． 
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第 III 章. 環境動態 1 

 2 

1. 環境運命 3 

 4 

ホルムアルデヒドに対して，大部分の量の生成，排出，分解が起こる大気は，最も重要な媒体5 

である．ホルムアルデヒドは反応性が高く，各環境媒体中において比較的容易に分解等により除6 

去されるため，滞留性および蓄積性は低い．以下に，大気，水および土壌についての環境運命が7 

要約される． 8 

 9 

1.1 大気 10 

 11 

排出されたホルムアルデヒドは主に OH ラジカルと反応するか，直接光分解され（Howard et al. 12 

1991: EPA 1993（EC/HC 2001 から引用）），少量が，NO3 ラジカル，HO2 ラジカル，H2O2，O3，Cl213 

と反応し（EPA 1993（EC/HC 2001 から引用）），さらに，雨，霧，雲に移行するか，あるいは乾性14 

沈着で除去される（Warneck et al. 1978: Zafiriou et al. 1980: Howard 1989: Atkinson et al. 1990: EPA 15 

1993（EC/HC 2001 から引用））． 16 

 17 

OH ラジカルとの反応 18 

OH ラジカルによる半減期は 1.71 day（Atkinson 1994（UNEP Chemicals 2002 から引用）），1.2 day19 

（OH ラジカル濃度 2 × 106 molecule/cm3）（Atkinson 2000（NICNAS 2006 から引用））と推定され20 

た．また，反応速度定数に依存して，半減期は 7.1 – 71.3 hr と計算され（Atkinson 1986: Atkinson et 21 

al. 1990（EC/HC 2001 から引用）），その反応生成物は，H2O，HCOOH，CO，HCO3である（Atkinson 22 

et al. 1990（EC/HC 2001 から引用））．このとき，HCOOH の生成量の割合は 2 %と測定される（Yetter 23 

et al. 1989（EPA 1993 から引用））．一方で，半減期は，非汚染大気中では 19 hr，汚染大気中では24 

その半分と推定されている（Atkinson & Pitts 1978: DOT 1980: EPA 1982（ATSDR 1999 から引用））． 25 

 26 

光分解 27 

 ホルムアルデヒドは約 290 – 340 nm の紫外線を吸収する（EPA 1993）．360 nm より長い波長の28 

紫外線を吸収し（DOT 1980（ATSDR 1999 から引用）），太陽光で分解する（ATSDR 1999）． 29 

光分解には 2 つの経路が存在し，主要な方の生成物は H2および CO であり，もう一方の生成物30 

は HCO ラジカルおよび H である（Lowe et al. 1980（EC/HC 2001 から引用））．後者の経路により31 

生じるラジカルは直ちに酸素と反応して，HO2 ラジカルと CO を生成する（EC/HC 2001）．光分解32 

による半減期 4.1 hr が測定され（Gardner et al. 1984（UNEP Chemicals 2002 から引用）），4 hr（太33 

陽天頂角 0 ˚）が計算された（Atkinson 2000（NICNAS 2006 から引用））．また，太陽天頂角 40 ˚に34 

おける下部対流圏の半減期は 1.6 hr と推定される（Calvert et al. 1972（EC/HC 2001 から引用））．35 
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一方，模擬太陽光に対する半減期は 6 hr である（Su et al. 1979（ATSDR 1999 から引用））． 1 

多くの条件下で，ホルムアルデヒドの光分解により生じるラジカルが最も重要な正味の光化学2 

スモッグ発生源である．加えて，これらのラジカルは，他の大気有害化学物質の滞留時間を決定3 

する（EPA 1993）． 4 

 5 

NO3 ラジカルとの反応 6 

夜間の分解は NO3ラジカルにより起こり（NRC 1981（EC/HC 2001 から引用）），その濃度が高7 

い都市部でより重要である（Altshuller & Cohen 1964: Gay & Bufalini 1971（EC/HC 2001 から引用））．8 

HNO3 および HCO ラジカルが反応生成物であり，それらは直ちに酸素と反応して CO と HO2ラジ9 

カルを生成する（EC/HC 2001）．典型的な都心の NO3ラジカル濃度を用いて計算された半減期は10 

160 day であり（Atkinson et al. 1990（EC/HC 2001 から引用）），また，測定された速度定数から推11 

定された半減期は 77 day であった（Atkinson et al. 1993（EC/HC 2001 から引用））．平均 NO3ラジ12 

カル濃度を 2 × 109 molecule/cm3 ならびに 5 × 108 molecule/cm3 を仮定したときの半減期は，それぞ13 

れ 12 day（Atkinson et al. 1984（ATSDR 1999 から引用））ならびに 80 day（Atkinson 2000（NICNAS 14 

2006 から引用））である． 15 

 16 

湿性沈着 17 

高い水溶解性のため，雲中や雨中に移行する（EC/HC 2001）．25 ˚C におけるウォッシュアウト18 

（雨滴落下時の取り込み）比（雨中濃度/大気中濃度）は 73,000 と推定され（Atkinson 1990（EC/HC 19 

2001 から引用）），湿性沈着は重要な除去過程であると示唆される（Atkinson 1989（EC/HC 200120 

から引用））．一方で，メタンの酸化により生成されるホルムアルデヒドの 1 %がレインアウト（雲21 

粒形成時の取り込み）で除去されると推定されている（Zafiriou et al. 1980（EC/HC 2001 から引用））．22 

ウォッシュアウトは汚染地域のみで重要である（Warneck et al. 1978（EC/HC 2001 から引用））．湿23 

性沈着は，とりわけ冬において（冬の雨天時の滞留時間は数時間以下と推定される），非常に重要24 

な除去機構である（EPA 1993）．湿性除去の半減期は 50 hr とモデル予測される（Lowe et al. 198025 

（ATSDR 1999 から引用））．  26 

大気中から雲中，霧中および雨中に溶解したホルムアルデヒドは，酸素存在下で水中の OH ラ27 

ジカルと反応して HCOOH，H2O およびヒドロペルオキシドを生成する（EC/HC 2001）．また，ホ28 

ルムアルデヒドの水和物である CH2(OH)2 は O3と反応する（Atkinson et al. 1990（EC/HC 2001 から29 

引用））．曇りの時，ホルムアルデヒド分解は，昼間では約 10 – 30 %が，夜間では約 20 – 90 %が雲30 

中で起こると推計される（EPA 1993）． 31 

 32 

乾性沈着 33 

乾性沈着の半減期は 19 hr とモデル予測される（Lowe et al. 1980（ATSDR 1999 から引用））．乾34 

性沈着は，冬の夜間において（滞留時間は冬の夜間で 90 hr，夏の夜間で 800 hr と推定される），35 
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重要な除去機構である（EPA 1993）．表層水表面への沈着速度は比較的大きい（EPA 1993）．海洋1 

表面への乾性沈着速度は 0.4 cm/sec と推定され（Zafiriou et al. 1980（WHO 1989 から引用）），メタ2 

ンの酸化により生成されるホルムアルデヒドの 4 %が除去される（WHO 1989）．乾性沈着速度の3 

計算値 0.65 cm/sec（夜間）は，測定値 0.75 cm/sec（夜間）– 1.5 cm/sec（昼間）（Krinke & Wahner 1999）4 

と良好に一致している（Sumner et al. 2001）． 5 

 6 

総括的な挙動等 7 

計算されたホルムアルデヒドの気相反応の半減期が，表 III.1 に示される（EPA 2002）．また，8 

O3（濃度7 × 1011 molecule/cm3）との反応による半減期は4.5 yrより長いと計算される（Atkinson 20009 

（NICNAS 2006 から引用））．総括的な半減期は条件により大きく変化する（EC/HC 2001）．アメ10 

リカの幾つかの都市に対して推定された滞留時間は 0.3 hr（雨，冬，夜間）から 250 hr（晴，夏，11 

夜間）であった（EPA 1993（EC/HC 2001 から引用））．昼間の晴天時の滞留時間は主に OH ラジカ12 

ルとの反応により決定し，除去に対する光分解の寄与は 2 – 5 %と推定される（EC/HC 2001）．ま13 

た，除去過程において，地表付近では OH ラジカルとの反応が支配的であるが，高度の増加に伴14 

い光分解が重要になる（WHO 1989）．微量物質および汚染物質と比較的容易に反応するため，都15 

市大気中での半減期は短い（WHO 1989）． 16 

 17 
表 III.1 重要な反応種に対する大気中半減期 

OHa O3
b NO3

c HO2
d hνe 

1.9 day > 2 – 104 yr 84 day 23 day 4 hr 
a12 時間平均 OH ラジカル濃度 = 1.6 × 106 molecule/cm3（Prinn et al. 1992）
b24 時間平均 O3濃度 = 7 × 1011 molecule/cm3（Winer & Busby 1995） 
c12 時間平均 NO3ラジカル濃度 = 5 × 108 molecule/cm3（Atkinson 1991） 
d12 時間平均 HO2ラジカル濃度 = 108 molecule/cm3（Winer & Busby 1995）
e太陽天頂角 0 ˚ 

 18 

光分解および OH ラジカルとの反応による日中の半減期は，NO2非存在下では約 50 min，存在19 

下では約 35 min（Bufalini et al. 1972（WHO 1989 から引用）），4 hr（Lowe et al. 1980（ATSDR 199920 

から引用）），北緯 30 ˚の対流圏において 1 – 3 hr（Bufalini et al. 1972: Lowe & Schmidt 1983（WHO 21 

1989 から引用）），下部対流圏において 3 hr（WHO 1989）と報告，概算される．また，OH ラジカ22 

ル反応および光分解による 1 日当たりの除去率は，88.2 %と報告される（Singh et al. 1982（ATSDR 23 

1999 から引用））． 24 

昼間の短い半減期を仮定した場合，長距離輸送される量は少ない（EC/HC 2001）．しかし，前25 

駆物質が長距離輸送される場合には，その人為的発生源から遠く離れた場所でもホルムアルデヒ26 

ドの 2 次生成は起こる（Tanner et al. 1994（EC/HC 2001 から引用））． 27 

HCHO と HO2ラジカルとの反応により HCOOH が生成するが，逆反応速度が大きい（EPA 1993）．28 

したがって，ホルムアルデヒドの全反応から生じる炭素含有生成物のうち主要なものは，光分解29 
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過程も含めて CO である（EPA 1993）． 1 

 インゲンマメ，オオムギのような植物は，ホルムアルデヒドガスを葉から吸収する（EPA 19762 

（ATSDR 1999 から引用））． 3 

 4 

1.2 水 5 

 6 

 水中では，直ちに水和されて CH2(OH)2 を生成する（EC/HC 2001）．ヘンリー則定数の値は，水7 

環境からの揮発性が低いことを示唆している（WHO 1989）．また，低い有機炭素吸着定数 Kocお8 

よび高い水溶性より，懸濁物質および底質への吸着は重要ではないと推測される（EC/HC 2001）． 9 

表層水中および地下水中で生分解され（EPA 1985: Howard 1989（EC/HC 2001 から引用）），それ10 

ぞれにおける半減期は 24 – 168 hr および 48 – 336 hr と推定される（Howard et al. 1991（EC/HC 200111 

から引用））．また，湖沼の停滞水を用いた 20 ˚C の試験において，好気状態では約 30 hr，嫌気状12 

態では約 48 hr で分解されている（Kamata 1966（EC/HC 2001 から引用））．一方で，排水中ホルム13 

アルデヒドは活性汚泥および下水により，48 – 72 hr で分解される（EPA 1976: Hatfield 1957: 14 

Heukelekian & Rand 1955: Verschueren 1983（ATSDR 1999 から引用））．また，二次処理により下水15 

処理場から 57 – 99 %が除去されると推定される（Howard et al. 1991（NICNAS 2006 から引用））．16 

また，OECD 301 D 試験（Closed Bottle 試験）では易分解性（28 日後で 90 %分解）であり（Gerike 17 

& Gode 1990（UNEP Chemicals 2002 から引用）），化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律18 

に基づいた好気的生分解性試験（ホルムアルデヒド濃度 100 mg/L，活性汚泥濃度 30 mg/L，試験19 

期間 2 週間）において BOD（Biochemical Oxygen Demand: 生物化学的酸素要求量）から算出され20 

た分解度は 91 %であった（旧化学品検査協会 1996）．底質では，生物的および非生物的分解が重21 

要な過程であると推測される（EPA 1985: Howard 1989（EC/HC 2001 から引用））．  22 

log Kow = 0.65（Veith et al. 1980: Hansch & Leo 1981（EC/HC 2001 から引用））から推定された非23 

常に低い生物濃縮係数 0.19 を考慮すると，生物濃縮しないと推測される（EC/HC 2001）．その上，24 

水生生物はホルムアルデヒドを代謝できる（WHO 1989）．また，魚およびエビでは，生物濃縮は25 

観察されていない（Sills & Allen 1979: Hose & Lightner 1980（EC/HC 2001 から引用））．一方，モデ26 

ル計算および経験的観察から，食物連鎖において有意な水生生物濃縮は生じないと予測される27 

（Thomann 1989（EC/HC 2001 から引用））． 28 

 29 

1.3 土壌 30 

 31 

ホルムアルデヒドは，植物遺体の分解過程の初期段階で生成するが（Berestetskii et al. 1981（WHO 32 

1989 から引用）），特定の細菌により分解されるため生物濃縮は起こらない（WHO 1989）．また，33 

完全に縮合したユリア樹脂がホルムアルデヒドを放出しないのに対し，部分的に縮合した低分子34 

量の生成物は徐々にホルムアルデヒド蒸気を放出するが，微生物相により分解される（Kitchens et 35 
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al. 1976: Hsiao & Villaume 1978（WHO 1989 から引用））．種々の土壌微生物により分解され（EPA 1 

1985（EC/HC 2001 から引用）），水中の好気的生分解の半減期に基づき推定された土壌中半減期は2 

24 – 168 hr である（Howard et al. 1991（EC/HC 2001 から引用））． 3 

log Kow = 0.35 より log Koc = 1.57 と計算され（Lyman 1982（ATSDR 1999 から引用）），この log Koc4 

の値から非常に高い移動性，浸出の可能性が示唆される（Swann et al. 1983（ATSDR 1999 から引5 

用））．すなわち，それほど土壌粒子には吸着されず，表層水へ流出し，地下水へ浸出することが6 

予想される（EC/HC 2001）．また，一般環境条件下では気体であるため，乾燥土壌からの揮発は7 

起こる（NLM から引用）． 8 

 9 

1.4 モデル計算 10 

 11 

 排出された化学物質の各環境媒体間での分配を予測する最も代表的なマルチメディアモデルの12 

1 つに，Mackay（1991）のフガシティーモデルがある．そのモデルを適用して得られた，ホルム13 

アルデヒドが単位時間当たり質量 1（単位は任意）の一定速度で単一コンパートメントとして取14 

り扱われる大気，表層水，または土壌に排出され，非平衡定常状態にあるときの日本における物15 

質収支等が，図 III.1 に示される．計算に用いたモデルパラメータ値は，付録 B に示される． 16 

 大気，表層水および土壌に排出されたとき，それぞれの媒体に対する分配率は 99.3，98.8 およ17 

び 73.8 %と予測され，排出先媒体中に滞留する比率は高い．しかし，それらの各滞留量は単位時18 

間当たりの排出量の約 0.3，1.3 および 0.7 %であり，相対的に少ないことが推測される．また，ホ19 

ルムアルデヒドの環境運命において，底質は比較的重要な媒体でないことが予想される． 20 

 大気に排出された場合は，約半分が大気中で分解され，残りの約半分が移流により除去される． 21 

 表層水に排出された場合は，約 84 %が表層水中で分解し，約 10 %が移流し，約 6 %が大気へ揮22 

発する． 23 

 土壌に排出された場合は，約 46 %が土壌中で分解し，約 41 %が大気へ移行し，約 11 %が表層24 

水へ流出し，3 %弱が地下浸出する． 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

分配率 [%] 
 

大気 99.3 
表層水  0.5 

底質  0.0 
土壌  0.2 

大気 

土壌 表層水

底質 
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2.72E-3 

1.52E-5

3.65E-9

1 
逸散

移流
 
 

4.97E-1

分解

分解

浸出 

埋没

拡散 + 巻き上げ 
4.35E-7

拡散 + 降雨 + 沈着

1.06E-3

1.19E-4

5.01E-1

9.61E-4

揮発 
6.91E-5

分解
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1.78E-11

拡散 + 堆積

6.66E-7
1.92E-5 
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7.16E-4
揮発 + 拡散  
2.92E-4 

分解 

3.28E-4 

移流
 
 

1.11E-4

流出 
 
 

7.70E-5 

(a) 大気へ排出 

分配率 [%] 
 

大気  1.2 
表層水 98.8 

底質  0.0 
土壌  0.0 

大気 

土壌 表層水

底質 

3.14E-7 

1.65E-4 

1.33E-2

3.20E-6

1 

逸散

移流
 
 

3.01E-2

分解

分解

浸出 

埋没

拡散 + 巻き上げ 
3.81E-4

拡散 + 降雨 + 沈着

6.44E-5

7.22E-6

3.03E-2

8.42E-1

揮発 
6.05E-2

分解

2.02E-4

1.56E-8

拡散 + 堆積

5.83E-4
1.16E-6 

拡散 + 降雨 + 沈着

4.33E-5
揮発 + 拡散  
1.77E-5 

分解 

1.98E-5 

移流
 
 

9.72E-2

流出 
 
 

4.66E-6 

(b) 表層水へ排出 
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 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

2. 大気中濃度 16 

 17 

第 II章で示したように，2003（平成 15）年度の PRTRデータに基づく大気への総排出量は 16,245.5 18 

t である．しかし，後述するようにホルムアルデヒドの大気中濃度を支配するのは，それらの 1 次19 

排出量ではなく，①窒素酸化物や非メタン炭化水素（都市部），②メタン（全国広域），の光化学20 

反応からの 2 次生成量であることが知られている．本節では，既報の大気中濃度のモニタリング21 

データが示される．また，PRTR の 1 次排出量データのみに基いて日本全域における濃度分布が22 

モデル推計され，光化学反応からの 2 次生成量が評価される．さらに，高排出事業所周辺の濃度23 

もモデル計算される． 24 

 25 

2.1 モニタリングデータ 26 

 27 

第 I 章で述べた大気汚染防止法の第 22 条に基づき，地域における大気汚染状況，発生源状況お28 

よび高濃度地域の把握，汚染防止対策の効果の把握等を行うとともに全国的な汚染動向，汚染に29 

係る経年変化等を把握し，大気汚染防止対策の基礎資料とすることを目的として，都道府県知事30 

は大気の汚染の状況を常時監視し，その結果を環境大臣に報告しなければならないとされている．31 

その監視対象項目の 1 つとして定められている有害大気汚染物質の，ホルムアルデヒドを含む測32 

定可能な 19 の優先取組物質については，1985（昭和 60）年から旧環境庁および環境省により大33 

気環境モニタリング調査が行われており，1997（平成 9）年からは地方公共団体（都道府県，同34 

法の政令市）においても本格的にモニタリングが実施されている．測定地点は，①一般環境（固35 

図 III.1 排出先媒体別の物質収支．矢印近傍の数値 [任意の質量単位/単位時間] は
排出量，輸送量または分解量を表し，コンパートメントボックス内の左下の数値
[任意の質量単位] は媒体中の滞留量を表す． 

分配率 [%] 
 

大気 11.5 
表層水 14.7 

底質  0.0 
土壌 73.8 

大気 

土壌 表層水

底質 

7.24E-3 

1.13E-3 

1.44E-3

3.45E-7

1 

逸散

移流
 
 

2.06E-1

分解

分解

浸出 

埋没

拡散 + 巻き上げ 
4.11E-5

拡散 + 降雨 + 沈着

4.41E-4

4.95E-5

2.08E-1

9.09E-2

揮発 
6.53E-3

分解

2.18E-5

1.68E-9

拡散 + 堆積

6.30E-5
2.69E-2 

拡散 + 降雨 + 沈着

2.97E-4
揮発 + 拡散  
4.08E-1 

分解 

4.58E-1 

移流
 
 

1.05E-2

流出 
 
 

1.07E-1 

(c) 土壌へ排出 
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定発生源等の直接の影響を受けない通常人が居住し得る地域において，人口，土地利用状況等に1 

よって分類された地域ごとの地点），②固定発生源周辺（通常人が居住し得る地域のうち，固定発2 

生源の集中する地域または比較的大きな固定発生源が存在する地域において、固定発生源からの3 

有害大気汚染物質の排出状況の影響を直接受けると考えられ，かつ移動発生源の直接の影響を受4 

けないと考えられる地点），③沿道（固定発生源の直接の影響を受けない通常人が居住し得る地域5 

において，車種別交通量，走行速度，気象条件および地理的条件を勘案して，自動車からの排出6 

が予想される有害大気汚染物質の濃度が高くなる地点）の 3 区分とされ，物質により全国約 250 – 7 

450 地点において月 1 回以上の頻度でモニタリングされている． 8 

 上述の平成 13 – 16 年度の地方公共団体等における有害大気汚染物質モニタリング調査結果（環9 

境省 2002c, 2003e, 2004, 2005）のうち，月 1 回以上の頻度の測定に基づく年平均ホルムアルデヒ10 

ド濃度の階級幅 1 μg/m3に対する相対度数の分布を，図 III.2 に示す．一般に大気中濃度が従うと11 

される対数正規分布を平成 15 年度のデータに対して仮定した場合，一般環境，固定発生源周辺，12 

ならびに沿道の幾何平均は，それぞれ，2.7，2.8，3.2 μg/m3であり，幾何標準偏差は，それぞれ，13 

1.6，1.4，1.6 であった．それらを用いて求めた確率密度分布を，同図中に合わせて示す．法令の“固14 

定発生源周辺”は単に工業地域等を意味しており，全物質に共通の便宜的区分である．したがって，15 

そこに分類された測定地点の近傍から必ずしもホルムアルデヒドが有意に発生しているとは限ら16 

ない（表 III.2 脚注参照）．この理由で，モニタリングにより得られた“一般環境”と“固定発生源周17 

辺”の分布形に大差は見られていないと考えられる．それに対して，“沿道”は，主に自動車に由来18 

する 1 次排出および後述する 2 次生成により，比較的高い濃度になっていると考えられる． 19 

 20 

 21 

 22 
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 25 
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 平成 15 年度のモニタリング結果のうち，濃度が高い上位 10 の延べ測定地点を表 III.2 に示す．24 

平成 14 – 16 年度の 3 年間連続で，偏在的に堺市の測定地点が高濃度の上位 1 – 3 を占めている．25 

その理由については，付録 C で考察される． 26 

 27 
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図 III.2 大気中濃度の実測値．n は標本の大きさを表す．
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表 III.2 平成 15 年度における高濃度地点 
順位 都府県・市区 測定地点名 濃度 [μg/m3] 地域分類 a 

1 大阪府堺市 若松台局 11 一般環境 
2 大阪府堺市 中環局 8.6 沿道 
3 大阪府堺市 浜寺局 7.8 固定発生源周辺

4 滋賀県八日市市 八日市局 7.0 一般環境 
5 広島県福山市 福山市役所 6.3 沿道 
6 愛知県名古屋市 富田支所局 6.2 一般環境 
7 大阪府堺市 浜寺局 6.1 一般環境 
8 東京都世田谷区 八幡山局 6.1 一般環境 
9 大阪府吹田市 吹田簡易裁判所局 6.0 沿道 

10 東京都大田区 大田区東糀谷局 5.8 一般環境 
a3 位および 7 位の浜寺局は同一の測定地点でありながら，環境省の調

査では“固定発生源周辺”として，大阪府の調査では“一般環境”として

取り扱われている． 

 1 

 平成 13 – 16 年度の同モニタリング調査結果のうち，例として関東地方の“一般環境”測定地点に2 

おける月別値の幾何平均を図 III.3 に示す．これより，夏は高く冬は低いという周期的変動が確認3 

できる．この理由は，次節で述べられる． 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

2.2 モデル計算 17 

 18 

2.2.1 全国広域 19 

 20 

AIST-ADMER（National Institute of Advanced Industrial Science and Technology-Atmospheric 21 

Dispersion Model for Exposure and Risk Assessment: 産総研-曝露・リスク評価大気拡散モデル）は，22 

3 次メッシュ 25 区画（すなわち，緯線方向約 5 km × 経線方向約 5 km のグリッド）の空間分解能23 

を持つ，地域スケールにおける大気中化学物質濃度の推計に有用なモデルであり，測定値を大ま24 

かに係数± 2 以内（計算値/測定値 = 1/2 – 2）で再現計算できる（東野ら 2003, 2004）．しかし，25 

図 III.3 大気中濃度実測値の経月変化．n は標本の大きさを表す．
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AIST-ADMER の現在利用可能な Version 1.5.2 では，光化学反応からの 2 次生成を評価できない．1 

したがって，ここでは前述した窒素酸化物や非メタン炭化水素，ならびにメタンの光化学反応か2 

らの 2 次生成量は考慮せず，PRTR データに基づいた 1 次排出量のみを入力して AIST-ADMER に3 

より求めた大気中ホルムアルデヒド濃度の計算値を議論する． 4 

 5 

グリッド排出量 6 

 計算対象とした 2003（平成 15）年度におけるホルムアルデヒドのグリッド排出量の推計フロー7 

を，付録 D に示す．参考のために，都道府県別面積（総務省 2006）の単位面積当たりの年間排8 

出量を，図 III.4 に示す．これまで述べてきたように，ホルムアルデヒドの 1 次排出量の大部分が9 

移動体に起因しているため，交通量が多い東京都，大阪府，神奈川県等の排出強度は比較的大き10 

くなっている． 11 

 12 

モデルパラメータ 13 

計算に用いたホルムアルデヒドの入力パラメータ値を，表 III.3 に示す．分解係数は，付録 B と14 

同様の半減期 33 hr から求めた．洗浄比および乾性沈着速度については，本章 1.1 節に基づき仮定15 

した．1 次排出のみの寄与を概算する目的で，バックグラウンド濃度は 0 μg/m3 と設定した． 16 

 17 
表 III.3 AIST-ADMER の計算パラメータ

分解係数 5.8 × 10-6 1/sec 
洗浄比 73,000 
乾性沈着速度 1.0 × 10-2 m/sec 
バックグラウンド濃度 0 μg/m3 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 
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計算結果および考察 29 

2003（平成 15）年度の PRTR 排出量データおよび AMeDAS（Automated Meteorological Data 30 

Acquisition System: 地域気象観測システム）データ（気象庁 2004, 2005）を用いて，4 つの地域に31 

分割して計算された全国におけるホルムアルデヒドの年平均濃度分布が図 III.5 に示される．大部32 

分の区域に対して，0.1 μg/m3 より小さい値が得られた（算術平均値 0.046 μg/m3，幾何平均値 0.018 33 

μg/m3，50 パーセンタイル値 0.017 μg/m3，95 パーセンタイル値 0.182 μg/m3）．1.0 μg/m3 を超えた34 

のは東京都内の 11 計算グリッドのみであり，最大値は 1.2 μg/m3 であった．  35 

図 III.4 PRTR データに基づく排出強度 
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これらの計算値が，前述した同年度の地方公共団体等における有害大気汚染物質モニタリング調29 

査結果と図 III.6 で比較される．“一般環境”，“固定発生源周辺”，“沿道”の区分に関係なく計算値30 

は測定値より大体 1 桁小さくなっており，発生源の過小評価が反映されている．言い換えれば，31 

PRTR 排出量より 1 桁前後大きい発生源の存在が示唆されている．これは光化学反応による 2 次32 

生成であると考えられ，それに関して得られている幾つかの知見を下に要約する．一方，地方別33 

で見ると，関東，東海，近畿のような都市域が，測定値，計算値ともに高濃度となっている． 34 

 35 

濃度 [μg/m3] 
1 –  

0.1 – 1 
0 – 0.1

図 III.5 PRTR 排出量データのみを使用して試算されたホルムアルデヒド年平均濃度 
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移動体や事業所等から排出される窒素酸化物や炭化水素（特に不飽和炭化水素）は紫外線を受27 

けると光化学反応を起こして，酸化性物質（オゾン，パーオキシアセチルナイトレート，二酸化28 

窒素等），および還元性物質（ホルムアルデヒド，アクロレイン等）を生成する．生成物の大部分29 

はオゾンであり，酸化性物質のうち二酸化窒素を除いたものは“光化学オキシダント”と称される． 30 

ホルムアルデヒドは対流圏における炭化水素の酸化により天然に生成する．炭化水素は OH ラ31 

ジカルやオゾンと反応して，最終的に一酸化炭素，二酸化炭素，水素，および水を生成する一連32 

の反応の中間体としてホルムアルデヒドや他のアルデヒド類を生成する（Zimmerman et al. 1978: 33 

Calvert 1980（WHO 1989 から引用））．対流圏に存在する炭化水素のうち，メタンの濃度が最も高34 

く，ホルムアルデヒドの単一の重要な発生源となっている（Lowe et al. 1981（WHO 1989 から引用））．35 

図 III.6 PRTR 排出量データのみに基づく年平均濃度の計算値 vs. 測定値．
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大気中ホルムアルデヒドの天然バックグラウンド濃度の主要な源はメタンの分解である（WHO 1 

1989）．メタンは自然的に広範囲に分布し，数年の半減期を有するため，ホルムアルデヒドは地球2 

的規模で生成される（WHO 1989）．炭化水素の排出がある場所から遠く離れた地域では，メタン3 

酸化はホルムアルデヒドの主要な源となる（Staffelbach et al. 1991（ATSDR 1999 から引用））．植物4 

から放散されるテルペン類やイソプレンは OH ラジカルと反応してホルムアルデヒドを生成する5 

が（Zimmerman et al. 1978（WHO 1989 から引用）），それらは短寿命であるため植生周辺のみで重6 

要な発生源となる（Lowe et al. 1981（WHO 1989 から引用））．メタン（WHO 1989: EPA 1993（WHO 7 

2002 から引用）），イソプレン（Tanner et al. 1994（WHO 2002 から引用））のような天然由来の化8 

合物，ならびに，アルカン類，アルケン類（例: エテン，プロペン），アルデヒド類（例: アセト9 

アルデヒド，アクロレイン），アルコール類（例: アリルアルコール，メタノール，エタノール）10 

（EPA 1985: Atkinson et al. 1989, 1993: Grosjean 1990a,b, 1991a,b,c: Skov et al. 1992: Grosjean et al. 11 

1993a,b, 1996a,c: Bierbach et al. 1994: Kao 1994（WHO 2002 から引用））のような移動・固定発生源12 

由来の汚染物質を含む多種の有機化合物の対流圏における光化学的酸化によりホルムアルデヒド13 

は生成する（WHO 2002）．都市域では，エテン，プロペンのようなアルケン類，トルエン，キシ14 

レンのような芳香族化合物，メタノール等の酸化によりホルムアルデヒドが生成する（EPA 1993）．15 

エテンのようなアルケン類，高級アルデヒド類が重要な前駆物質である（Dodge 1990（EPA 199316 

から引用））．自動車からの 1 次排出に加え，アルケン類の酸化による 2 次生成も重要なソースで17 

ある（Altshuller 1993: Seila et al. 2001（IARC 2006 から引用））．ホルムアルデヒド濃度や，同物質18 

とアセトアルデヒドとの比の日内および季節変動のパターンは，とりわけ夏季に，アルケン類が19 

非常に重要なソースであることを示唆している（Gaffney et al. 1997: Viskari et al. 2000（IARC 200620 

から引用））．ホルムアルデヒドは対流圏において炭化水素の酸化により多量に生成され（Calvert et 21 

al. 1972: WHO 1989（ATSDR 1999 から引用）），交通量が多い時間帯後の濃度レベルは上昇する22 

（Grosjean et al. 1996b（ATSDR 1999 から引用））． 23 

大気中での反応性が高いため，ホルムアルデヒドの長距離輸送は重要ではない（WHO 1989）．24 

ホルムアルデヒドの前駆体となる有機化合物は通常安定であるため，大気汚染物質は非常に離れ25 

た場所でのホルムアルデヒド生成に寄与する（WHO 1989）．前駆体となる人為的汚染物質が長距26 

離輸送され，光化学的酸化を受けてホルムアルデヒドを生成することが観察されている27 

（Satsumabayashi et al. 1995: Tanner et al. 1994（WHO 2002 から引用））． 28 

一日のうち，ホルムアルデヒド濃度は正午ごろ最も高い（Seiler 1982: 松村ら 1979（WHO 198929 

から引用））．ホルムアルデヒド濃度は冬より夏の方が高く（Tanner & Meng 1984: 松村ら 197930 

（WHO 1989 から引用）），季節変動は紫外線強度の変化による（WHO 1989）．都市域におけるホ31 

ルムアルデヒドは，夏は人為的排出および自然発生源，冬は主に人為的排出より生じる（Gaffney 32 

et al. 1997（ATSDR 1999 から引用））．夏季は，光化学的生成は直接排出より重要である; 冬季，33 

または夜間，早朝は，直接排出がより重要になり得る（Harley & Cass 1994（WHO 2002 から引用））． 34 

人が住んでいない太平洋のエニウェトク島におけるホルムアルデヒド濃度は，平均 0.5 μg/m3，35 
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最大 1 μg/m3 であった（Preuss et al. 1985（IARC 1995 から引用））．無人の遠隔地で同様の濃度レベ1 

ルが報告されている（Gammage & Travis 1989: WHO 1989（IARC 1995 から引用））．メタンならび2 

にイソプレンのような生物起源の炭化水素の酸化による遠隔地におけるホルムアルデヒドのバッ3 

クグラウンド濃度は約 0.6 ppb である（NRC 1981（EPA 1993 から引用））．メタン酸化を唯一の発4 

生源と仮定して，ホルムアルデヒドの天然バックグラウンド濃度 0.4 ppb（地表），0.1 ppb（海抜 5 5 

km）が推計された（Lowe et al. 1980（NICNAS 2006 から引用））．これは夏季にケープグリムの清6 

浄海洋大気で測定された 24 時間平均値 0.4 ppb（Ayers et al. 1997（NICNAS 2006 から引用））と一7 

致している（NICNAS 2006）．  8 

都市部では 2 次生成量が燃焼発生源からの直接排出量をしばしば上回り，その大気中ホルムア9 

ルデヒド濃度に対する寄与は最大 70 – 90 %まで達する（Grosjean 1982: Grosjean et al. 1983: Lowe & 10 

Schmidt 1983（WHO 2002 から引用））．EPA（1993）は幾つかの研究（EPA 1989; Ligocki et al. 1991, 11 

1992）に基づき，大気中ホルムアルデヒドに対する 2 次生成の寄与率を 70 %と設定している．EPA12 

（1999）では，10 つの市の市街地および郊外における 2 次生成の年間寄与率が計算され，ホルム13 

アルデヒドに関しては，それぞれ，87 – 92 %および 91 – 96 %となっており，郊外の方が高い（濃14 

度レベルに関しては市街地の方が郊外より高い）．このように約 9 割が光化学反応により生じてい15 

ると推算されている． 16 

 17 

2.2.2 高排出事業所周辺 18 

 19 

METI-LIS（Ministry of Economy, Trade and Industry-Low rise Industrial Source dispersion Model: 経20 

済産業省-低煙源工場拡散モデル）Version 2.02 は，工場等の煙突や建屋開口部等から大気中排出さ21 

れる化学物質の，発生源周辺の半径 10 km 程度の範囲を対象とした濃度分布計算に有用なモデル22 

である（経済産業省 & 産業技術総合研究所）．同モデルを用いた解析では，①PRTR データ，②23 

拡散モデル，③モニタリングデータ，のいずれもが，ある程度の必要な精度を満たしているとき，24 

良好な算定結果が得られている（吉門ら 2006; 中西ら 2006）．ここでは，METI-LIS により計算25 

された，届出排出量が多い事業所近傍の大気中ホルムアルデヒド濃度を議論する． 26 

 27 

計算条件 28 

 事業者は，届出排出量の算出に，①物質収支による方法，②実測による方法，③排出係数によ29 

る方法，④物性値を用いた計算による方法，等を用いている．一般に排出係数の不確実さは大き30 

いため，それに基づく算出値の精度は比較的低い． 31 

表 II.3 に挙げた高排出事業所に対するヒアリング調査の結果は，次のようであった．①事業所 I32 

の 2001 – 2004（平成 13 – 16）年度における届出が排出係数に基づくのに対し，2005（平成 17）33 

年度は作業環境濃度の実測値に基づいている．したがって，2003年度の届出量24 t/yrに比べて200534 

年度の約 1.4 t/yr の方がより実態に合っており，以前の排出量はとりわけ過大評価されている．②35 
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事業所 P については，“取扱量”16 t/yr が“排出量”として届出されている．③事業所 H の届出はス1 

クラバー出口濃度の実測値に基づいており，ホルムアルデヒドの排出高さは 10 m である．④事業2 

所 T の届出は日本繊維板工業会の計算式に基づき，排出高さは 12 m である．⑤事業所 N からは3 

回答なし． 4 

 以上を考慮して，事業所 H，T，N を評価対象とした．排出量は 2003 年度の PRTR データを用5 

い，事業所 H に関しては同じ敷地内にあるグループ会社からの届出量 1.4 t/yr も合算した．また，6 

排出は各事業所敷地の中心付近から一定速度で起こると仮定し，事業所 N の排出高さを事業所 H，7 

Tと同程度の 10 mに設定した．それぞれの事業所に最も近い地域気象観測所の 2003年のAMeDAS8 

データ（気象庁 2004）を使用した．バックグラウンド濃度を 0 μg/m3 として，事業所由来の正味9 

の濃度を推計した．吸入暴露の観点から，地上 1.5 m の高さにおける濃度を評価した． 10 

 11 

計算結果および考察 12 

 事業所 H，T，N の年間排出量および計算された周辺の年平均大気中ホルムアルデヒド濃度を，13 

風配図とともに図 III.7 に示す．また，同図中に利用可能な 2003（平成 15）年度のモニタリング14 

調査結果（環境省 2004）に基づく年平均濃度および METI-LIS により予測されたそれに対する事15 

業所の寄与が示される． 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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1 km 
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(a) 事業所 H（茨城県筑西市） 

（地図画像: 国土地理院 2003） 
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 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

事業所 H 周辺におけるモニタリングデータは存在しない．計算された最高濃度は事業所敷地内の28 

15.9 μg/m3 であった．事業所 T および N については，周辺のモニタリング濃度に対して，計算さ29 

れた事業所の寄与濃度は非常に小さい．図 III.7 から分かるように，年間排出量 1 – 3 位の事業所30 

敷地外では大体 10 μg/m3未満である．これに，高くても数 μg/m3 であろうバックグラウンド濃度31 

を足しても，ホルムアルデヒドの暴露評価で重要となる一般的な室内空気中濃度に比べて高い値32 

ではない． 33 

以上より，全国の排出事業所近傍のホルムアルデヒド濃度は，問題になる程のレベルではない34 

と考えられる． 35 

図 III.7 試算された高排出事業所周辺のホルムアルデヒド年平均濃度分布．測定地点名右の数値 [μg/m3] 
はモニタリング濃度を，括弧内はそれに対する事業所の推計寄与濃度を表す．また，事業所の敷地境界
は太線で示される． 

魚津局: 1.9（0.07） [μg/m3]  
2 – 6 
6 – 10 

1 km 事業所 N: 9.6 t/yr

(c) 事業所 N（富山県滑川市） 

（地図画像: 国土地理院 2002a） 
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(b) 事業所 T（福岡県北九州市） 

（地図画像: 国土地理院 2001） 
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3. 水域中濃度 1 

 2 

第 II 章で示したように，2003（平成 15）年度の PRTR データに基づく公共用水域への総届出排3 

出量は 53.6 t である．その内訳は，河川へ 35.2 t，海域へ 18.4 t と集計される．加えて，公共用水4 

域への届出外排出量として，“すそ切り以下”事業所からは 0.3 t が，使用後“医薬品”からは 2.7 t が5 

推計されている．ここでは，既報の水域中濃度のモニタリングデータが示され，また，簡単なモ6 

デル記述により動態が予測される． 7 

 8 

3.1 モニタリングデータ 9 

 10 

1975（昭和 50）年度の化学物質環境調査では，淀川，名取川，利根川，鶴見川および九頭竜川11 

の 5 河川の，それぞれ上流域，中流域，下流域ならびに海域の 4 流域における各 5 試料，すなわ12 

ち全 100 検体に対して，ホルムアルデヒド濃度は検出限界 100 – 500 ppb 未満であった（旧環境庁 13 

1976）， 14 

 1995（平成 7）年度の化学物質環境調査では，石狩川河口，荒川河口，隅田川河口，犀川河口，15 

名古屋港，大和川河口，呉港，高松港，神戸港および関門海峡の 10 海域，ならびに諏訪湖の 1 湖16 

沼における各 3 試料，すなわち全 33 検体に対して，ホルムアルデヒド濃度は検出限界 2 ppb 未満17 

であった（旧環境庁 1996）， 18 

 1998（平成 10）年に，旧環境庁は，水環境を経由した多種多様な化学物質からの人の健康や生19 

態系に有害な影響を与える恐れを低減するため，予め系統的，効率的に対策を進める必要がある20 

との認識の下，以後の調査を進める際に優先的に知見の集積を図るべき物質のリストとして“水環21 

境保全に向けた取組のための要調査項目リスト”を作成・発表した．その時に選定された 300 物質22 

群にホルムアルデヒドは含まれており，1999（平成 11）年度に行われた要調査項目存在状況調査23 

（旧環境庁 2000b）の結果が表 III.4 に要約される．その全調査において検出限界は 1 μg/L（1 ppb）24 

であり，検出された具体的な値は表 III.5 に示される．検出値は，表 I.8 に挙げた指針値と比較し25 

て，河川では 1 桁以上，湖沼では 2 桁以上，海域では 1 桁以上小さい．一方，地下水に関しては，26 

第 I 章で示した水道水質基準 0.08 mg/L より 1 桁以上小さい．本来，環境中濃度には時間的・空間27 

的分布があるが，モニタリングが行われた範囲内では指針値，基準値の超過は見られていない． 28 

 29 
表 III.4 ホルムアルデヒドの検出状況 
 検出地点数/調査地点数 
河川 60/124 
湖沼 4/6 
海域 6/127 
地下水 7/23 
合計 77/280 

 30 
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 1 
表 III.5 ホルムアルデヒド検出値 (a) 河川

  調査地点名 濃度 [μg/L]
北海道 貫気別川 岩見橋 1 
 篠津川 篠津橋 3 
 美唄川 元村橋 1 
 新川 第一新川橋 3 
青森県 堤川 甲田橋 1 
宮城県 江合川 短台（及川橋） 1 
秋田県 太平川 牛島橋 1 
 丸子川 館の橋 1 
福島県 夏井川 六十枚橋 1 
栃木県 五行川 桂橋 1 
埼玉県 市野川 徒歩橋 1 
 新河岸川 いろは橋 1 
千葉県 養老川 浅井橋 1 
 夷隅川 苅谷橋 1 
 印旛放水路 汐留橋 2 
 都川 青柳橋 2 
東京都 黒目川 神宝大橋 1 
 境川 鶴間一号橋 2 
 浅川 長沼橋下 2 
神奈川県 金目川 花水橋 2 
 鶴見川 千代橋 3 
 恩田川 都橋 2 
 平瀬川 平瀬橋 2 
 三沢川 下島橋 1 
新潟県 新川 槙尾大橋 1 
 鯖石川 安政橋 1 
富山県 白岩川 東西橋 1 
山梨県 笛吹川 三郡東橋 1 
愛知県 日光川 日光橋 5 
 境川 新境橋 3 
 天白川 天白橋 3 
 荒子川 荒子川ポンプ所 2 
三重県 安濃川 御山荘橋 1 
京都府 大谷川 二ノ橋 1 
 手原川 木津川流入前 1 
 天神川 東海道本線下 1 
大阪府 寝屋川 住道大橋 2 
 寝屋川 京橋 2 
 石津川 毛穴大橋 4 
 味生水路 府営南別府住宅付近 12 
兵庫県 明石川 嘉永橋 4 
 矢田川 油良橋 1 
 福田川 福田橋 1 
奈良県 寺川 吐田橋 1 
 紀の川 千石橋 1 
和歌山県 左会津川 会津橋 1 
鳥取県 勝部川 善田 1 
岡山県 砂川 新橋 1 
 笹ヶ瀬川 笹ヶ瀬橋 1 
徳島県 新町川 新町橋 2 
 勝浦川 江田潜水橋 1 
福岡県 紫川 桜橋 1 
 那珂川 那の津大橋 1 
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 樋井川 旧今川橋 1 
佐賀県 有田川 又川井堰 1 
長崎県 浦上川 大橋堰 4 
 西大川 高速道下流 1 
熊本県 浦川 一部橋 1 
沖縄県 国場川 一日橋 2 
 長堂川 翔南製糖前 5 

 1 
表 III.5 ホルムアルデヒド検出値 (b) 湖沼

  調査地点名 濃度 [μg/L]
千葉県 印旛沼  2 
 手賀沼  2 
長野県 諏訪湖  1 
岡山県 児島湖 湖心 2 

 2 
表 III.5 ホルムアルデヒド検出値 (c) 海域

  調査地点名 濃度 [μg/L]
兵庫県 大阪湾 西宮市沖 1 1 
和歌山県 紀伊水道 和歌山下津港 2 
広島県 広島湾  1 
愛媛県 燧灘 新居浜海域 1 
 伊予灘 松山海域 1 
福岡県 洞海湾 湾口部 1 

 3 
表 III.5 ホルムアルデヒド検出値 (d) 地下水

  調査地点名 濃度 [μg/L]
宮城県 仙台市 青葉区 1 
 仙台市 若林区 1 
神奈川県 横浜市 緑区 8 
新潟県 西蒲原郡  3 
大阪府 寝屋川市  6 
 大阪市 西淀川区 1 
広島県 広島市 安佐南区 2 

 4 

 表 III.4 の河川 124 調査地点における濃度分布を，図 III.8 に示す．50 および 95 パーセンタイル5 

値は，それぞれ，< 1 および 3.0 μg/L となっている．その 60 検出地点を記した表 III.5 (a)から分か6 

るように，都市河川における濃度が比較的高い．しかし，利用可能な負荷源，河川流量等のデー7 

タが不足しているため，検出された濃度に対する十分な説明は困難である．種々の汚染物質が検8 

出されている味生水路に対して最高濃度が確認されており，他の流量が非常に少ない箇所がある9 

工場排水路においても比較的高い測定値が得られる可能性がある． 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

一般に，湖沼中および海域中濃度の主要な影響因子は，化学物質の負荷量，滞留時間および分13 

解速度，ならびに排出先の容積である．海域での検出率が低いのは，希釈効果が比較的大きいか14 

らと考えられる． 15 

 16 

3.2 モデル計算 17 

 18 

河川 19 

QWASI（Quantitative Water Air Sediment Interaction）モデル（Mackay 1991）に基づき，図 III.9 に20 

示されるようなコンパートメントモデルの連結で表現される定常等流を考え，河川に排出された21 

ホルムアルデヒドの挙動を大まかに予測した．このとき，媒体として大気，表層水，底質を考慮22 

し，それらの間の動態としては表層水から大気への揮発，および表層水-底質間の拡散のみが取り23 

扱われた．また，表層水中の化学物質（ホルムアルデヒド）および懸濁粒子は沈降せずに移流し，24 

表層水中および底質中において吸脱着は平衡状態にあると仮定した．区分の長さ 1 km，河川の水25 

深 0.5 m，流速 1 m/sec を仮定し，それら以外に要した入力パラメータについては，付録 B に示さ26 

れるマルチメディアモデルに対する値を用いた． 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

図 III.8 河川中濃度の実測値
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 計算結果から，任意の区分の表層水に一定速度でホルムアルデヒドが連続的に排出された場合，13 

おおよそ，99.1 %が流下，0.7 %が揮発，正味 0.002 %が底質へ移行，0.2 %が分解されることが推14 

測された．したがって，排出地点から x km 離れた下流地点への流達率 f(x)は，近似的に次式: 15 
( ) = 0.991 xf x  (III.1)

で与えられる．加えて，河川中のホルムアルデヒドは，約 99.0 %が表層水溶存態として，約 0.9 %16 

が底質間隙水溶存態として存在し，懸濁粒子および底質粒子吸着態としての存在比率は非常に小17 

さいことが予想された． 18 

 19 

湖沼・海域 20 

我が国の殆どの主要河川は 100 – 300 km の延長を有し，また，人間活動は中・下流域の平野部21 

に集中している．したがって，国内河川の代表的な流速を 1 m/sec（86.4 km/day）と仮定したとき，22 

河道に吸着していない化学物質は，概ね 1 日以内に湖沼または海域まで流下する． 23 

2003（平成 15）年度における河川への PRTR 総届出排出量 35.2 t のホルムアルデヒドが流下中24 

に消失しない，すなわち，流達率 1 で湖沼，海域へ輸送されると仮定して，海域への PRTR 総届25 

出排出量 18.4 t と合わせて集計された最終的な流入域別のホルムアルデヒド量が，図 III.10 (a)に示26 

される．このとき，ホルムアルデヒド輸送量は，河川が分岐する場合は流量に関係なく等分配，27 

河口に都府県境がある場合は関係する都府県で等分配とした．また，年間量 1 t 未満の流入域は，28 

合わせて“その他”と表記した．明らかに，表 II.4 に挙げた事業所の排出に関係する海域への流入29 

量は比較的多い．次に，式(III.1)により流達率を考慮した場合の結果が，図 III.10 (b)で比較される．30 

総流入量は 42.3 t/yr であり，21.2 %に相当する約 11.4 t が河川流下中に揮発，分解等により消失す31 

ることが概算された．利根川水系，ならびに信濃川水系の比較的長い河川に関係する鹿島灘，東32 

京湾，ならびに西大滝ダムに対する消失率が比較的大きい． 33 

いずれにせよ，図 III.1 (b)に示されるようにマルチメディアモデルに基づくと，ホルムアルデヒ34 

区分 1 区分 2 区分 3  
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図 III.9 河川モデルの概略



 III-24

ドは易分解性であるため，最終的に湖沼ならびに海域等へ排出された場合，その残留性は低いこ1 

とが予測される． 2 

前述の要調査項目存在状況調査（旧環境庁 2000b）において，石狩支庁海域（北海道），有明海3 

（福岡県），直江津海域（新潟県），鹿島灘（茨城県），富山湾（富山県），遠州灘（静岡県），およ4 

び日向灘（宮崎県）のモニタリング結果はない．また，周防灘（山口県），東京湾（千葉県，東京5 

都），および伊勢湾（三重県）では測定されているが，検出されていない． 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

4. 土壌中濃度 22 

 23 

 表 II.1 に示したように，通常，ホルムアルデヒドの土壌への排出量は非常に小さい．また，我24 

が国においてリスク評価に有用な土壌中濃度モニタリングデータは報告されていない． 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

図 III.10 湖沼・海域への流入量
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3.1　直江津海域（新潟県）
0.9　鹿島灘（茨城県）
3.0　富山湾（富山県）

2.6　遠州灘（静岡県）
1.1　東京湾（千葉県）

4.7　その他

1.1　西大滝ダム（長野県）
0.7　東京湾（東京都）
1.4　伊勢湾（三重県）
1.3　大井ダム（岐阜県）
1.0　日向灘（宮崎県）

(b) 消失あり
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第 IV 章. 暴露量 1 

 2 

1. 吸入摂取 3 

 4 

本節では，まず，室内空気中濃度を評価し，その後，室内・外を考慮した暴露濃度を評価する． 5 

 6 

1.1 室内空気中濃度 7 

 8 

 室内空気のホルムアルデヒド濃度レベルは室外空気と比べて明らかに高い（WHO 1989）．室内9 

環境のホルムアルデヒドの主要な発生源は，ユリア-ホルムアルデヒド樹脂を含む建築材料（UFFI10 

（Urea-Formaldehyde Foam Insulation: ユリア-ホルムアルデヒド樹脂発泡断熱材），圧縮木材製品11 

（パーティクルボード，中質繊維板，合板等）等）および家具，たばこの煙（本評価書では直接12 

扱わない）等である（WHO1989）．一方，1980 年代から UFFI の使用量は低下しており（WHO 2002; 13 

NICNAS 2006），現在の主要な発生源は圧縮木材製品となっている（Godish 1988: Etkin 1996（WHO 14 

2002 から引用））． 15 

ポリアセタール樹脂，フェノール樹脂はホルムアルデヒドを放散しない（WHO 1989）．メラミ16 

ン-ホルムアルデヒド樹脂はユリア-ホルムアルデヒド樹脂より非常に安定で，放散量は少ない17 

（Deppe 1982（WHO 1989 から引用））．したがって，一般にホルムアルデヒド放散量は: 18 
ユリア系樹脂 >> メラミン系樹脂 >> フェノール系樹脂，ポリアセタール樹脂 (IV.1)

という大小関係にある． 19 

一般に，建築後年数の増加に伴い建築材料からのホルムアルデヒド放散量は減少し，同物質の20 

室内濃度も（指数関数的に）減少する（WHO 1989; Yu et al. 1999: Brown 2002（NICNAS 2006 から21 

引用））．圧縮木材製品の張り合わせに使われる接着剤からのホルムアルデヒド放散速度は（連続22 

的に減少して）数年間で非常に小さくなる（WHO 1989; Godish 1988（WHO 2002 から引用））． 23 

ホルムアルデヒドの放散は，木材・木製品製造時の残留（遊離ホルムアルデヒド），ならびに樹24 

脂中の未反応メチロール基の加水分解からの生成（潜在ホルムアルデヒド）に起因する（WHO 25 

1989）．温度および湿度の上昇は，ユリア-ホルムアルデヒド樹脂中の N-メチロール基（ヒドロキ26 

シメチル基，-CH2-OH），およびより少ない程度でメチレンエーテル結合（-CH2-O-CH2-）の加水27 

分解から生じるホルムアルデヒドの量を増大させる（Yu & Crump 1999（NICNAS 2006 から引用））． 28 

室内ホルムアルデヒド濃度を決定する主要な因子は，建築後年数，建材の種類・量，建築様式，29 

換気率・パターン，温度，湿度，喫煙習慣等である（WHO 1989; NICNAS 2006）．室内ホルムアル30 

デヒド濃度は，圧縮木材製品等の放散速度（単位面積当たり・単位時間当たりの放散量），および31 

使用面積に支配される（Godish 1988（WHO 2002 から引用））．しかし，これら前述の因子とホル32 

ムアルデヒド濃度との明確な相関関係は得られていない（WHO 1989）． 33 

世界的に，1970 および 1980 年代において，住宅室内空気中ホルムアルデヒド濃度が高くて社34 
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会問題となった．これは，新しい建築材料からの放散，ならびに冷暖房時の省エネルギー設計に1 

伴う高気密化（自然換気量の低下）によると考えられている． 2 

ホルムアルデヒドの建築での主な使用例は，①合板・木質系フローリング・パーティクルボー3 

ド・中質繊維板・壁紙等の接着剤の合成原料，②壁紙・塗料・接着剤の防腐剤，③ロックウール，4 

グラスウール・発泡フェノール樹脂等の断熱材に使用される合成樹脂の合成原料，④塗料や接着5 

剤に使用される合成樹脂の合成原料，である（東ら 2006）． 6 

 以下，我が国における住宅室内空気中ホルムアルデヒド濃度を推計する．標本の大きさ，測定7 

期間等の観点で，現在利用可能な最も有用なデータは，全国の新築住宅を中心に室内空気中の化8 

学物質濃度の現状を把握することを目的として，2000（平成 12） – 2005（平成 17）年度に行わ9 

れた一連の実態調査結果（国土交通省 2001a, 2002, 2003b, 2004, 2005, 2006）である．因みに，当10 

時既に指針値を策定済みのホルムアルデヒドは，我が国の一般家屋における室内空気中の揮発性11 

有機化合物の存在状況について，その実態を全国的に把握するとともに，その室内濃度に影響を12 

及ぼす因子を探り，また，揮発性有機化合物の室内濃度と個人暴露量の関連性について検討する13 

ことを目的として平成 9 および 10 年度に行われた比較的大規模な旧厚生省（1999）の調査の測定14 

対象物質には含まれていない．上述の国土交通省の調査結果に基づき，対数正規分布を仮定した15 

場合の新築時濃度 C0の確率密度分布を，図 IV.1 に示す．同図中に厚生労働省の指針値 100 μg/m316 

の超過率も合わせて示す．平成 15 年 7 月以降の着工分は改正建築基準法が適用されており，濃度17 

指針値を超える住宅は減少している．一方，調査開始の平成 12 年度以前は，より高濃度である可18 

能性がある． 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

平成 12 年度の調査において厚労省指針値を超過した新築住宅の一部に対して，追跡調査が行わ33 

れている．それらのうち，平成 13 – 17 年度の期間において，冬のみの，ならびに冬および夏の34 

毎年のデータが利用できる住宅数は，それぞれ 77 ならびに 62 である．その結果を図 IV.2 に示す． 35 

図 IV.1 近年における新築時の住宅空気中ホルムアルデヒド濃度．
n は標本の大きさ，μは幾何平均を表す．
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]

H17 年度（n=1,181），μ: 20.0 μg/m3，超過率: 4.4 %

H16 年度（n=1,780），μ: 23.8 μg/m3，超過率: 5.1 %

H15 年度（n=1,490），μ: 38.8 μg/m3，超過率: 9.2 %
H14 年度（n=1,390），μ: 41.3 μg/m3，超過率: 11.2 %

H13 年度（n=1,726），μ: 47.5 μg/m3，超過率: 15.7 %

H12 年度（n=2,815），μ: 77.5 μg/m3，超過率: 32.7 %

C0 [μg/m3] 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

前述したように，ホルムアルデヒドは 2 つの放散過程により生じる．すなわち，比較的速く（主14 

に新築後 1 年以内に）放散する遊離ホルムアルデヒド（樹脂の製造工程で残留したホルムアルデ15 

ヒド）と，ゆっくりと（新築後 1 年以降も）放散する潜在ホルムアルデヒド（樹脂から加水分解16 

により生成されるホルムアルデヒド）である．そして，同図(b)に示されるように，温度および湿17 

度が高い夏季は加水分解による放散量が増大するため，夏季濃度は冬季よりも一般に高くなる．18 

同図(a)について，対数正規分布を仮定した場合の，濃度の確率密度分布を図 IV.3 に示す．冬季濃19 

度は滑らかに経年的に減衰し，新築 1 年後には，指針値を超過する住宅の比率が著しく小さくな20 

ることがわかる． 21 

  22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 前に述べたように放散は複合過程であるが，便宜的に，遊離（新築後 1 年以内）および潜在（新35 

図 IV.2 指針値を超過した新築住宅空気中ホルムアルデヒド濃度の経年変化．n は標本の大きさを表す．
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(a) 冬季のみ（n=77） 

冬 冬 冬 冬 冬 冬

新築後 1 年以内 

H12 13 14 15 16 17 年度

新築後 1 年以降 

(b) 冬季および夏季（n=62） 
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H12 13 14 15 16 17 年度
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図 IV.3 新築時指針値超過住宅の空気中ホルムアルデヒド冬季濃度
の経年変化．n は標本の大きさ，μは幾何平均を表す．

5 年後（n=84），μ: 18.0 μg/m3 

4 年後（n=101），μ: 22.2 μg/m3 

3 年後（n=170），μ: 27.3 μg/m3

1 年後（n=286），μ: 35.0 μg/m3

2 年後（n=261），μ: 36.1 μg/m3

新築時（H12 年度）

濃度 [μg/m3] 
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築後 1 年以降）に区別したホルムアルデヒドの減衰速度定数 λ1および λ2の分布が，図 IV.4 に示さ1 

れる．前者は，対数正規分布を仮定したとき，幾何平均 1.3 1/y，幾何標準偏差 1.4 となる．後者2 

は，指数分布を仮定したとき，比率 5.1（P=0.0272，χ2=10.944，df=4）となる（Stuart et al. 1999）．3 

また，平成 13，14，15，16，17 年度（それぞれの標本の大きさは，285，193，169，99，83）に4 

おける，冬季濃度に対する夏季濃度の比 a を，建築後年数と独立であると見なし，まとめて図 IV.55 

に示す． 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 以上より，新築後 t yr の住宅室内空気中濃度 C(t)を次式で計算できると仮定する: 32 
1 2 

0
1+ - - ( -1)( ) =  e  ,    1

2
≥

α λ λ tC t C t  (IV.2)

ここで， 33 

図 IV.4 住宅空気中ホルムアルデヒドの減衰速度定数．n は標本の大きさを表す． 
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図 IV.5 ホルムアルデヒドの住宅空気中の夏季濃度/冬季濃度（標本の大きさ n=829） 
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図 IV.6 平成 10 年度における東京都の住宅空気中
ホルムアルデヒド濃度と建築後年数 
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遊離ホルムアルデヒドの減衰速度定数

潜在ホルムアルデヒドの減衰速度定数

冬季濃度に対する夏季濃度の比

C
λ
λ
α

 1 

である． 2 

旧東京都衛生局（現福祉保健局）が平成 10 年度に行ったホルムアルデヒド住宅室内濃度の調査3 

結果が，式(IV.2)に基づき，図 IV.4 および IV.5 のパラメータ値を用いて推計された期待濃度と図4 

IV.6 で比較される（旧東京都食品環境指導センター 2001）．このとき，平成 10 年度の新築時（建5 

築後 1 年以内）濃度は対数正規分布を仮定し（標本の大きさ n=27（住宅数 14），幾何平均 108 μ6 

g/m3，幾何標準偏差 2.3），有用なデータがないため平成 10 年度より前に建てられた住宅について7 

も同様の仮定をした．比較的良好に減衰を再現していると考えられるが，測定値の幾何平均が期8 

待値より大きい．この理由として，平成 10 年度以前に建てられた住宅の新築時濃度の過小評価，9 

家具等の持ち込みや改築等による新たな発生源の追加，無作為抽出ではなく公募によるバイアス10 

等の可能性があること，標本の大きさが小さいこと等が挙げられる． 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

同様に，式(IV.2)で推計された，平成 15 年度における全国の住宅空気中ホルムアルデヒド濃度25 

を図 IV.8 に示す．このとき，平成 12 – 15 年度の新築住宅については図 IV.1 の初期濃度を，それ26 

以前については図 IV.6 の場合と同じ初期濃度を仮定した．また，図 IV.7 に示す我が国における住27 

宅の建築の時期（総務省 2005）を用いた． 28 

図 IV.8 より，今回の計算条件では，約 95.4 %の住宅室内空気中ホルムアルデヒド濃度が指針値29 

以下であることが推測された．また，建築の時期別の期待濃度を図 IV.9 に示す．建築基準法改正30 

前の比較的高い新築時濃度を反映し，1990 年代後半にピークが出現したと考えられる． 31 

これらの推計濃度は，建築材料からの放散のみではなく，家具やたばこの煙等からの放散も考32 



 IV-6

図 IV.7 住宅の建築時期
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慮した複合的な値である．家具等の発生源の持ち込みや，改築等の影響の詳細な評価が，今後の1 

課題である． 2 

 3 

 4 

 5 
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 7 
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図 IV.8 平成 15 年度における全国の住宅空気中ホルムアルデヒド濃度 
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図 IV.9 住宅空気中ホルムアルデヒド濃度の期待値

 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

1.2 暴露濃度 13 

 14 

利用可能なデータが存在しないため，大気中ホルムアルデヒドに対して，濃度分布と同様の暴15 

露人口分布を仮定した．さらに，沿道人口 10 %を仮定して（Kajihara et al.2000），図 III.2 の“一16 

般環境”および“沿道”の大気中濃度を加重することにより屋外の暴露濃度分布を決定した．一17 

方で，日本人の生活時間調査から，屋内に滞在している時間割合は，平日 1,812 人の平均で 90 %，18 

休日 1,760 人の平均で 88 %と報告されている（塩津ら 1998）．したがって，屋内外の濃度を独立19 

と見なし，屋外の暴露濃度分布および図 IV.8 の屋内濃度分布を屋内滞在時間 90 %を仮定して重み20 

付けることにより得られた，屋内外を考慮した暴露濃度の累積相対度数を図 IV.10 に示す． 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

前述した計算条件を仮定した場合，厚生労働省の指針値を超過する人口割合は約 3.7 %と推計され35 

図 IV.10 平成 15 年度における全国のホルムアルデヒド暴露濃度
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た．一方で，今回は“平成 11 年以前に建てられた住宅の新築時濃度分布を平成 10 年度と同様”1 

としたが，実際には，より高濃度である．加えて，古い家屋において顕著となる家具等の発生源2 

（の持ち込み）や改築等の影響により，指針値超過率はさらに大きいことが予想される． 3 

 4 

2. 経口摂取 5 

 6 

本節では既往の知見を整理し，食物および飲料水からの経口暴露量を評価した． 7 

 8 

2.1 食物 9 

 10 

3 – 23 mg/kg のホルムアルデヒド濃度が，様々な食物で報告されている（IARC 1982（WHO 200511 

から引用））． 12 

ホルムアルデヒドは，一部の未加工食品に 1 – 90 mg/kg の濃度で天然に含まれている（WHO 13 

1990）．また，燻蒸（穀物等の），防腐剤（食品添加物）としての使用，調理（燻製，ホルムアル14 

デヒド樹脂製の用具・食器からの溶出，燃焼生成物として）により食品に含まれる場合がある15 

（WHO 1990）．水，酢酸，およびエタノールとの接触による同樹脂製食器からのホルムアルデヒ16 

ド溶出量は，温度に比例する（WHO 1990）．利用可能なデータに基づく成人における食物からの17 

ホルムアルデヒド一日摂取量の概算値は 1.5 – 14 mg/day であるが，大部分は結合態であり，人体18 

で利用されない（WHO 1989）．オランダ食品検査局の残留研究では，162 の試料（清涼飲料，ア19 

ルコール飲料，マーマレードような砂糖含有食品，肉製品）の 53 %においてホルムアルデヒド濃20 

度が 1 mg/kg を超過していた．20 %においては 2 mg/kg を超えていた; 肉および肉製品の 15 試料21 

は 10 mg/kgを超えていた; 約 20 mg/kgに達するものもあった（Nijboer 1984（WHO 1989から引用））．22 

試料の 50 %が 1 – 2 mg/kg であり，22 %が 2 mg/kg を超過しており，一部が 14 – 20 mg/kg であっ23 

た（Nijboer 1985（WHO 1989 から引用））． 24 

たら等の一部の魚種は，冷凍保存中にホルムアルデヒドが蓄積する（Sotelo et al. 1995（WHO 25 

2002 から引用））．ホルムアルデヒドは果汁製造に静菌目的で使われ（ATSDR 1999（WHO 2002 か26 

ら引用）），加工によるものか不明であるが，最大で 800 mg/kg の同物質がブルガリアの果物・野27 

菜ジュースから検出されている（Tashkov 1996（WHO 2002 から引用））．パラホルムアルデヒドで28 

細菌増殖を抑制したかえでの樹液から作られたメープルシロップは，最大で 14 mg/kg のホルムア29 

ルデヒドを含んでいた（Baraniak et al. 1988（WHO 2002 から引用））．ホルムアルデヒドは，燻製30 

ハムの外層（Brunn & Klostermeyer 1984）や数種類のイタリア（静菌剤としての使用が許可されて31 

いる）産のチーズ（Restani et al. 1992）から検出されており，最大濃度 267 mg/kg が報告されてい32 

る（WHO 2002）．酸性条件下でホルムアルデヒドおよびアンモニアへゆっくりと分解するヘキサ33 

メチレンテトラミンが，北欧諸国においてキャビア等の魚加工品に食品添加物として使用されて34 

いる（Scheuplein 1985（WHO 2002 から引用））．様々なアルコール飲料中のホルムアルデヒド濃度35 
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は，日本 0.04 – 1.7 mg/L（Tsuchiya et al. 1994），ブラジル 0.02 – 3.8 mg/L（de Andrade et al. 1996）1 

であった（WHO 2002）．カナダでは，コーラ飲料で 7.4 – 8.7 mg/kg，ビールで 0.1 – 1.5 mg/kg のホ2 

ルムアルデヒドが検出されている（Lawrence & Iyengar 1983（WHO 2002 から引用））．アメリカで3 

は，ドリップコーヒーで 3.4 および 4.5 mg/kg，インスタントコーヒーで 10 および 16 mg/kg のホ4 

ルムアルデヒドが検出されている（Hayashi et al. 1986（WHO 2002 から引用））．ホルムアルデヒド5 

は，防腐剤として家畜飼料に添加される（WHO 2002）．ホルマリン添加飼料を与えた牛の乳中ホ6 

ルムアルデヒド濃度は，無添加飼料を与えた牛より最大で 10 倍大きい値（0.22 mg/kg）であった7 

（Buckley et al. 1986, 1988（WHO 2002 から引用））．ホルムアルデヒド濃度は，新鮮乳で 0.013 – 8 

0.057 mg/kg（平均 0.027 mg/kg，n=18），加工乳（乳脂肪分 2 %，部分脱脂乳，低温殺菌）で 0.075 9 

– 0.255 mg/kg（平均 0.164 mg/kg，n=12）であった（Kaminski et al. 1993（WHO 2002 から引用））．10 

ホルムアルデヒドの経口摂取後の生体利用性についてはよく知られていない（WHO 2002）． 11 

果物および野菜は通常 3 – 60 mg/kg，乳および乳製品は約 1 mg/kg，肉および魚は 6 – 20 mg/kg，12 

甲殻類は 1 – 100 mg/kg のホルムアルデヒドを含んでいる（IARC 1995）． 13 

食物から経口摂取されるホルムアルデヒド（1 – 10 mg/day）は遊離態ではない（Fishbein 199214 

（ATSDR 1999 から引用））．ジョージア州アトランタにおける市販の生えび中のホルムアルデヒド15 

濃度は 0.39 – 1.44 mg/kg であった．また，死亡直後の濃度 0.99 mg/kg は，6 日間の冷蔵後には 2.15 16 

mg/kg まで上昇した（Radford & Dalsis 1982（ATSDR 1999 から引用）） 17 

成人の食事からの摂取量は，11 mg/day（そのうち飲料水の寄与は 10 %未満）と推定される18 

（NHMRC/ARMCANZ 1996（NICNAS 2006 から引用））． 19 

 ホルムアルデヒドは強力な殺菌・防腐効果を有するが，これは生体タンパク質と結合してそれ20 

らを破壊することによる．したがって，1947（昭和 22）年に制定された食品衛生法の規定に基づ21 

く翌 1948（昭和 23）年の旧厚生省告示第 54 号「食品，添加物，器具及び容器包装の規格及び基22 

準」においては，食品一般の成分規格として“食品は，ホルムアルデヒドの検出されるものであっ23 

てはならない”とされた．そして，1959（昭和 34）年に同告示が旧厚生省告示第 106 号「食品衛24 

生試験法」と統合・廃止され，旧厚生省告示第 370 号「食品，添加物等の規格基準」として定め25 

られた際にも，前述のホルムアルデヒドに関する規格基準は踏襲されている．その後，1968（昭26 

和 43）年にしいたけ中のホルムアルデヒドについて大阪府より報告があり，国立衛生試験所等に27 

おいて天然産しいたけ等の第一次産品である食品について調査研究を行ったところ，一部の食品28 

には自然に含まれる成分としてホルムアルデヒドが存在することが判明し，それに対して食品衛29 

生調査会は“特に人の健康を害う恐れがあるとは思料されない”と意見している．これらの経緯で，30 

天然に含有されるホルムアルデヒドを画一的に規制することは必ずしも適当でないと判断され，31 

1970（昭和 45）年に旧厚生省告示第 331 号をもって「食品，添加物等の規格基準」の一部が改正32 

され，それまでの規格基準から食品中のホルムアルデヒドに関する規定が削除された．また，関33 

連して“食品にホルムアルデヒドを添加することが許されたものではない”と通知とされている． 34 

 大森ら（1977）は，ホルムアルデヒドの化学的性質，毒性，定量法を整理し，同物質の環境衛35 
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生，食品衛生，家庭用品との関係について述べている．そこで挙げられている食品中ホルムアル1 

デヒド濃度を，表 IV.1 に示す． 2 

 3 
表 IV.1 食品中のホルムアルデヒド（大森ら 1977）

食品類の名称 含有量 [ppm] 出典 
鳥獣肉類 0.5 – 6 
魚肉 6 – 14 
燻製品 3 – 30 
果実（りんご，なし類） 2 – 8 

Möhler & Denbsky
(1970) 

たら 30 
きゅうり 2.3 – 3.7 

内山ら (1970) 

冷凍たら（背肉） 21 
冷凍たら（白身） 4.6 

川城ら (1962) 

冷凍たら（背肉） 13 – 48 
冷凍すけそう（背肉） 37 – 57 
えび 2.4 
尾長だい 0.6 
やりいか 1.8 

藤巻ら (1965) 

生しいたけ 6 – 24 
乾燥しいたけ 100 – 230 
他のきのこ類（乾燥） 8 – 20 

矢田ら (1970) 

 4 

ホルムアルデヒドの定性試験の結果が陽性である（すなわち，同物質を含有する）食品として，5 

あさつき，かぶ，きゅうり，ごぼう，小松菜，春菊，大根，玉ねぎ，高菜，なす，にら，ねぎ，6 

白菜，パセリ，サラダ菜，ピーマン，三つ葉，レタス，ふき，しいたけ，わかめ，さつまいも等7 

が知られている（旧厚生省 1970）． 8 

内山 & 近藤（1979）は，食品衛生行政上の資料とすることを目的として，各種食品中の天然9 

由来のホルムアルデヒド含有量に関する文献値を詳細に収集・整理し，また，しいたけやタラ類10 

（水産動物）に高濃度で存在する理由を次のように説明している．しいたけに含まれるレンチニ11 

ン酸は（乾燥過程で酵素および熱により）香気成分であるレンチオニンに変化し，その時にグル12 

タミン酸，ピルビン酸，硫黄化合物，アセトアルデヒド等とともにホルムアルデヒドが生成され13 

る（岩見ら 1974）．多くの水産動物の筋肉等の中に存在するトリメチルアミンオキサイドの，①14 

酵素分解，②（えび等に黒変防止目的で添加される亜硫酸塩等の）還元剤の作用，等によりホル15 

ムアルデヒドが生成される（原田 1975; 山中ら 1977; 牧野ら 1980; 徳永 1966; Yamada & Amano 16 

1965; 山田 1968）． 17 

平成 16 年国民健康・栄養調査報告（厚生労働省 2006）に基づく，全国における 20 歳以上の男18 

性 3,214 人，女性 3,823 人を対象として得られた 1 人 1 日当たりの食品群別摂取量が表 IV.2 に示さ19 

れる．また，同表に仮定した群別のホルムアルデヒド含有量の代表値を示す．“小麦・加工品”と20 

して，市販の小麦粉の平均値（Galassi 1976）を用いた．“砂糖・甘味料類”はショ糖，“緑黄色野菜”21 

はパセリ，“その他の野菜”はきゅうりとした（内山ら 1970）．“果実類”はりんご，ぶどうのそれ22 

ぞれの最小値および最大値の幾何平均とし，同様に“肉類”は鳥獣肉の，“卵類”は卵の，“乳類”はミ23 
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ルク・バターミルク・ヨーグルトならびにチーズの，最小値および最大値の幾何平均とした（Möhler 1 

& Denbsky 1970）．“きのこ類”は，生しいたけ（乾燥しいたけのうち生しいたけに重量換算されて2 

いるものを含む）の幾何平均値とした（矢田ら 1970; 旧厚生省 1970）．“魚介類”はタラ類のうち，3 

日本での流通量およびデータ数が比較的多いマダラおよびスケトウダラの可食部の幾何平均値と4 

した（天野ら 1963a, 1963b; 丹川 & 小佐部 1964; 藤巻ら 1965; 川城ら 1962; Crawford et al. 5 

1979; Amano & Yamada 1964; 内山ら 1970; 徳永 1964, 1965）．“嗜好飲料類”はアルコール飲料とし，6 

酒類のうちで国内での消費量が最も多いビールの最小値および最大値の幾何平均とした（Tsuchiya 7 

et al. 1994）．最終的に同表に，それらに基づいて概算された食品群別のホルムアルデヒド摂取量8 

ならびに総量が示される．これより，魚介類，野菜類から比較的多く摂取していることが予想さ9 

れる．また，ホルムアルデヒド総摂取量を食品総摂取量で除して，食材中の同物質の平均濃度 1.7 10 

mg/kg が得られる 11 

 12 
表 IV.2 食品中濃度から推計された摂取量 

 食品摂取量 
[g/day] 

ホルムアルデヒド

含有量 a [ppm] 
ホルムアルデヒド

摂取量 a [μg/day]
穀類 b 459.5 -  -   
米・加工品 351.8 -  -   
小麦・加工品 98.6 2.0 197.2 

いも類 59.5 -  -   
砂糖・甘味料類 7.5 2.0 15.0  
豆類 65.3 -  -   
種実類 2.2 -  -   
野菜類 c 266.7 -  -   
  緑黄色野菜 88.9 1.7 151.1 
  その他の野菜 151.3 3.7 559.8 
果実類 119.6 2.6 311.0 
きのこ類 16.3 11.2 182.6 
藻類 13.7 -  -   
魚介類 89.9 20.4 1,834.0 
肉類 76.1 1.7 129.4 
卵類 34.1 0.5 17.1 
乳類 101.3 0.8 81.0 
油脂類 10.3 -  -   
菓子類 22.9 -  -   
嗜好飲料類 698.6 0.3 209.6 
調味料・香辛料類 100.0 -  -   
補助栄養素・特定保健用食品 12.0 -  -   
総量 2,155.4  3,687.7 
a不明なものは，“-”と表記 
b穀類の内訳は，米・加工品 + 小麦・加工品 + その他の穀類・加工品 
c野菜類の内訳は，緑黄色野菜 + その他の野菜 + 野菜ジュース + 漬け物 

 13 

 一方，一般的な食事からの化学物質暴露量を把握することにより，環境リスク評価を行うため14 

の基礎資料を得ることを目的として，全国 9 地域（北海道，宮城県，東京都，石川県，長野県，15 

香川県，名古屋市，神戸市，および北九州市）に在住の各 5 世帯（計 45 世帯）を対象に，同一人16 

が 1 日に経口的に摂取する任意の連続 3 日間の朝食，昼食，夕食，および間食等の全ての食事が17 
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図 IV.11 食事中濃度．
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陰膳方式により採取・定量分析されている（日本食品分析センター 2000）．同調査において，ホ1 

ルムアルデヒドの検出世帯数 44（検出限界 0.02 mg/kg）であり，その分布が図 IV.11 に示される．2 

幾何平均値は 0.24 mg/kg，50 および 95 パーセンタイル値は，それぞれ，0.26 および 0.49 mg/kg3 

となっている．さらに，この結果に，表 IV.2 の 1 日当たりの食品総摂取量，ならびに対数正規分4 

布を仮定して得られた成人のホルムアルデヒド経口摂取量が図 IV.12 に示される．成人の体重を5 

50 kg としたとき，体重 1 kg 当たりについての幾何平均値は 10 μg/kg/day となる．これは，幾つか6 

の機関で採用されている経口の TDI（Tolerable Daily Intake: 耐容一日摂取量）150 μg/kg/day に食7 

物の寄与 0.8 を仮定して求めた 120 μg/kg/day と比較して約 1 桁小さい（付録 A 参照）． 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 
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 24 

 25 
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 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

他方，表 IV.2 で求めた食材中の平均濃度 1.7 mg/kg は，図 IV.12 の食事中の幾何平均濃度 0.24 32 

mg/kg と比べて大きい．これは，含有量が不明な食品群を積算しないことに起因する過小評価の33 

影響よりも，他の魚類ならびに他のきのこ類より比較的高濃度であるタラ類ならびにしいたけの34 

含有量をそれぞれ代表値としたことによる過大評価の影響が優勢であるためと考察される．また，35 

図 IV.12 食事からの一日摂取量．
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食材中ホルムアルデヒドの一部は，調理過程（調理用水等への溶出，蒸発）で減少する可能性が1 

あると考えられる． 2 

1966（昭和 41）年 8 月に，消費者団体により，通常の高温使用時にユリア樹脂製食器からホル3 

ムアルデヒドが高率に溶出することが発表され，その安全性が指摘された（主婦連合会 1966）．4 

この社会問題を契機に，同年 10 月に旧厚生省告示第 434 号をもって前述の“食品，添加物等の規5 

格基準”の一部が改正されて溶出試験方法が新たになり，“合成樹脂製の器具又は容器包装”に対し6 

て従前より厳しい規格 4 μg/mL 以下が定められた（第 I 章参照，最終改正平成 18 年 3 月厚生労働7 

省告示第 201 号）．また，日本プラスチック日用品工業組合の 2 μg/mL 以下というような業界自主8 

基準も設定されている．したがって，現在では，一般的な樹脂製食器からの摂取量は小さいと考9 

えられる． 10 

養殖トラフグ問題については，付録 E で簡単に述べられる． 11 

 12 

2.2 飲料水 13 

 14 

通常，飲料水中のホルムアルデヒド濃度は 0.1 mg/L 以下であり，摂取量（0.2 mg/day 以下）は15 

無視できる（WHO-ROE 1987（WHO 1989 から引用））． 16 

飲料水中のホルムアルデヒドは，主にオゾン処理（Glaze et al. 1989（WHO 2005 から引用））お17 

よび塩素処理（Becher et al. 1992（WHO 2005 から引用））の間に天然有機物（腐植物質）の酸化18 

により生じる．オゾン処理された飲料水で最大 30 μg/L のホルムアルデヒドが検出されているが19 

（Krasner et al. 1989: Tomkins et al. 1989（WHO 2005から引用）），50 μg/Lを超過しそうにない（WHO 20 

2005）．台湾では，容器入り飲料水中のホルムアルデヒド濃度は検出限界の 129 μg/L 未満であった21 

（Chia-Fen et al. 2003（WHO 2005 から引用）） 22 

飲料水中ホルムアルデヒド濃度は，原水水質および浄化処理方法に依存する可能性がある23 

（Krasner et al. 1989（EC/HC 2001 から引用））．飲料水中のホルムアルデヒド濃度は，オゾン処理24 

によりわずかに上昇するが，後処理により低下する（Huck et al. 1989（EC/HC 2001 から引用））．25 

給水管の内部保護皮膜が破損した場合，ポリアセタール樹脂製の管接続具に接触した飲料水中へ26 

ホルムアルデヒドが浸出し，その濃度は約 20 μg/L と概算された（Owen et al. 1990（EC/HC 200127 

から引用））． 28 

WHO（2004）の飲料水水質ガイドライン第 3 版で取り入れられた考え方を参考に，我が国にお29 

いては，化学物質に係る“水質基準への分類要件”を，基本的に「浄水において評価値の 1/10 に相30 

当する値を超えて検出されるか，または検出される恐れの高い項目（特異値によるものは除く）」31 

としている（厚生労働省 2003a）．そして，その“評価値の算出”は「WHO 等が飲料水の水質基準32 

設定に当たり広く採用している方法を基本として，食物，空気等の他の暴露源からの寄与も考慮33 

しつつ生涯にわたり連続的に摂取してもヒトの健康に影響が生じない水準を基として」行われ（厚34 

生労働省 2003a），付録 A に示されるようにホルムアルデヒドに対しては 0.08 mg/L（これは，WHO35 
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の指針値案 0.9 mg/L より約 1 桁小さい）が設定されている（厚生労働省 2003b）．1996（平成 8）1 

– 2000（平成 12）年度におけるホルムアルデヒドの評価値（すなわち，指針値（案））の超過状況2 

が，表 IV.3 に示される．5 年間の測定において，指針値（案）を超えたのは，原水および浄水で3 

各 1 地点であった．さらに，より詳細な 2000（平成 12）年度におけるホルムアルデヒドの検出状4 

況が，表 IV.4 に示される．濃度は原水より浄水の方が比較的高い傾向にあり，ホルムアルデヒド5 

は浄水過程で副生成したと考えられる．浄水・表流水の 1 地点のみで指針値を超過しているが，6 

水道水として飲料用になる浄水の 95 パーセンタイル値は，指針（案）の 10.7 %（直線内挿）の値7 

（すなわち，8.6 μg/L）となっている．これに基づき，“水道水”を 1 日当たり 2 L 飲む等を仮定し8 

たときの経口摂取量の 95 パーセンタイル値は，約 17 μg/day となる．最終的に，厚生労働省は，9 

「浄水中で評価値の 10 %を超過する例もあることから，水質基準とすることが適当である」と項10 

目の位置付けを行っている． 11 

また，水道水質データベース（日本水道協会）には，その新しい水質基準が施行された 2004（平12 

成 16）年度における複数回のホルムアルデヒド測定平均値等が同様にまとめられており，その概13 

要が表 IV.5 に示される．同年度においては水質基準値の超過は認められず，また，表 IV.4 と同じ14 

く浄水中濃度の方が高い傾向にある．これに基づくと，ホルムアルデヒドの浄水中濃度および経15 

口摂取量の 95 パーセンタイル値は，それぞれ，8 μg/L 未満および 16 μg/day 未満（成人体重 50 kg16 

を仮定した場合，単位体重当たり 0.3 μg/kg/day 未満）となる． 17 

 18 
表 IV.3 指針値（案）の超過状況（超過地点数/測定地点数）（厚生労働省 2003b）
平成 年度 8 9 10 11 12 合計 
原水 0/275 0/255 0/284 1/220 0/225 1/1,259
浄水 0/1,239 0/1,244 0/1,290 0/1,102 1/1,104 1/5,979
検出限界 1 μg/L 
合計欄の測定地点数は 5 年間の述べ数 

 19 
表 IV.4 平成 12 年度における検出状況（厚生労働省 2003b） 

 指針値（0.08 mg/L）に対して 
 測定地点数 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 [%] 
原水 225 219 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 
  表流水 145 141 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 
  ダム・湖沼水 7 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
  地下水 73 72 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
浄水 1,104 1,046 38 9 7 2 0 1 0 0 0 1 
  表流水 623 583 23 7 6 2 0 1 0 0 0 1 
  ダム・湖沼水 36 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
地下水 445 427 15 2 1 0 0 0 0 0 0 0 

 20 
表 IV.5 平成 16 年度における検出状況（日本水道協会） 

 指針値（0.08 mg/L）に対して 
 測定地点数 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 [%]
原水 493 488 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
浄水（給水栓水等） 5,767 5,660 100 5 1 0 0 0 0 0 1 0 
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横浜市衛生研究所の調査（山本ら 1999）では，市販の外国製 14 品種（フランス 4，イタリア 3，1 

アメリカ 3，イギリス 2，カナダ 1，フィンランド 1），ならびに日本製 16 品種（山梨県 4，長野2 

県 3，北海道 1，岩手県 1，山形県 1，栃木県 1，兵庫県 1，高知県 1，福岡県 1，鹿児島県 1，不3 

明 1）の容器入り飲料水（主に（ナチュラル）ミネラルウォーター）中のホルムアルデヒド濃度4 

が測定されている．その結果，輸入品では 4 種から検出されており，その濃度は，アメリカ 3.8，5 

15，19 μg/L，フィンランド 37 μg/L となっている．また，国産品では，北海道，高知県および福6 

岡県の試料を除く 13 種から検出されており，最大値は長野県の 59 μg/L と報告されている．全試7 

料において前述の水質基準値 80 μg/L の超過は見られていないが，一般的な水道水中濃度と比較し8 

て高い値を示すミネラルウォーターが多数あった．容器材質と濃度との関連性は認められず，汚9 

染原因が水源によるものか製造過程によるものか不明としている． 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 
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 27 
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 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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第 V 章．有害性 1 

 2 

一般住民がホルムアルデヒドに暴露される際の主要な経路は吸入であることから，ヒトならび3 

に実験動物におけるホルムアルデヒドの有害性に関する研究は，多くが吸入暴露によるものであ4 

る．ホルムアルデヒドのリスク評価に関する現状を調査するとともに，最新の知見をもとに吸入5 

暴露における一般住民に対するリスク評価を行なった． 6 

 7 

1.リスク評価の状況 8 

 9 

ホルムアルデヒドのヒト健康影響については，世界保健機関欧州地域専門家委員会（WHO-ROE, 10 

大気 2001），世界保健機関（WHO 水質 1996），国際化学物質安全性計画（IPCS 2002），米国保健11 

福祉省毒性物質疾病登録局（US-DHHS, ATSDR 1999），カナダ環境省・保健省（CANADA-EC/HC 12 

2001），国際がん研究機関（IARC 1995，2004，発がん性評価のみ），厚生労働省（1997，2003），13 

環境省（2002，2003）などにより評価が行なわれている．ホルムアルデヒドに関するこれら評価14 

機関のリスク評価の概要を表 V.1 に示した．なお，文中に示した機関名などの略称については，15 

その正式名称と和訳を付表に示した． 16 

欧州連合（EU）では，ヒトまたは環境に対する影響は顕在化していないとして，既存化学品の17 

リスク評価の優先リストにホルムアルデヒドは掲載されていない．オーストラリアではホルムア18 

ルデヒドのリスク評価を 2002 年から開始すると予告していたが，現在まで評価結果は公表されて19 

いない．その他に，米国環境保護庁（US-EPA, IRIS 1991）では参照値，ユニットリスク（注 1）20 

を公表し，米国毒性計画（US-DHHS, NTP 2002）では発がん性評価が行なわれている． 21 

 22 

（注 1）ユニットリスクとは EPA で用いられる発がんの余剰リスクであり，ある有害物質を 1 μg/m3の濃度で生涯23 

吸入し続けたとき，あるいは 1 μg/kg の濃度で生涯経口摂取し続けたときの確率である． 24 

 25 

なお本邦では，新エネルギー・産業技術総合開発機構にて，有害性評価書 ver. 1.0，No.71 ホル26 

ムアルデヒド（2003）が公開されている． 27 

WHO-ROE（2001）では，ホルムアルデヒドの大気中濃度の指針値を 30 分平均値で 0.1 mg/m328 

（0.08 ppm に相当）と設定している．指針値を設定する際の根拠として，ヒトの鼻，喉に対する29 

刺激が生じる短期間暴露の最低濃度が 0.1 mg/m3 であることを挙げている．この指針値は鼻粘膜へ30 

障害を生じさせる推定閾値よりも一桁以上低い濃度であることから，ヒトにおける上部気道のが31 

んのリスクを無視できる暴露レベルであると評価している． 32 

WHO の飲料水に関するガイドライン（1996）では，経口摂取での発がん性はないと評価して，33 

ホルムアルデヒドの指針値を 900 μg/L（注 2）と設定している．指針値を設定する際の根拠として，34 

ラットを用いた 2 年間の経口（飲水）投与試験（Til et al 1989）における無毒性量（NOAEL）の35 
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15 mg/kg 体重/day（動物実験における投与量単位 mg/kg 体重については，以降は mg/kg として示1 

す）を，不確実係数の 100（ヒトと実験動物の間の種差を考慮した 10 と，ヒトの個人差を考慮し2 

た 10 を乗じた 100）で割って耐容 1 日摂取量（TDI）の 150 μg/kg を算出し，150 μg/kg の 20％に3 

相当する 30 μg/kg から 900 μg/L を算出している． 4 

 5 

（注 2）WHO では飲料水の指針値を算出する際には，TDI の 10％，あるいは 20％を割り当てることにしている．6 

指針値を設定する際に情報が乏しい場合には 10％が適用される．ホルムアルデヒドの場合には，20％に相当する7 

30 μg/kg をもとにして算出が行なわれた．体重 60 kg の人間が 1 日に 2L の水を飲むとの設定で，30 μg/kg x 60 kg ÷ 8 

2 L = 900 μg/L が指針値として算出された． 9 

 10 

IPCS では，国際簡潔評価文書（CICAD 2002）で，職業暴露に関する疫学研究では接触部位で11 

弱い遺伝毒性（接触部位である頬粘膜・鼻腔粘膜の細胞で小核が増加したこと）を示すが，上部12 

気道などの呼吸器系腫瘍発生との間に強固な証拠はないとしている．そして大気からの暴露によ13 

る一般住民の発がんリスクは極めて低いと評価している．CICAD（2002）では指針値は提示して14 

いないが，環境保健クライテリア（EHC 1989）で，生活，睡眠，作業用の室内濃度は 0.12 mg/m315 

（0.1 ppm に相当）以下，職業区域の作業場の濃度は 1.2 mg/m3（1 ppm に相当）以下であるよう16 

にと勧告している． 17 

米国 ATSDR（1999）では，ホルムアルデヒドはヒトに対して大気中濃度 0.4－3 ppm で，眼，18 

鼻，喉への刺激性があり，皮膚への暴露で刺激性と接触性皮膚炎を生じるとしている．そして職19 

業暴露に関する疫学研究では，鼻咽頭がんとの関連性ははっきりしないと評価している．基準値20 

として最小リスクレベルを設定し，吸入による慢性暴露での最小リスクレベルを 0.008 ppm とし21 

ている．その根拠（Holmström et al 1989a）として，ホルムアルデヒド製造工場などの労働者 7022 

名（1－36 年間暴露，平均 10.4 年）の TWA（時間荷重平均値）濃度の 0.24 ppm（0.04－0.4 ppm）23 

で鼻腔に病理組織学的変化（線毛の消失，杯細胞の過形成，立方・扁平上皮細胞化生など）が生24 

じていることを採用している．そして 0.24 ppm を最小毒性用量と判断して，不確実係数の 30（最25 

小毒性用量を用いることの 3 と，ヒトの個人差を考慮した 10 を乗じた 30）で割って 0.008 ppm を26 

算出している． 27 

米国環境保護庁（IRIS 1991）では参照値，ユニットリスクを公表している．経口での参照値は28 

閾値が存在すると仮定して 0.2 mg/kg/day と算出している．すなわち，ラット 2 年間の経口（飲水）29 

投与試験（Til et al 1989）における無毒性量の 15 mg/kg/day を，不確実係数の 100（ヒトと動物の30 

間の種差を考慮した 10 と，ヒトの個人差を考慮した 10 を乗じた 100）で割って 0.2 mg/kg/day を31 

算出している．吸入での参照値は提示していない．発がん性の評価に関してはグループ B1（おそ32 

らくヒトに対する発がん性がある物質，Probable human carcinogen; indicates limited human evidence）33 

に分類し，ラットの 2 年間吸入暴露試験成績をもとに，多段階直線モデルを用いて，吸入暴露に34 

おけるユニットリスクを 1.3 x 10-5 /μg/m3 と算出している．  35 
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カナダ環境省・保健省（CANADA-EC/HC 2001）では吸入暴露に関して基準値は示していない．1 

その理由として，大多数の住民は感覚刺激が生じる濃度よりも低い大気中濃度に暴露されている2 

（室内では眼，気道への感覚刺激が生じる濃度に達する場合もある）ことから，大気からの暴露3 

での一般住民の発がんリスクは低いと考えられることをあげている．経口暴露に関しては 2.6 4 

mg/L を耐容濃度（Tolerable Concentration）としている．その根拠として，ラット 2 年間の経口（飲5 

水）投与試験（Til et al 1989）における消化管の病理組織学的変化に関する無毒性響量である 15 6 

mg/kg/day から換算した 260 mg/L を用い，不確実係数の 100（ヒトと動物の間の種差を考慮した7 

10 と，ヒトの個人差を考慮した 10 を乗じた 100）で割って 2.6 mg/L を算出している． 8 

IARC の 1995 年の評価では，ホルムアルデヒドはグループ 2A（ヒトに対しておそらく発がん性9 

がある）に分類されていたが，2004 年にグループ 1（ヒトに対して発がん性がある）に変更され10 

た（2004a）．グループ 1 への変更理由として，職業暴露に関する新しい疫学研究から，ヒトに対11 

して鼻咽腔がんを生じることの十分な証拠が得られたことを挙げている．日本化学物質安全・情12 

報センター（2004）は IARC に対して変更の根拠を確認し，根拠となった 4 文献のうちの 1 報で13 

鼻咽腔がんの相対危険度が増加したことを紹介している．その後 IARC から，グループ 1 へ変更14 

したことと，その根拠がホームページで公開され（2004b），疫学研究 3 試験で発がん性を示す結15 

果が得られたと紹介している．（この疫学研究の評価については 4 節を参照） 16 

厚生労働省は，健康住宅関連基準策定専門部会化学物質小委員会（1997，当時は厚生省）で，17 

ホルムアルデヒドの室内濃度の指針値として，30 分平均値で 0.1 mg/m3（0.08 ppm に相当）以下18 

が適当であるとしている．その根拠として，WHO-ROE で実施中であったホルムアルデヒドの大19 

気中濃度の指針値設定のための評価が妥当であることを挙げている．厚生労働省のヒトに対する20 

リスク評価では，『ホルムアルデヒドは，いくつかの実験において遺伝毒性が見られ，長期吸入暴21 

露試験において鼻腔上皮細胞に増殖～腫瘍発生（がん）がみられることから，発がん性のあるこ22 

とは否定できない．しかしながら，このがん発生は鼻腔上皮の粘膜において傷害性（細胞毒性）23 

を引き起こす高濃度での発がんであること，変異原性試験においても細胞毒性を起こすレベルで24 

陽性結果が認められること，ヒトでの疫学調査で暴露グループに必ずしも発がんリスクが明らか25 

でないこと，in vivo 動物試験では変異原性は陰性であることなどから，閾値の存在が明確に示唆26 

されているものと考えられる（原文のまま）』と評価している． 27 

厚生労働省は2003年に水質基準に関する省令（2003a）を改定し，ホルムアルデヒドを検査項目28 

に追加し，0.08 mg/L以下（注3）であることとしている． 29 

 30 

（注 3）厚生労働省の基準値設定の根拠（2003b）は以下のとおりである． 31 

吸入暴露試験では発がん性を示すが，経口暴露では明らかな発がん性は示さない．また，in vitro 系の変異原性32 

試験では陽性を示すが，in vivo でのほとんどの試験では陰性の結果が得られている．これらのことから，TDI 法に33 

よる評価値の算定が適当であると判断された．NOAEL である 15 mg/kg/day に不確実係数の 100（種差と個人差で34 

それぞれ 10）を適用して，経口摂取による TDI は 150μg/kg/day と求められた．ただし，ホルムアルデヒドは入35 
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浴時等の水道水からの気化による吸入暴露による影響も考慮に入れる必要があるして，気化による吸入暴露経路1 

による発がん性を考慮し，追加の不確実係数の 10 を適用し，TDI を 15μg/kg/day とした．消毒副生成物であるこ2 

とから TDI に対する飲料水の寄与率を 20%とし，体重 50kg のヒトが 1 日 2L 飲むと仮定して，0.08 mg/L が求めら3 

れた． 4 

 5 

環境省では化学物質の環境リスク初期評価（2002, 2003）で，ホルムアルデヒドについて健康リ6 

スクの初期評価を行なっている．経口暴露での発がん影響に関しては，閾値，ユニットリスク，7 

TC0.05（5％発がん率）の知見を得ることができなかったことを理由に，発がん性リスクを判定で8 

きなかったとしている．吸入暴露での発がん影響に関しては，閾値なしの前提およびその他の手9 

法でリスク評価を行い，一般環境大気および室内空気の吸入暴露による発がん性のリスクについ10 

ては詳細な評価を行なう候補としている． 11 

経済協力開発機構（OECD）は Screening Information Data Sets（2002）で，ヒトの健康に関する12 

初期評価を行ない，職業暴露の疫学調査ではホルムアルデヒドと鼻腔の腫瘍との関連には証拠が13 

限られているとしている．そして作用機序に関する広範な情報から，ヒトが低濃度暴露をうける14 

場合には強力な発がん性はないと評価している． 15 

日本産業衛生学会（1988）ではホルムアルデヒドについて，第 2 群 A（おそらくヒトに対して16 

おそらく発がん性があると考えられ，証拠が比較的十分である物質）に分類し，0.5 ppm を許容濃17 

度として提案している．  18 

米国産業衛生専門家会議（ACGIH 2001）では発がん性に関する評価で，グループ A2（ヒトに19 

対して発がん性が疑われる物質）に分類し，職業暴露における許容濃度（Threshold Limit Value）20 

を 0.3 ppm としている．許容濃度の設定根拠としては，眼や上部気道への感覚刺激が最小限であ21 

ることを挙げている． 22 

米国労働省労働安全衛生局（OSHA 2002）では，ホルムアルデヒドをヒトに対する発がん物質23 

に分類し，鼻腔と肺のがんに関連があり，脳の腫瘍と白血病に関連性がありそうであると評価し，24 

8 時間荷重平均での許容濃度（The permissible exposure limit；PEL)を 0.75 ppm（注 4）とし，15 分25 

間の短時間暴露許容濃度（short-term exposure limit)を 2 ppm としている． 26 

 27 

（注 4）1992 年に OHSA は裁判所の決定に従って，PEL を 1 ppm から 0.75 ppm に変更した． 28 

 29 

NTP（2005）では，ヒトにおける限定された証拠と実験動物での発がん性に関する十分な証拠30 

から，ホルムアルデヒドはヒトに対する発がん物質であると合理的に懸念される（Reasonably 31 

anticipated to be a human carcinogen，注 5）と評価している． 32 

 33 

（注 5）NTP では 2001 年に分類方法を変更し，Known To Be Human Carcinogen と，Reasonably Anticipated To Be 34 

Human Carcinogen の 2 つに分類している．なお，IARC では 2004 年に，グループ 2A（ヒトに対しておそらく発が35 
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ん性がある）からグループ 1（ヒトに対して発がん性がある）に変更したが，NTP では 2005 年の見直しにおいて1 

変更はしていない． 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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表 V.1 各評価機関におけるリスク評価の概要  1 
評価機関 

 
項 目 

 
世界保健機構 

（WHO-ROE，大気） 

 
世界保健機構 

（WHO，水質） 

 
国際化学物質安全性計画

（IPCS-CICAD） 

 
米国保健福祉省

（US-DHHS-ATSDR） 
 

評価年 
 

2001 年 
 

1996 年 
 

2002 年 
 

1999 年 
 
 
 

毒性試験など 
 
 
 

（吸入暴露） 
刺激性：1.2 mg/m3 以上

（マウス、ラット） 
長期暴露：鼻粘膜上皮へ

の刺激性に対する

反応 
生殖毒性/催奇形性：陰性 
遺伝毒性：陽性 
発がん性：吸入の場合，

陽性 
 

（経口投与） 
急性暴露：50％致死量は

800 mg/kg（ﾗｯﾄ） 
長期：胃粘膜肥厚，糜爛，

潰瘍（ラット） 
生殖毒性/催奇形性：陰性

遺伝毒性：陽性 
発がん性：経口の場合，

1 試験で陰性，1 試

験で陽性 

 
吸入：マウス，サルの鼻

に非腫瘍性変化，

ラットの鼻に腫瘍

が生じる． 
遺伝毒性：陽性 
 

 
気中濃度 3-9ppm の短期－

中期暴露で，サル，ラット，

マウスの上部気道に非腫

瘍性変化が生じる． 
生涯暴露では 10-15ppm で

ラットの鼻に悪性腫瘍が

生じたが、0.3-2ppm では

鼻の粘膜に対する障害性

は強くなく、腫瘍もなかっ

た． 
 

 
 

ヒトの健康に 
対する影響 

 
 
 
 

 
主な暴露経路は吸入で，

室内濃度は大気中よりも

数倍高い． 
タバコの煙には高濃度の

ホルムアルデヒドがあ

る． 

 
一般住民の主な暴露経

路は吸入で，喫煙者では

約 0.38 mg/日を摂取す

る．その他に，飲水，食

料，住宅用建材，化粧品

などからも摂取するが，

量は少ない． 
 

 
一般住民の大半は刺激性

を生じる量（0.083ppm）

未満の大気中暴露を受け

る．室内では刺激性を生

じる濃度に達する場合も

ある． 
 

 
大気中濃度 0.4-3ppm で，

眼，鼻，喉への刺激性があ

る． 
皮膚への暴露で刺激性と，

接触性皮膚炎を生じる． 
 
 

 
 

ヒトにおける 
リスク評価 

 
 
 
 

 
顕著な症状は眼，鼻，喉

に対する刺激で，濃度に

依存して不快感，流涙，

くしゃみ，咳，吐き気，

呼吸困難，死亡を伴う． 
鼻粘膜に対する障害が報

告されているが，他の物

質の同時暴露での可能性

がある． 
気道組織が細胞毒性を示

す量以下では，発がんリ

スクは無視できる． 
 

 
飲水に含まれる量より

もはるかに多い量を皮

膚に暴露する場合に刺

激性と，アレルギー性の

接触皮膚炎が生じる． 
 
吸入暴露によりヒトで

発がん性があるとの証

拠がいつくかあるが，ホ

ルムアルデヒドとの関

連は確認されていない．
 
経口暴露での発がん性

はない． 
 

 
職業暴露に関する疫学研

究では，接触部位で弱い

遺伝毒性を示すが、上部

気道などの呼吸器系腫瘍

発生との間に強固な証拠

はない． 
 
大気からの暴露による一

般住民の発がんリスクは

極めて低いと推察され

る． 
 

 
職業暴露に関する疫学研

究では，鼻咽頭がんとの関

連性ははっきりしない． 
 
 
 
 
 

 
 

基準値 
 

 
指針値：0.1 mg/m3 
（30 分間の平均値で，

0.08 ppm に相当） 

 
 
指針値：900 μg/L 

 
CICAD には記載なし 
 
（参考）EHC, 1989： 
生活，睡眠，作業用の室

内濃度は 0.12 mg/m3，職

業区域では 1.2 mg/m3 
 

最小リスク値（Minimal 
Risk Levels） 
吸入：0.04 ppm 短期 A 

0.03 ppm 中期 B 
      0.008 ppm 長期 C 
 

 
 

基準値の 
根拠 

 
 
 

 
ヒトの鼻，喉に対する刺

激が生じる短期間暴露の

最低濃度が 0.1 mg/m3 で

あることを根拠とした． 

 
ラット２年間試験の無

毒性量である 15 mg/kg
を不確実係数の 100 で割

って，耐容 1 日摂取量

(TDI)を 150 μg/kg と算

出．そして 150 μg/kg の

20％に相当する 30 μg/kg
をもとに，900 μg/L を指

針値とした。 
 

 
 
記載なし 
 
 
 

 
A：ヒトの最小毒性発現量

0.4 ppm÷9 
B：サルの無毒性量 0.98 

ppm÷30 
C：ヒトの最小毒性発現量

0.24 ppm÷30 
 
 

注 6）欧州連合ではホルムアルデヒドはリスク評価の優先リストに入っていない 2 
  オーストラリアでは 2002 年からリスク評価を開始するとしているが，結果は公表されていない 3 
 4 
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表 V.1 各評価機関におけるリスク評価の概要（続き） 1 
評価機関 

 
項 目 

 
カナダ 

（CANADA－EC/HC） 

 
国際がん研究機関 

（IARC） 

 
厚生労働省 

（シックハウス対策） 

 
環境省 

 
評価年 

 
2001 年 

 
1995, 2004 年 

 
1997 年 

 
2002, 2003 年 

 
 
 

毒性試験など 
 
 
 

（吸入暴露） 
ラットの長期暴露で鼻腔

と胃に非腫瘍性の変性，

鼻腔の腫瘍を生じる． 
 
（経口） 
ラットの長期暴露で胃に

非腫瘍性の変性を生じ

る． 

1995 年 
 吸入暴露した場合，ラ

ットの鼻腔に扁平上皮

癌を生じるが，ハムス

ターで陰性，マウスで

不明確． 
飲水暴露でラットの消

化管に腫瘍を生じる．

既知の発がん物質を併

用暴露すると，ラット

で腫瘍が増加． 
 

 
遺伝毒性：in vitro 陽性 
     in vivo 陰性 
発がん性：ラット吸入暴

露試験で細胞毒性を

示す高濃度で陽性． 
刺激性：ヒトで刺激感覚

が生じる濃度で，刺

激性による回避行動

がみられる． 

 
刺激性：粘膜への刺激性

がある． 
生殖発生毒性：陰性 
遺伝毒性：陽性 
発がん性：マウス，ラッ

トの鼻腔に扁平上皮

がんが発生した． 
 

 
 

ヒトの健康に 
対する影響 

 
 
 
 

 
眼，気道への感覚刺激が

臨床研究や疫学調査で認

められている．感覚刺激

が生じる濃度よりも高い

場合に，肺機能に対する

軽度で可逆的な作用が生

じる． 

1995 年 
鼻咽腔がんの増加が，

コホート 6 試験のうち

2 試験，症例対照４試

験のうち３試験で観察

された． 
2004 年 
 新たに得られた疫学デ

ータから，ヒトの鼻咽

頭がんの原因として十

分な科学的根拠があ

る． 
 

 
1.2 mg/m3 で刺激感覚が

生じる． 
 
疫学調査で暴露グループ

に必ずしも発がんリスク

が明らかでない． 

 
疫学調査から，組織障害

性の閾値は約 1.0 mg/m3，

鼻咽頭がんとの因果関係

は明らかではない． 

 
 

ヒトにおける 
リスク評価 

 
 
 
 

 
大多数の住民は感覚刺激

が生じる濃度よりも低い

大気中濃度に暴露されて

いるが，室内では眼，気

道への感覚刺激が生じる

濃度に達する場合もあ

る． 
一般住民の大気からの暴

露での発がんリスクは低

いと考えられる．  

 
1995 年：グループ２A（ヒ

トに対しておそらく発が

ん性がある） 
 
2004 年：グループ１（ヒ

トに対して発がん性があ

る）に変更 

 
いくつかの実験で遺伝毒

性がみられ，長期吸入暴

露試験で腫瘍発生がみら

れることから，発がん性

がある．しかし in vivo の

遺伝毒性は陰性，疫学調

査などから，閾値の存在

が明確に示唆されてい

る． 

 
経口：発がん性のリスク

判定はできなかっ

た． 
吸入：一般環境大気，室

内空気の吸入暴露に

よる発がん性のリス

クについて詳細な評

価を行なう候補と考

える． 
 
 
 

 
 

基準値 
 

 
（吸入） 
耐容濃度は示していない 
 
（経口） 
耐容濃度：2.6 mg/L 
 

 
 
記載なし 

 
 
指針値：0.1 mg/m3 
 （30 分間の平均値で， 

0.08 ppm に相当） 

 
 
記載なし 
 
 

 
 

基準値の 
根拠 

 
 
 

 
（経口） 
ラット２年間飲水投与試

験の無影響量である 260 
mg/L を不確実係数の 100
で割った． 

 
記載なし 

 
WHO-ROE の評価は妥当

と考えられ，一般的な人

達における明らかな刺激

感覚を防ぐことを指標と

して 30 分平均値で 0.1 
mg/m3を指針値とする．  
 
 
 

 
記載なし 
 
 
 

 2 

 3 

 4 
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2. 実験動物における有害性プロファイル 1 

 2 

2.1 刺激性 3 

 4 

ホルムアルデヒドには眼と皮膚に対する刺激性があることが，ヒトにおける経験から知られて5 

いるが，実験動物での成績は限られていて，吸入暴露での検討はわずかに報告されている． 6 

マウスにホルムアルデヒドの 0.5 ppm を吸入暴露した場合には，眼，鼻，喉に対する刺激性が7 

みられたが，刺激に対する耐性は生じなかった（Kane & Alarie 1977）． 8 

ウサギ，モルモットに 40－70 ppm のホルムアルデヒドを 10 日間吸入暴露した場合に流涙は生9 

じるが，角膜に対する障害はみられていない（NRC 1980）． 10 

ウサギの眼にホルムアルデヒドの 0.5 mL を点眼した場合にはグレード 8（スケールは 1-10）の11 

刺激性が生じる（NRC 1980）．  12 

モルモットの皮膚にホルムアルデヒドの 0.1－20%を塗布した場合は，軽度から中等度の刺激性13 

が生じる（NRC 1980）．  14 

 15 

2.2 急性暴露 16 

 17 

 ホルムアルデヒドの実験動物における 50％致死量（LD50, LC50）を表 V.2 に示す．吸入暴露での18 

急性毒性試験は以下のとおりである． 19 

 1 ppm を吸入暴露した場合，ラット，マウスでは呼吸率（注 7）の低下が生じ，モルモットでは20 

気道抵抗の増加，コンプライアンス（注 8）の低下が生じる（Barrow et al 1983, Amdur 1960）． 21 

ラットに吸入暴露した場合， 2 ppm 以上で粘液線毛クリアランス（注 9）の低下，鼻腔の組織学22 

的変化が生じる． 23 

10 ppm ではラット，マウス，モルモットで，呼吸率の低下，気道抵抗の増加，コンプライアン24 

スの低下，眼の刺激性が生じる．100 ppm 以上ではラット，マウスで流涎，呼吸困難，嘔吐，痙25 

攣，死亡をもたらす（Barrow et al 1983, Bhalla et al 1991, Chang et al 1981, Kane & Alarie 1977, 26 

Monteiro-Riviere & Popp 1986, Morgan et al 1986a,b, Salem & Cullumbine 1960, Bitron and Aharonson 27 

1978, IPCS-EHC 1989）． 28 

 29 

（注 7）呼吸率：単位時間当たりの呼吸量で，呼吸の速さのこと． 30 

（注 8）コンプライアンス：呼吸器系の伸展性（広がりやすさ）を意味し，容積変化/圧力変化で示される． 31 

（注 9）粘液線毛クリアランス：気管支は線毛と分泌腺を備えており，線毛運動によって粘液を口腔側に搬送する．  32 

 33 

 34 

 35 
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表 V.2 実験動物におけるホルムアルデヒドの急性毒性 1 

動物種 暴露経路 50％致死量（LD50, LC50） 出典

ラット 経口 800 mg/kg Smyth et al 1941, Tsuchiya et al 1975
 皮下 420 mg/kg Skog 1950 

 静脈内 87 mg/kg Langecker 1954 

 吸入 984 mg/m3(820 ppm)（30 分間暴露） Skog 1950 

 吸入 578 mg/m3(482 ppm)（４時間暴露） Nagorny et al 1979 

マウス 皮下 300 mg/kg Skog 1950

 吸入 497 mg/m3 (414 ppm) （４時間暴露） Nagorny et al 1979 

ウサギ 経皮 270 mg/kg Lewis & Tatke 1980 

モルモット 経口 260 mg/kg Smyth et al 1941 

（IPCS-EHC 1989 を改変） 2 

 3 

2.3 短期－中期暴露 4 

  5 

2.3.1 吸入暴露 6 

 7 

 短期－中期暴露試験の概要を表 V.3 に示す． 8 

実験動物に 13 週間まで反復吸入暴露を行なった場合，鼻腔と気道に病理組織学的変化が生じる．9 

短期－中期暴露試験のほとんどはラットを用いて実施されており，3 ppm 以上で鼻腔に病理組織10 

学的変化（呼吸上皮の過形成，扁平上皮化生，炎症，糜爛，潰瘍，不整配列，増殖性反応など）11 

が観察されている．これらの変化は 1 ppm あるいは 2 ppm では通常は観察されていない(Swenberg 12 

et al 1983, Zwart et al 1988)．ホルムアルデヒドの短期－中期暴露による有害作用は，マウスやラッ13 

トなどのげっ歯類動物ではその呼吸様式に関連して鼻腔に限定されるが，霊長類では鼻腔から気14 

道に及ぶと考えられる（Monticello et al 1989, 1991）．ホルムアルデヒドによるラット鼻腔の上皮細15 

胞の変化は，暴露量の合計よりも暴露濃度に依存すると考えられる(Swenberg et al 1983, Swenberg 16 

et al 1986, Wilmer et al 1987, 1989)． 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 
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表 V.3 短期－中期吸入暴露試験の概要 1 

動物種 投与量，投与期間 無毒性量 最小毒性量 毒性所見，出典 

ラット 0, 0.5, 2, 6, 15 ppm  2 ppm (ﾗｯﾄ) 6 ppm (ﾗｯﾄ) 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 
マウス 6 時間/日，3 日 6 ppm (ﾏｳｽ) 15 ppm (ﾏｳｽ) Swenberg et al 1983, 1986 

ラット 0, 0.5, 2, 5.9, 14.4 ppm 2 ppm 5.9 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

 6 時間/日，5 日/週，14 日   気道粘膜線毛機能の抑制 

    Morgan et al 1986b 

ラット 0, 5, 10 ppm  5 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 

 8 時間/日，5 日/週，4 週   １日あたりの同一暴露量で比較 

 0, 10, 20 ppm    すると，高濃度間歇暴露のほうが

 30 分×8 回/日，5 日/週，4 週   強かった．       Wilmer et al 1987 

サル 0, 6 ppm 6 ppm 鼻腔から気道上部の病理組織学的

 6 時間/日，5 日/週，6 週   変化            Monticello et al 1989

ラット 0, 0.3, 1.1, 3.1 ppm 1.1 ppm 3.1 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 

 22 時間/日，3 日   Reuzel et al 1990 

ラット 0, 0.7, 2, 6.2, 9.9, 14.8 ppm 2 ppm 6.2 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 

 6 時間/日，5 日/週，6 週   Monticello et al 1991 

ラット 0, 1, 3.2, 6.4 ppm 1 ppm 3.2 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

 6 時間/日，3 日   Cassee et al 1996 

ラット 0, 1, 9.7, 19.8 ppm 1 ppm 9.7 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

 6 時間/日，5 日/週，13 週   Woutersen et al 1987 

ラット 0, 0.1, 1, 9.4 ppm 1 ppm 9.4 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

 6 時間/日，5 日/週，13 週   Appelman et al 1988 

ラット 0, 0.3, 1, 3 ppm 1 ppm 3 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 

 6 時間/日，5 日/週，13 週   Zwart et al 1988 

ラット 0, 1, 2 ppm,  8 時間/日，13 週 2 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

 2, 4 ppm , 30 分 x 8 回，5 日/週*  4 ppm 同一用量では高濃度のほうが障害は

    強い．           Wilmer et al. 1989

ラット 0, 0.7, 2, 5.9, 10.5, 14.5 ppm 2 ppm 5.9 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 

 6 時間/日，5 日/週，11 週   Casanova et al 1994 

*2, 4 ppm を 30 分間暴露し，その後 30 分間は非暴露とした．これを 1 日に 8 回繰り返した． 2 

（IPCS-CICAD 2002 を改変） 3 

 4 

2.3.2 経口暴露 5 

 6 

 ラットを用いた短期経口暴露（4 週間）毒性試験がひとつある．ラットに長期（2 年間）経口暴7 

露した場合に，前胃（注 10）に病理組織学的変化が生じることが知られているので，胃に対する8 

影響の有無が確認されている．0, 5, 25, 125 mg/kg/day を 4 週間経口（飲水）投与した場合，125 mg/kg9 

で前胃部に病理組織学的変化（境界縁の肥厚，角化亢進）が観察されたが，25 mg/kg 以下では病10 

理組織学的所見はみられなかったことから， 25 mg/kg/day が無毒性量（NOAEL）とされている（Til 11 

et al 1988）． 12 
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中期経口暴露（13 週間）毒性試験はラットとイヌを用いた試験がひとつあり，ラットには 0, 50, 1 

100, 150 mg/kg/day を 13 週間飲水投与，イヌには 0, 50, 75, 100 mg/kg/day を 13 週間混餌投与してい2 

る．ラットでは 100 mg/kg, 150 mg/kg で，またイヌでは 100 mg/kg で体重増加量が減少したが，血3 

液学的検査，血液生化学的検査，病理組織学的検査では変化はみられず，胃に対する影響もみら4 

れていない（Johannsen et al 1986）．  5 

 6 

（注 10）ラットやマウス等のげっ歯類動物の胃は前胃と腺胃に分かれ，前胃粘膜の隆起（境界縁）によって区別7 

できる．前胃は食道に類似し消化液を分泌することはないが，腺胃はイヌやサルの胃のように消化液を分泌する． 8 

 9 

2.4 長期暴露 10 

 11 

2.4.1 吸入暴露 12 

 13 

長期吸入暴露（2 年間）試験の概要を表 V.4(a)に示す． 14 

ホルムアルデヒドを実験動物に長期間吸入暴露した場合に観察される主たる非発がん影響は，15 

鼻腔と気道における病理組織学的変化（扁平上皮化生，基底細胞過形成，鼻腔粘膜の炎症）であ16 

る．長期間吸入暴露試験のほとんどはラットを用いて実施されており，2 ppm 以上で鼻腔に病理17 

組織学的変化が観察されている（Kerns et al., 1983, Rusch et al., 1983, Appelman et al 1988, Woutersen 18 

et al 1989, Monticello et al 1996, Kamata et al 1997）． 19 

 20 

表 V.4 (a) 長期吸入暴露試験の概要 21 

動物種 投与量，投与期間 無毒性量 最小毒性量 毒性所見，出典 

サル 0, 0.2, 1, 3 ppm 1 ppm 3 ppm 鼻腔の病理組織学的変化がサルと

ラット 22 時間/日，7 日/週，26 週間   ラットでほぼ同程度に観察された

ﾊﾑｽﾀｰ    Rush et al 1983 

ラット 0, 2, 5.6, 14.3 ppm 2 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 

マウス 6 時間/日，5 日/週，24 ヶ月間 2 ppm 5.6 ppm Kerns et al 1983 

ラット 0, 0.1, 1, 9.4 ppm 1 ppm 9.4 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 
 6 時間/日，5 日/週，52 週間   Appelman et al 1988 

ラット 0, 0.1, 1, 10 ppm，  1 ppm 9.8 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 
 6 時間/日，5 日/週，28 ヶ月間     

 0, 0.1, 1, 10 ppm  1 ppm 9.2 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 
 6 時間/日，5 日/週，3+25 ヶ月間*   Woutersen et al 1989 

ラット 0, 0.7, 2, 6, 10, 15 ppm 2 ppm 6 ppm 鼻腔上皮細胞の増殖性変化 
 6 時間/日，5 日/週，24 ヶ月間   Monticello et al 1996 

ラット 0, 0.3, 2.17, 14.85 ppm 0.3 ppm 2.17 ppm 鼻腔の病理組織学的変化 
 6 時間/日，5 日/週，28 ヶ月間   Kamata et al 1997 

* 3 ヶ月暴露後，25 ヶ月間観察                       （IPCS-CICAD 2002 を改変） 22 
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2.4.2 経口暴露 1 

 2 

経口暴露試験の概要を表 V.2(b)に示す． 3 

ラットに長期経口暴露した場合に観察される非発がん性の主たる毒性変化は，胃（前胃と腺胃）4 

の病理組織学的変化で，82 mg/kg/day 以上の用量で粘膜肥厚，角化亢進，胃炎，糜爛，潰瘍などが5 

観察されている（Til et al 1989, Tobe et al 1989）．  6 

 7 

表 V.4 (b) 長期経口暴露試験の概要 8 

動物種 投与量，投与期間 無毒性量 最小毒性量 毒性所見，出典 

ラット 0, 1.2, 15, 82 mg/kg/day（雄） 15 mg/kg 82 mg/kg 前胃と腺胃の病理組織学的変化，

 0, 1.8, 21, 109 mg/kg/day（雌） (260 mg/L)  体重増加抑制 

 2 年間飲水投与                        Til et al 1989 

ラット 0, 10, 50, 300 mg/kg/day  10 mg/kg 50 mg/kg 前胃と腺胃の病理組織学的変化，

 2 年間飲水投与   体重増加抑制        Tobe et al 1989 

（IPCS-CICAD 2002 を改変） 9 

 10 

2.5 生殖発生毒性 11 

 12 

 生殖発生毒性に関しては吸入暴露による検討が 2 試験行なわれている． 13 

ラットにホルムアルデヒドの 0, 5, 10, 20, 40 ppm を 1 日 6 時間，妊娠 6 日から 20 日まで吸入暴14 

露した場合に，40 ppm で母動物の体重減少，胎仔体重の低下がみられ，また統計学的には有意差15 

のない胎仔所見として，胸骨分節減少と胸椎骨化遅延が観察された．しかしながら，いずれの用16 

量においても生存胎児数，死亡胎仔数，着床数には影響はみられていない（Saillenfait et al. 1989）． 17 

 ラットに 0, 2, 5, 10 ppm を 1 日 6 時間，妊娠 6 日から 15 日まで吸入暴露した場合に，10 ppm で18 

母動物の体重減少，摂餌量減少がみられたが，胎仔の観察ではいずれの用量においても外部異常，19 

骨格異常，内部異常などの胎仔毒性の指標に影響はみられていない（Martin 1990）． 20 

 21 

2.6 免疫系，感作性に対する影響 22 

 23 

 ホルムアルデヒド暴露による免疫系・感作性に対する影響が認められている． 24 

マウスやラットにホルムアルデヒドを吸入暴露して，脾臓重量，胸腺重量，骨髄細胞の充実性，25 

脾臓中 B 細胞・T 細胞の比率，NK 細胞活性，マクロファージの成熟度・機能などについて観察26 

したところ影響はみられなかった（Dean et al. 1984, Adams et al. 1987, Holmstöm et al. 1989b）． 27 

雄ラットに 0, 20, 40 , 80 mg/kg を 5 日/週，4 週間経口投与したところ，血清中免疫グロブリンの28 

抗体価（IgM）が低下している（Vargová et al. 1993）． 29 

モルモットの皮膚に 1％のホルムアルデヒド水溶液を塗布した場合には感作性はみられなかっ30 



V-13

たが，3％溶液では感作性がみられた（NRC 1980）． 1 

 モルモットの皮内に 0.01％-3%のホルムアルデヒド水溶液を投与して，その後に誘発（0.1%, 1%2 

のホルムアルデヒド水溶液で誘発）されるⅣ型アレルギー反応の有無を観察したマキシマイゼー3 

ション試験で，感作性がみられている（Andersen et al. 1985）． 4 

 卵白アルブミンで感作したマウスにホルムアルデヒドの 1.6 ppm を 6 時間/日，10 日間暴露した5 

場合に，血清中免疫グロブリン IgE に対する抗体価が処置前と比較して約 3 倍に上昇した6 

（Tarkowski & Gorski 1995）．卵白アルブミンで感作したモルモットに 0.25 ppm を 5 日間暴露した7 

場合に，感作性が観察された動物数は対照群の 3 倍（対照群：3/12，0.25 ppm：10/12）となり，8 

血清中の抗アルブミン抗体価が約 1.3 倍になった（Riedel et al. 1996）． 9 

 10 

2.7 遺伝毒性 11 

 12 

 細菌，哺乳動物の細胞を用いた in vitro 試験では，ホルムアルデヒドは遺伝毒性を示すことが報13 

告されている．しかしながら， in vivo 試験では以下に示すように，むしろ否定する報告が多い． 14 

ラットにホルムアルデヒドの 0.5, 3, 15 ppm を 6 時間/日，5 日/週，8 週間吸入暴露した小核試験15 

では，骨髄細胞に対して遺伝毒性はみられなかった（Dallas et al. 1992）． 16 

一方，ラットに 0, 0.42, 1.3 ppm を 4 時間/日，4 ヶ月間吸入暴露した場合に，骨髄細胞で染色体17 

異常が誘発されたとの報告（Kitaeva et al. 1990）がある．しかしながらこの報告に対しては，実験18 

条件ならびに実験結果の詳細が記載されていないこと，その後に他の研究者によって実施された，19 

さらに高濃度での試験では遺伝毒性はみられていないことなどから，実験内容の確認を行なうこ20 

とができないと指摘されている（Heck &Casanova 2004）． 21 

 ラットに 0.5, 5.9, 14.8 ppm を 6 時間/日，5 日間吸入暴露した試験では，血液中のリンパ球に対22 

して姉妹染色分体交換，染色体異常誘発，分裂指標に影響はみられていない（Klingerman et al. 23 

1984）．ラットに 200 mg/kg を強制経口投与して 16, 24, 30 時間後に観察した試験では，30 時間後 24 

の観察で胃，十二指腸，回腸，結腸の細胞で，局所刺激性を伴って，小核や核の異常がみられて25 

いる（Migliore et al. 1989） 26 

 各系統のマウスにホルムアルデヒドの 30 mg/kg までを腹腔内投与した試験では，骨髄，脾臓，27 

精子細胞に遺伝毒性（小核，染色体異常）は発現していない（Fontignie-Houbrechts, 1981 ; Gocke et 28 

al. 1981; Natarajan et al. 1983）．  29 

 30 

2.8 発がん性 31 

  32 

2.8.1 吸入暴露 33 

 34 

 ラットを用いた試験では鼻腔の腫瘍が観察されているが，マウスやモルモットでは認められて35 
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いない． 1 

ホルムアルデヒドの 0, 2, 5.6, 14.3 ppm を 6 時間/日，5 日/週，24 ヶ月間，雌雄のラットに吸入暴2 

露して，その後さらに 6 ヶ月間観察した試験で，鼻腔の扁平上皮癌の発生頻度が 14.3 ppm 群で対3 

照群よりも増加した．各群での腫瘍の発生率は，雄で 0/118, 0/118, 1/119, 51/117 であり，雌で 0/114, 4 

0/118, 1/116, 52/115 であった（Kerns et al. 1983）．その後，この試験の病理組織標本について，鼻5 

腔の扁平上皮癌の存在部位が精査され，鼻甲介骨の前部ならびに隣接する側部に 57％，中隔部に6 

26％局在していたことが確認されている（Morgan et al 1986c）． 7 

 その後フォローアップ試験が実施され，雄ラットに 0, 0.7, 2, 6, 10, 15 ppm を 6 時間/日，5 日/週，8 

24 ヶ月間，吸入暴露して，腫瘍の発生率を観察するとともに，鼻腔内の 7 部位について上皮細胞9 

の増殖の有無が観察されている．各群における鼻腔の扁平上皮癌の発生率はそれぞれ，0/90, 0/90, 10 

0/90, 1/90, 20/90, 69/147 であり，その発生部位は主として前側鼻道，後側鼻道，中隔であった．そ11 

して，扁平上皮癌の発生には用量－反応関係が明確で，無毒性量は 2 ppm と判断されている12 

（Monticello et al. 1996）． 13 

 ラットに吸入暴露した発がん性試験が別に 3 試験ある． 0, 14.8 ppm を 6 時間/日，5 日/週，214 

年間（Sellakumar et al 1985）， 0, 0.3, 2, 14 ppm を 6 時間/日，5 日/週，28 ヶ月間（Tobe et al. 1985）， 15 

0, 0.3, 2, 15 ppm を 6 時間/日，5 日/週，28 ヶ月間（Kamata et al. 1997）などのスケジュールで実施16 

され，14, 14.8, 15 ppm で鼻腔の扁平上皮がんの発生が増加したことが報告されている． 17 

 雌雄のマウスに吸入暴露した試験（0, 2, 5.6, 14.3 ppm を 6 時間/日，5 日/週，24 ヶ月間暴露して，18 

その後 6 ヶ月間観察）では，24 ヶ月時点の観察で，14.3 ppm 群の雄の 2 例に鼻腔の扁平上皮がん19 

が認められているが，鼻腔の腫瘍発生率は対照群と暴露群の間に有意な差はなかった（Kerns et al. 20 

1983）． 21 

 マウスを用いた別の試験（0, 42, 83, 167 ppm，1 時間/日，3 日/週，35 週間吸入暴露）では，高22 

濃度群は高い死亡率により４週間で暴露は中止されたが，鼻腔に腫瘍は観察されていない（Horton 23 

et al. 1963）． 24 

 88 匹の雄ハムスターに 10 ppm を 5 時間/日，5 日/週，一生涯にわたって暴露（生後 10 週齢から25 

115 週齢の間に暴露したと推察）した試験では，鼻腔・気道での腫瘍発生は対照群との間に差は26 

なかった（Dalbey 1982）． 27 

 28 

2.8.2 経口暴露 29 

 30 

 実験動物に経口暴露した試験では，ホルムアルデヒドが発がん性を示す決定的な証拠はない． 31 

経口暴露での発がん性評価に関する最も総合的な試験は，雌雄のラットに飲水投与した試験で，32 

雄には 0, 1.2, 15, 80 mg/kg，雌には 0, 1.8, 21, 109 mg/kg を 2 年間経口暴露し，いずれの用量におい33 

ても対照群との間で腫瘍発生率に差はなかったことが確認されている（Til et al, 1989）．ラットを34 

用いた別の試験では 0, 0.02, 0.1, 0.5％（0, 10, 50, 300 mg/kg/day に相当）を 2 年間飲水投与してい35 
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るが，いずれの用量においても対照群との間で腫瘍発生率に差はなかった（Tobe et al. 1989）．  1 

 一方， 0, 10, 50, 100, 500, 1000, 1500 mg/L（1500 mg/L は 200 mg/kg/day に相当）をラットに 1042 

週間飲水投与した場合に，造血系の腫瘍が増加したとの報告がある（Soffritti et al. 1989）．1500 mg/L3 

群では白血病の発生率が雄は 22％，雌は 14％（対照群での発生率は雄で 4％，雌で 3％）であっ4 

たと報告されているが，白血病のタイプを分類せずにすべてをまとめていること，また統計学的5 

解析がなされていないこと，さらに非発がん性のエンドポイント（症状観察，摂餌量，飲水量な6 

ど）の成績が提示されていないことなどから，試験全体の質的な評価を行なうことが困難である． 7 

 8 

3. 吸収，分布，代謝，排泄 9 

 10 

 ホルムアルデヒドはすべての細胞における必須の代謝中間体で，セリン，グリシン，メチオニ11 

ンなどのアミノ酸を代謝する際に産生され，また N-，S-，O-メチル化合物の脱メチル化の際に産12 

生される（ATSDR 1999）．ホルムアルデヒドに暴露されていないヒトにおける血液中ホルムアル13 

デヒド濃度は約 2 μg/g である（Heck et al 1985）． 14 

ホルムアルデヒドの代謝経路を図 V.1 に示す． 15 

ホルムアルデヒドの主要代謝酵素はホルムアルデヒド脱水素酵素で，哺乳動物の多くの組織に16 

広く存在し，ラットでは特に鼻腔粘膜（呼吸上皮，嗅上皮）に存在して，ホルムアルデヒドとグ17 

ルタチオン抱合に関与している．  18 

ホルムアルデヒドはグルタチオン抱合によりヒドロキシメチルグルタチオン（Ⅱ）になり，つ19 

いで，NAD+依存性ホルムアルデヒド脱水素酵素によって，S－ホルミルグルタチオン（Ⅲ）に酸20 

化される．その後，S－ホルミルグルタチオンは S－ホルミルグルタチオン加水分解酵素によって21 

ギ酸塩（Ⅳ）に代謝される（Swenberg et al 1983）．ギ酸塩に代謝されたのち，炭素原子はさらに酸22 

化されて二酸化炭素になるか，あるいはプリンやチミジンなどのアミノ酸と結合してテトラヒド23 

ロ葉酸依存の一炭素生合成過程（one-carbon biosynthetic pasways）に関与する． 24 

吸入されたホルムアルデヒドのほとんどは，上部気道の最初の接触部位に可逆的に吸着し，吸25 

収される（Heck et al 1983, Swenberg et al 1983, Patterson et al 1986）．げっ歯類動物は鼻呼吸である26 

ことから，ホルムアルデヒドは鼻腔内に吸着し，吸収されるのに対して，サルやヒトでは口－鼻27 

呼吸をするために，鼻腔，口腔，気管，気管支に吸着し，吸収される（Monticello et al 1991）．吸28 

収されたホルムアルデヒドは，ホルムアルデヒド脱水素酵素で代謝されない場合には，タンパク29 

や DNA と結合して巨大分子を形成する． 30 

 吸着が最初の接触部位に限定されること，そして急速に代謝されることから，高濃度のホルムア31 

ルデヒドの大気暴露をうけても血液中ホルムアルデヒド濃度が上昇しないことが，ヒトや実験動32 

物で確認されている（Heck et al 1985, Casanova et al 1988）． 33 

 実験動物における循環血中のホルムアルデヒドの半減期は約 1 分から 1.5 分である．ホルムア34 

ルデヒドは急速な代謝をうけて，暴露後は直ちに呼気中に二酸化炭素として放出される．ホルム35 
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アルデヒドの消失に関わるその他の経路はギ酸の尿中排泄である（Johansson & Tjälve 1978, Heck 1 

et al 1983, Billings et al 1984, Keefer et al 1987, Upreti et al 1987, Bhatt et al 1988）． 2 

  3 

ホルムアルデヒド  (I)

C
H

H
O

γ-Glu-Cys-Gly

S CH2OH

ホルムアルデヒド脱水素酵素
　（アルコール脱水素酵素クラスⅢ）

NAD+

γ-Glu-Cys-Gly

SH

γ-Glu-Cys-Gly

SH

γ-Glu-Cys-Gly

S CHO

HCOONa

CO2

尿中排泄 呼気中排泄

生体高分子との直接的反応

グルタチオン

ヒドロキシメチルグルタチオン  (II)

NAD　＋　H+

ミトコンドリア及び
アルデヒド脱水素酵素

S-ホルミルグルタチオン加水分解酵素

グルタチオン
One-carbon pool
プリン合成

ギ酸塩  (IV)

S-ホルミルグルタチオン  (III)

 4 

図 V.1 ホルムアルデヒドの代謝経路 5 

（新エネルギー・産業技術総合開発機構，有害性評価書 No.71 ホルムアルデヒド 2003 より） 6 

 7 

4. ヒトに対する影響 8 

 9 

4.1 症例報告および臨床試験 10 

 11 

 ホルムアルデヒドの急性吸入暴露による死亡発現は確認されていない．ホルムアルデヒドの経12 

口摂取による口腔粘膜や消化管粘膜の潰瘍，障害が報告されている（Kochlar et al 1986, Nishi et al 13 
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1988）． 1 

家庭用品，個人用ケアー用品，歯科用品，衣類，織物，紙幣，医療用器具に含まれるホルムア2 

ルデヒドに起因した，全身性アレルギー反応（アナフィラキシーなど）や，局所性アレルギー反3 

応（接触性皮膚炎など）がしばしば報告されている（Maurice et al 1986, Feinman 1988, Ebner & Kraft 4 

1991, Norton 1991, Flyvholm & Menné 1992, Fowler et al 1992, Ross et al 1992, Vinvenzi et al 1992, 5 

Bracamonte et al 1995, El Sayed et al 1995, Wantke et al 1995）． 6 

志願者に 0.25-3.0 ppm のホルムアルデヒドを短期間暴露した臨床試験の多くで，眼，鼻，喉に7 

対する軽度－中等度の刺激性が報告されている（Andersen & Mølhave 1983, Sauder et al 1986, 1987, 8 

Schachter et al 1986, Green et al 1987, 1989, Witek et al 1987, Kulle 1993, Pazdrak et al 1993）． 9 

志願者に 0.25 ppm のホルムアルデヒドを吸入暴露した場合に，鼻腔前部での粘液線毛クリアラ10 

ンスが減少したことが報告されている．健常人，喘息患者ともにホルムアルデヒドの 3.0 ppm ま11 

での濃度を 3 時間以内に暴露した場合には，肺機能に対する影響は臨床検査では観察されていな12 

い（Day et al 1984, Sauder et al 1986, 1987, Schachter et al 1986, 1987, Green et al 1987, Witek et al 1987, 13 

Harving et al 1990）．  14 

 15 

4.2 疫学研究 16 

 17 

4.2.1 呼吸器系への刺激と肺機能 18 

 19 

 ホルムアルデヒドの職業暴露ならびに一般環境での暴露における，気道への刺激と肺機能に及20 

ぼす影響が検討されている． 21 

ホルムアルデヒドを含む樹脂製造工場，化学工場，家具製造，木材製造に従事する労働者（3822 

－84 人）で，ホルムアルデヒド暴露によって，眼や気道への刺激が高頻度に生じると報告されて23 

いる（Kilburn et al 1985, Alexandersson & Hedenstierna 1988, 1989, Holmström & Wilhelmsson 1988, 24 

Malaka & Kodama 1990, Holness & Nethercott 1989）．これらの調査でのホルムアルデヒドの平均暴25 

露濃度は 0.17 ppm 以上であった． 26 

ホルムアルデヒド製造工場の労働者 70 名（1－36 年間暴露，平均 10.4 年）の TWA（時間荷重27 

平均値）濃度の 0.24 ppm（0.04－0.4 ppm）で鼻腔に病理組織学的変化（線毛の消失，杯細胞の過28 

形成，立方・扁平上皮細胞化生など）が生じている（Holmström et al 1989a，表 V.5）．ホルムア29 

ルデヒド製造工場の労働者 70 名（FA 群）と，家具製造工場の労働者 100 名（WD-FA 群）につい30 

て，鼻腔上皮組織の病理組織学的検査が実施された．FA 群では暴露期間は 1－36 年（平均 10.431 

年）で，暴露濃度は 0.04－0.4 ppm（平均 0.24 ppm）であった．環境中のホルムアルデヒドは四季32 

を通じて測定し，平均は 0.07 ppm で，夏季では 0.07－0.14 ppm であった．病理組織学的検査は 033 

から 8 までのスコア（0：正常，1：線毛を欠く重層円柱上皮，3：線毛を欠く重層扁平上皮，4：34 

顕著な角質層を伴う重層扁平上皮，6-7：上皮の異形成，8：癌）で評価した．FA 群では検査スコ35 
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アが 2.16 で，対照群（スコア：1.56）と比較して統計学的に有意であった．なお，ホルムアルデ1 

ヒドの濃度別で比較した場合には，FA 群と対照群の間に差はなく，また腫瘍は観察されていない．2 

WD-FA 群（スコア：2.07）では全例での比較ならびに濃度別での比較のいずれにおいても対照群3 

との間に有意差はみられていない． 4 

 5 

表 V.5 鼻腔上皮組織の病理組織学的検査 6 

 ホルムアルデヒド濃度 ppm 例数 病理組織学的検査スコア 
対照群 0.07 32 1.56 
FA 群 0.24±0.13 (0.04-0.4) 62 2.16* 
WD-FA 群 0.20±0.04 (0.16-0.24) 89 2.07 
FA 群 0.08－0.2 22 2.14 
 0.2－0.4 21 1.90 
 0.4－ 17 2.35 
WD-FA 群 0.08－0.2 20 2.10 
 0.2－0.4 45 2.07 
 0.4－ － － 
FA 群：ホルムアルデヒド製造工場の労働者 7 

WD-FA 群：家具製造工場の労働者 8 

*：p<0.05                                                   Holmström et al 1989a を改変 9 

 10 

 ホルムアルデヒド暴露によって肺機能が低下したとの報告がある（Alexandersson & Hedenstierna 11 

1989）が，多数の労働者について調査した試験（平均濃度 2 ppm 以上の暴露）では肺機能の低下12 

はみられていない（Horvath et al 1988, Nunn et al 1990, Holness & Nethercott 1989）． 13 

 米国ミネソタで一般住民約 2000 人（喫煙者，受動喫煙者，非喫煙者）を対象として，眼，鼻・14 

喉の刺激性に対する反応が調査されている．ホルムアルデヒド暴露が 0.1 ppm 以下の場合に眼，15 

鼻，喉の刺激性を感じたひとの割合は，眼の場合は 1-2％，鼻あるいは喉の場合は 2-11％であった．16 

一方，0.3 ppm 以上での暴露では，それぞれ 86-93％（眼），74-92％（鼻・喉）であった（Ritchie & 17 

Lehnen 1987）． 18 

 19 

4.2.2 免疫系に対する影響 20 

 21 

 ホルムアルデヒドを含む製品に起因した全身性あるいは局所性のアレルギー反応に関する症例22 

報告がある（Feinman 1988, Bardana & Montanaro 1991, Stenton & Hendrick 1994）． 23 

ホルムアルデヒドは気道に対する刺激性があり，ホルムアルデヒドの吸入で生じた気管支喘息24 

には免疫系が関与していると推察している報告がいくつかある．経皮暴露に関して，感受性の高25 

い個人では 30 mg/L 未満でも接触性皮膚炎が生じることがある．北米における調査では接触性皮26 

膚炎の患者の 10％未満は，ホルムアルデヒドに対して免疫学的に過敏になっていると思われる27 
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（CANADA-EC/HC 2001，IPCS-CICAD 2002）． 1 

 2 

4.2.3 遺伝毒性 3 

 4 

 ホルムアルデヒドの職業暴露をうけた個人に関する調査で，頬粘膜や鼻腔粘膜の細胞で小核が5 

増加したとの報告（Ballarin et al 1992, Suruda et al 1993, Kitaeva et al 1996, Titenko-Holland et al 1996, 6 

Ying et al 1997）や，末梢リンパ球で遺伝毒性（染色体異常，姉妹染色分体交換）がみられたとの7 

報告（Suskov & Sazonova 1982, Bauchinger & Schmid 1985, Yager et al 1986, Dobiáš et al 1988, 1989, 8 

Kitaeva et al 1996）がある．一方で，遺伝毒性はみられなかったとの報告（Fleig et al 1982, Thomson 9 

et al 1984, Vasudeva & Anand 1996, Zhitkovich et al 1996）もある．得られたデータから，ホルムアル10 

デヒドは最初に接触する部位で弱い遺伝毒性を示すと考えられる．  11 

 12 

4.2.4 発がん 13 

 14 

 職業暴露における疫学研究で，ホルムアルデヒドと各種器官のがんとの関連が詳細かつ広範に15 

調査されているが，ホルムアルデヒド暴露による腫瘍発生が増加したとの説得力のある証拠はな16 

い．病理学研究者，死体防腐処理従事者，工場労働者に関する 30 試験以上の症例対照試験，コホ17 

ート試験がある．それぞれの試験の概要を表 V.6，表 V.7 に示す． 18 

ホルムアルデヒドに関する疫学研究のほとんどで気道系のがんとの関連が調べられているが，19 

気道系以外のがん（多発性骨髄腫，非ホジキンリンパ腫，眼球網膜メラノーマ，脳，結合組織，20 

膵臓，白血病，造血系組織，結腸）のリスクが増加したとの報告がいくつかある．しかしながら21 

気道系以外のがんのリスクの増加は散発的であり，一貫性はみられていない．第 3 節で述べたよ22 

うに，実験動物とヒトにおけるトキシコキネティクス（毒性発現量での吸収，分布，代謝，排泄23 

の研究）の結果から，吸入されたホルムアルデヒドのほとんどは上部気道に吸着し，吸収される24 

ため，高濃度の吸入暴露を受けた場合にも血液中濃度が上昇しないことが確認されている．した25 

がって，気道系以外のがんは障害性の判断基準として適切ではなく，疫学研究では鼻腔と肺にお26 

けるがんの発生についての評価を行なうことが重要であると，IPCS やカナダ政府は判断している27 

（CANADA-EC/HC 2001，IPCS-CICAD 2002）． 28 

 症例対照研究の多くでは鼻咽腔がんのリスクは増加していないが，10－25 年間暴露をうけた労29 

働者に関する研究の 4 つのうちの 3 つで発がんリスクが増加したと報告されている（Vaughan et al 30 

1986b, Roush et al 1987）．鼻腔の扁平上皮がんとの関係を調査した別の 3 研究のうちの 2 試験では31 

有意な増加はみられず（Olsen & Asnaes 1986, Hayes et al 1990），残りの 1 試験では増加していなか32 

った（Luce et al., 1993）．ホルムアルデヒド暴露と鼻腔の腺がんの関連を調査した報告が 1 報ある33 

が，統計学的に有意な増加はなく，木材粉塵の存在で悪化したと推察されている（Luce et al., 1993）．34 

症例対照研究のほとんどで肺がんの増加はみられていない（Bond et al 1986, Gérin et al 1989, 35 
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Brownson et al 1993, Andjelkovich et al 1994）． 1 

ホルムアルデヒド暴露をうけた病理学研究者・解剖学研究者，工場労働者を対象としたコホー2 

ト研究では，鼻咽腔腫瘍のリスク増加との間に説得力のある証拠はほとんどない． 3 

衣類製造工場の労働者 11000 人に関するコホート研究では，鼻腔，気管，気管支，肺，頬粘膜，4 

咽頭の腫瘍の増加はなかった（Stayner et al. 1988）． 5 

英国の 6 つの化学工場とプラスチック工場で 1965 年以前に雇用された 14000 人の労働者に関す6 

る コホート研究では，2 ppm 以上の暴露は 35％であったが，鼻腔腫瘍の発生は期待値 1.7 に対し7 

て，1 人の発生であり，頬腔，咽頭，肺の腫瘍の増加はみられなかった（Gardner et al. 1993）． 8 

米国の 10 工場に 1966 年以前から雇用された労働者 26561 人に関するコホート研究（2 ppm 以9 

上の暴露は 4％）では，ホルムアルデヒドの職業暴露に関連した腫瘍による死亡の増加はないと10 

報告されている（Blair et al. 1986）． 11 

 1975 年から 1991 年に公表された複数の疫学データをもとに行なったメタ分析がふたつあり，12 

鼻腔腫瘍の累積危険度の有意な増加はなかったとする報告（Blair et al. 1990b）と，副鼻腔腫瘍の13 

累積危険度が増加したとの報告（Partanen 1993）がある．このふたつのメタ分析では，ホルムア14 

ルデヒド暴露をうけた専門家では肺がんの累積危険度の有意な増加はなかったとされているが，15 

工場労働者では肺がんの累積危険度が有意ではないものの増加したとされている． 16 

 さらに新しい研究として，1975 年から 1995 年に公表された症例対照研究とコホート研究をも17 

とに，鼻咽腔と肺の腫瘍による死亡の累積危険度が解析され，それぞれの相対危険度が 0.3（95％18 

信頼区間は 0.1-0.9）と，1.8（95％信頼区間は 1.4-2.3）であり，ホルムアルデヒド暴露と鼻咽腔腫19 

瘍には関連はないと結論している（Collins et al. 1997）． 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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表 V.6 症例対照試験の概要 1 

対象試験 暴露状況 オッズ比（95％信頼区間） 出典，IPCS によるコメント 

米国 SEER 調査* 職業暴露 1-9 年 0.6 (0.3-1.0) Vaughan et al 1986a 

口腔咽喉頭部腫瘍 職業暴露 10 年以上 1.3 (0.7-2.5) 異なった集団にインタビューしていること 

  鼻咽腔腫瘍 一般住民の暴露 10 年未満 2.1 (0.7-6.6) Vaughan et al 1986b 

   一般住民の暴露 10 年以上 5.5 (1.6-19.4) 移動住居の住民の暴露状況は不正確 

デンマーク 職業暴露（木材粉塵なし） 2.0 (0.7-5.9) Olsen and Asnaes 1986 

鼻腔扁平上皮がん   木材粉塵に関する交絡の調整が不十分 

米国  高暴露カテゴリー 2.3 (0.9-6.0) Roush et al 1987 

 鼻咽腔腫瘍 68才以上で死亡した高暴露 4.0 (1.3-12)  

イタリア 職業暴露の可能性ある集団 1.6 (0.9-2.8) Merletti et al 1991 

 口腔咽頭部腫瘍 職業暴露が確実な集団 1.8 (0.6-5.5) 暴露が確実な例は少数 

米国 SEER 調査* 高濃度職業暴露 2.0 (0.2-19.5) Wortley et al 1992 

 喉頭部腫瘍 職業暴露 10 年以上 1.3 (0.6-3.1)  

フランス 暴露の可能性ある男性 0.96(0.38-2.42) Luce et al 1993 

鼻・副鼻腔の腫瘍 暴露期間 20 年未満の男性 1.09(0.48-2.50) 木材粉塵暴露が交絡因子として可能性あり 

 暴露期間 20 年以上の男性 0.76(0.29-2.01)  

フィリピン 暴露期間 15 年未満 2.7 (1.1-6.6) West et al 1993 

 鼻咽腔腫瘍 暴露期間 25 年未満 2.7 (1.1-6.6) 鼻咽腔腫瘍と関連あるウイルス抗体の有無 

 暴露期間 25 年以上 2.9 (1.1-7.6) についての調整がされていない 

米国化学工場労働者 職業暴露の可能性あり 0.62 (0.29-1.36) Bond et al 1986  （肺がん対象） 

カナダ 長期高濃度職業暴露 1.5 (0.8-2.8)/ Gèrin et al 1989 

 肺がん （がん対照/集団対照） 1.0 (0.4-2.4)  

 肺（腺がん） 長期高濃度職業暴露 2.3 (0.9-6.0)/  

 （がん対照/集団対照） 2.2 (0.7-7.6)  

米国 肺がん 暴露の可能性ある非喫煙者 0.9 (0.2-3.3) Brownson et al 1993 

米国  職業暴露 0 年 1.31 (0.93-1.85) Andjelkovich et al 1994 

 自動車工場労働者 職業暴露 10 年 1.04 (0.71-1.52)  

 肺がん 職業暴露 15 年 0.98 (0.65-1.47)  

 職業暴露 20 年 0.99 (0.60-1.62)  

米国 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ試験 暴露の可能性あり 1.8 (0.6-5.7) Boffetta et al 1989   （多発性骨髄腫対象） 

デンマーク 職業暴露の男性 1.1 (0.7-1.6) Heineman et al 1992 

 多発性骨髄腫 職業暴露の女性 1.6 (0.4-5.3) Pottern et al 1992 

米国 低度暴露 1.2 (0.9-1.7) Blair et al 1993 

非ホジキンリンパ腫 高度暴露 1.3 (0.5-3.8)  

米国 眼球の黒色腫 暴露経験あり 2.9 (1.2-7.0) Holly et al 1996 

*：National Cancer Institute の疫学調査プログラムで，特定の地域で発生するがん症例を組織的に登録する． 2 
（IPCS-CICAD 2002 を改変） 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 
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表 V.7 コホート研究の概要 1 

対象試験 腫瘍のタイプ リスク算定（95％信頼区間） 出典，IPCS によるコメント 

男性解剖学研究者 脳 SMR = 270 (130-500) Stroup et al 1986 

 白血病 SMR = 150 (70-270) 他の化合物暴露の可能性があるが， 

 他のリンパ組織 SMR = 200 (70-440) 暴露の定量データを欠く 

 鼻・副鼻腔 SMR = 0 (0-720)  

 喉頭 SMR = 30 (0-200)  

 肺 SMR = 30 (1-50)  

研磨剤製造工場 多発性骨髄腫 SIR = 4 (0.5-14) Edling et al 1987 

男性労働者 リンパ腫 SIR = 2 (0.2-7.2) 2 つのケースでいずれも増加 

 膵臓 SIR = 1.8 (0.2-6.6)  

 肺 SIR = 0.57 (0.1-2.1)  

衣類製造工場 頬腔 SMR = 343(118-786)* Stayner et al 1988 

労働者 結合組織 SMR = 364(123-825)*  

 気管，気管支，肺 SMR = 114(86-149)*  

 咽頭 SMR = 111(20-359)*  

樹脂製造工場 食道 SMR = 134 Bertazzi et al 1989 

労働者 胃 SMR = 164 低濃度暴露の少数例のコホートで， 

 肝臓 SMR = 244 観察期間中の死亡はほとんどない 

 肺 SMR = 69  

男性病理学研究者 頬腔・喉頭 SMR = 52(28-89) Matanoski 1989 

 呼吸器系 SMR = 56(44-77)  

 咽頭喉頭部 SMR = 470(97-1340)  

 膵臓 SMR = 140(104-188)  

 白血病 SMR = 168(114-238)  

死体埋葬業 頬腔・喉頭 PMR = 120 (81-171) Hayes et al 1990 

男性従事者 鼻咽頭 PMR = 216 (59-554)  

 リンパ・造血系 PMR = 139(115-167)  

 結腸 PMR = 127(104-153)  

 気管，気管支，肺 PMR = 94.9  

1965 年以前に雇用 肺 SMR =123(110-136) Gardner et al 1993 

された化学工場の 頬腔 SMR =137 (28-141) 35％は 2 ppm 以上の暴露 

労働者 咽頭 SMR = 147 (59-303)  

単一工場 肺 SMR = 126 (107-147) 2 ppm 以上の暴露 

工場男性労働者 鼻腔 SPIR = 2.3 (1.3-4.0) Hansen & Olsen 1995 

 鼻・咽頭 SPIR = 1.3 (0.3-3.2)  

 肺 SPIR = 1.0 (0.9-1.1)  

 喉頭 SPIR = 0.9 (0.6-1.2)  

 口腔・咽頭 SPIR = 1.1 (0.7-1.7)  

 鼻腔 SPIR = 3.0 (1.4-5.7) ベースライン以上の暴露の場合 

SMR = standardized mortality ratio; SIR = standardized incidence ratio; PMR = proportionate mortality ratio; 2 
SPIR = standardized proportionate incidence ratio; *：90％信頼区間，       （IPCS-CICAD 2002 を改変） 3 
 4 

 5 
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表 V.7 コホート研究の概要（続き） 1 

対象試験 腫瘍のタイプ リスク算定（95％信頼区間） 出典，IPCS によるコメント 

自動車製造工場 頬腔・咽頭 SMR = 131 (48-266) Andjelkovich et al 1995 

男性労働者 気管，気管支，肺 SMR = 120 (89-158) 25％は 1.5 ppm 以上の暴露 

工場労働者 鼻咽頭 SMR = 270 Blair et al 1986     0.1 ppm 以上の暴露

白人男性  SMR = 530 累積暴露 0 ppm/年

  SMR = 271 累積暴露 0.5 ppm 以下/年

  SMR = 256  累積暴露 0.51-5.5 ppm/年

  SMR = 433  累積暴露 5.5 ppm 以上/年

工場労働者 鼻咽頭 SMR = 0 Blair et al 1987    累積暴露 0 ppm/年

白人男性  SMR = 192 累積暴露 0.5 ppm 未満/年

微粒子の複合暴露  SMR = 403 累積暴露 0.5-5.5 ppm/年

  SMR = 746 累積暴露 5.5 ppm 以上/年

工場労働者 鼻咽頭 SMR = 517 Collins et al 1988                <1 年

白人男性  SMR = 218 >1 年

  SMR = 1031 単一工場で微粒子複合暴露

工場労働者 鼻咽頭 SMR = 768 Marsh et al 1996                 <1 年

白人男性  SMR = 1049 >1 年

工場労働者 肺 SMR = 111(96-127) Blair et al 1986     0.1 ppm 以上の暴露

白人男性  SMR = 132 20 年以上の暴露

  SMR = 68 (37-113) 0 ppm/年

  SMR = 122 (98-150) 0.5 ppm 以下/年

  SMR = 100 (80-124) 0.51-5.5 ppm/年

  SMR = 111 (85-143) 5.5 ppm 以上/年

工場労働者 肺 SMR = 100 Blair et al 1990a     ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ暴露

白人男性  SMR = 140 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞと他の暴露

工場労働者 肺 RR = 1.0 Sterling & Weinkam 1994     <0.1ppm/年

65 才以下の労働者  RR = 1.47 (1.03-2.12)* 0.1-0.5 ppm/年

  RR = 1.08 (0.67-1.70)* 0.5-2.0 ppm/年

  RR = 1.83 (1.09-3.08)* >2.0 ppm/年

65 才以下の  RR = 1.0 <0.1ppm/年

男性労働者  RR = 1.50 (1.03-2.19)* 0.1-0.5 ppm/年

  RR = 1.18 (0.73-1.90)* 0.5-2.0 ppm/年

  RR = 1.94 (1.13-3.34)* >2.0 ppm/年

工場労働者 肺 SMR = 0 Blair & Stewart 1994            <1 年

白人男性  SMR = 110  1-<5 年 

2 ppm 以上/年  SMR = 280  5-<10 年

  SMR = 100  >10 年

工場労働者 肺 SMR = 134 Marsh et al 1996                   <1 年

白人男性  SMR = 119  >1 年

工場労働者 肺 RR = 1.00 Callas et al 1996               0 ppm/年

白人男性   RR = 1.46(0.81-2.61) 0.05-0.5 ppm/年

  RR = 1.27(0.72-2.26) 0.51-5.5 ppm/年

  RR = 1.38(0.77-2.48) >5.5 ppm/年

SMR = standardized mortality ratio; RR = relative risk; *：90％信頼区間 2 
                              （IPCS-CICAD 2002 を改変） 3 



V-24

5. 職業暴露による白血病誘発に関する論争 1 

 2 

5.1 白血病が増加したとの報告 3 

 4 

 IARC が 2004 年にホルムアルデヒドの発がん性分類をグループ 1（ヒトに対して発がん性があ5 

る）に変更した際に根拠にしたとされる 4 文献（Hauptmann et al. 2003, Coggan et al 2003, Hauptmann 6 

et al 2004, Pinkerton et al 2004）のうちで，ホルムアルデヒド暴露によって白血病が増加したと報じ7 

たものが 2 報ある（Hauptmann et al. 2003, Pinkerton et al 2004）．ホルムアルデヒド暴露と白血病の8 

間に関連はなかったとする報告（Coggan et al 2003）とあわせて，これら 4 報の概要を以下に示す． 9 

 1966 年から 1994 年まで米国の 10 工場のいずれかに雇用された 25619 名の労働者に関するコホ10 

ート研究で，ホルムアルデヒド暴露とリンパ・血液系腫瘍の関係を調べた．リンパ・血液系腫瘍11 

による死亡は 178 例で，白血病（69 例死亡）のうちの骨髄性白血病（30 例死亡）の相対危険度が12 

増加した．低濃度暴露（0.1-1.9 ppm）の労働者と比較して，2.0-3.9 ppm 暴露の労働者や 4.0 ppm13 

以上の暴露をうけた労働者における骨髄性白血病による死亡率の相対危険度はそれぞれ 2.4314 

（95％信頼区間：0.81-7.25），3.46（95％信頼区間：1.27-9.43）であった（Hauptmann et al. 2003）． 15 

 米国の 3 繊維工場でホルムアルデヒドを 3 ヶ月以上暴露された労働者 11039 人の死亡率を調査16 

している．全死亡原因（2206 人死亡）からの標準化死亡比（0.92，95％信頼区間：0.88-0.96），な17 

らびに全腫瘍死亡からの標準化死亡比（0.89，95％信頼区間：0.82-0.97）は，米国全体での死亡推18 

計値よりも低かった．統計学的には有意でないものの，骨髄性白血病による死亡率（15 人死亡，19 

標準化死亡比：1.44，95％信頼区間：0.80-2.37）の増加がみられ，10 年以上あるいは 20 年以上の20 

暴露をうけた労働者で死亡率は高かった．鼻や鼻咽腔の腫瘍は観察されていない．気管，気管支，21 

肺の腫瘍による死亡は増加していない（Pinkerton et al 2004）． 22 

 ホルムアルデヒドを製造/使用する英国の 6 工場で，1937 年以降に雇用された 14014 人の労働者23 

に関する 11 年間の追跡調査が実施されている．2000 年 12 月までの追跡調査で 5185 人が死亡し，24 

死亡原因には副鼻腔の腫瘍（2 人，予測値は 2.3 人），鼻咽腔腫瘍（1 人，予測値は 2.0 人）が含ま25 

れている．全国民のデータと比較して，肺がんによる死亡はホルムアルデヒド高暴露（2 ppm よ26 

りも高い濃度）で増加し，標準化死亡比（Standardized mortality ratio）は 1.58（95％信頼区間は27 

1.40-1.78）であった．なお統計学的には有意でないものの，高暴露時間が長くなるにつれて肺が28 

んによる死亡リスクの減少がみられている（Coggan et al 2003）． 29 

 ホルムアルデヒドを製造/使用する米国の 10 工場に 1994 年まで雇用されていた労働者 25619 人30 

に関する長期の追跡調査が実施されている．米国民全体の死亡率と比較して， ホルムアルデヒド31 

暴露，非暴露での固形がんによる死亡率（標準化死亡比はそれぞれ 0.91, 0.78）は予測値よりも有32 

意に低値であった．鼻咽腔腫瘍（9 人死亡）の相対危険度は，平均暴露強度，累積暴露量，最高33 

ピーク暴露量，暴露期間に従って増加した．ホルムアルデヒド暴露と肺がん（744 人死亡），膵臓34 

がん（93 人死亡），脳腫瘍（62 人死亡）には関連はなかった．前立腺がん（145 人死亡）の相対35 
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危険度が高かったが，傾向に一貫性はなかった（Hauptmann et al 2004）． 1 

 2 

5.2 白血病増加の報告に対する反論 3 

 4 

 IARC が 2004 年にホルムアルデヒドの発がん性分類をグループ 1 に変更した際に根拠とした疫5 

学研究の 4 文献のうちのふたつ（Hauptmann et al 2003, Pinkerton et al 2004）で，白血病が増加した6 

と報じている．これらの報告に対して，彼らと同じデータを同じ手法で検証したところ，ホルム7 

アルデヒド暴露と白血病の間には因果関係はなかったとの報告がある（Cole & Axten 2004, Collins 8 

& Lineker 2004, Marsh & Youk 2004）． 9 

 Cole と Axten（2004）は Hauptmann ら（2003）の論文に対して，オリジナルの論文（Blair et al1986）10 

で用られた分類方法（0, <0.1, 0.1-0.4, 0.5-1.9, >2.0 ppm）と異なった分類（0, 0.1-1.9, 2.0-3.9, ≥4.0 11 

ppm）をしたことの不整合や，今回新たに設けた分類に課題があると指摘し，オリジナルの分類12 

方法に従って標準化死亡比で比較する場合にはリスクは増加していないと指摘している．そして，13 

比較する際には各論文の内部比較（internal comparisons）をするのではなく，外部比較（external 14 

comparisons）を行なうほうがよいとコメントしている．また，Pinkerton ら（2004）の論文に対し15 

ては，全死亡原因の標準化死亡比（0.92, 95％信頼区間：0.88-0.96），全腫瘍死亡率（0.89, 95％信16 

頼区間：0.82-0.97），各種の腫瘍による死亡率の成績から，腫瘍の発生増加がないことは明らかで17 

あるとしたうえで，白血病による死亡（24 人）のなかの骨髄性白血病と分類された 15 人のうち18 

に，急性白血病による死亡の 9 人が含まれていることや，暴露濃度の評価が正確でないことを指19 

摘している．そして Hauptmann ら（2003），および Pinkerton ら（2004）の論文は疫学研究の因果20 

関係を明らかにするための４つの判断基準（1st:replicability, 2nd:strength, 3rd:coherence, 4th:response 21 

to manipulation）に合致していないと指摘し，“これらの研究は信頼性を欠く”とコメントしてい22 

る．一方，Coggon ら（2003）の論文に関しては，オリジナル報告の 99％をフォーローアップして23 

おり，その解析は正確で強固なものであると評価している． 24 

Collins と Lineker（2004）は Hauptmann ら（2003），Pinkerton ら（2004）の論文を含む 1975 年25 

から 2004 年までに公表されたホルムアルデヒドの疫学研究論文をレビューしている．そして，こ26 

れらの個々の論文における白血病の相対危険度の信頼区間はすべて 1.0 を含んでいることと，そ27 

れらを合計したメタ相対危険度は 1.1（95％信頼区間：1.0-1.2）であることから，いずれの報告に28 

おいても白血病が増加したことを示す根拠はないとしている．Hauptmann ら（2003）の論文に関29 

しては，暴露レベルをオリジナルの方法（Blair et al 1986）で分類した場合には，標準化死亡比の30 

増加はみられなかったとしている．Pinkerton ら（2004）の論文に関しては，彼らの報告よりも高31 

い暴露を受けた労働者に関する研究（Coggan et al 2003）で白血病の増加がないこととの不整合を32 

指摘している．そして，小集団の疫学調査ではリスクが高く評価されやすいなどの，“偏り”が生33 

じることや，疫学横断研究で比較する際には内部比（internal rate）ではなく，外部比（external rate）34 

を用いるほうがよいとコメントして，これらの疫学データは白血病発生に関しての横断研究とし35 
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ては一貫性がないと評価している．Collins（2004）はさらに，Pinkerton ら（2004）の論文を掲載1 

した雑誌に反論を寄稿しているが，Pinkerton らや Hauptmann らからの反応は得られていない． 2 

 Marsh と Youk（2004）は Hauptmann ら（2003）の論文と同じデータベースについて，Hauptman3 

らの解析手法や別の解析手法を用いて再評価を行なっている．Hauptmann らが用いた内部比較4 

（internal comparisons）では，ホルムアルデヒドの高暴露で白血病が増加した結果が得られるが，5 

外部比較（external comparisons）を行なうと，ホルムアルデヒドの高暴露の場合にも標準化死亡比6 

は 1.0 に近接しており，ホルムアルデヒド暴露と白血病発症には関連はないとコメントしている．7 

そして，Hauptmann らの行なったカテゴリー分類に課題があることも指摘している． 8 

また Heck と Casanova（2004）はホルムアルデヒド暴露と白血病発症の関連について以下のよ9 

うにコメントしている．すなわち，ホルムアルデヒドの暴露をうけた場合に，1）ラット，サル，10 

ヒトで血液中ホルムアルデヒド濃度が増加しないこと，2）ラットやサルの骨髄細胞で DNA－タ11 

ンパク架橋形成がないこと，3）グルタチオン欠乏ラットの骨髄細胞でタンパク付加体や DNA－12 

タンパク架橋形成がないこと，4）マウス，ラット，ハムスターを用いた発がん性試験で白血病が13 

誘発されていないこと，5）ラットの骨髄細胞で染色体異常が誘発されないこと，などの生物学的14 

証拠から，ホルムアルデヒドは白血病を発症させることはないとしている． 15 

第 1 節で示したとおり，NTP（2005）は第 11 版の発がん物質報告（11th Report on Carcinogens）16 

を 2005 年 1 月 31 日に発表したが，ホルムアルデヒドの評価は 2002 年のものと変更はなく，「ヒ17 

トに対する発がん物質であると合理的に懸念される」の分類であった． 18 

 19 

 6. 毒性発現機序 20 

 21 

 ホルムアルデヒドの吸入暴露で誘発されるラット気道の腫瘍発生に関しては完全には理解され22 

ていない．気道における粘液線毛クリアランスの抑制がラットでは 2 ppm よりも高濃度で発現す23 

ることが確認されている（Morgan et al. 1986a）．ラットの鼻腔組織において，グルタチオンを介し24 

たホルムアルデヒドの代謝が 4 ppm 以上では飽和することが知られている（Casanova & Heck 25 

1987）．このことは， DNA－タンパク架橋形成がこのレベル以上では非直線的に増加することと26 

相関している． 27 

 ホルムアルデヒドによる細胞毒性と変異原性（DNA－タンパク架橋形成が作用強度の指標とし28 

て有用）によって，鼻腔粘膜上皮の再生性増殖が増加し，ラットの鼻腔に腫瘍が誘発されると考29 

えられている．この仮説は，3 つの指標（DNA－タンパク架橋形成，細胞増殖の増加，腫瘍形成）30 

が非直線性の用量反応関係にあること（Monticello et al 1996）と，これらの作用が鼻腔の通路部分31 

に限定してみられることを基本としている（表 V.8，図 V.2）． 32 

 33 

 34 

 35 
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 表 V.8 ホルムアルデヒドによる細胞増殖，DNA－タンパク架橋形成，腫瘍発生の比較（ラット） 1 
細胞増殖（3H チミジン標識細胞 

/mm 基底膜）
1 

DNA－タンパク架橋

形成(pmol 14C ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋ

ﾄﾞ結合/mg DNA/h) 2 

 
鼻部腫瘍発生数

3 
ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ

濃度 ppm 

前側鼻道 後側鼻道 前方中隔 腫瘍高発 腫瘍低発 動物数 前側鼻道 後側鼻道 前方中隔

0 10.11 7.69 6.58 0 0 0/90 0/90 0/90 0/90
0.7 10.53 7.82 8.04 5 5 0/90 0/90 0/90 0/90

2 9.83 11.24 12.74 8 8 0/96 0/96 0/96 0/96

6 15.68 9.96 4.15 30 10 1/90 1/90 0/90 0/90

10 76.79 15.29 30.01 – – 20/90 12/90 2/90 0/90

15 93.22 59.52 75.71 150 60 69/147 17/147 9/147 8/147
1：ラットにホルムアルデヒドを暴露（6時間/日，5日/週，3ヶ月間）して鼻腔上皮の細胞増殖を測定 2 
2：ホルムアルデヒド暴露（6時間/日，5日/週，12 週間）後に，鼻腔粘膜の DNA－タンパク架橋形成を測定 3 
3：ホルムアルデヒド暴露（6時間/日，5日/週，24 ヶ月間）後の腫瘍発生匹数   （IPCS-CICAD 2002 を改変） 4 
 5 

 6 

 7 

図 V.2 DNA-タンパク架橋形成（DPC），細胞増殖（ULLI），鼻腔扁平上皮がん発生に関する濃度－8 

反応曲線（ラット） 9 
 DPC：pmol 14C ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ結合/mg DNA/h，ULLI(Unit Length Labeling Index)：3H チミジン標識細胞/mm 基底膜 10 

(OECD-SIDS 2002 を改変) 11 

 12 

粘膜上皮細胞に対する障害の結果として生じる細胞増殖の増加が，腫瘍への進展の決定因子で13 

ある．ラットにホルムアルデヒドを吸入暴露する場合に，呼吸上皮に限定して細胞増殖がみられ14 

ることが，多数の短期－中期－長期暴露試験で確認されている（Swenberg et al 1983, Wilmer et al 15 

1987, 1989, Zwart et al 1988, Reuzel et al 1990, Monticello et al 1991, 1996, Casanova et al 1994）．2 ppm16 

以下の濃度をラットに 24 ヶ月間吸入暴露した場合に，鼻腔粘膜上皮の持続的な細胞増殖は観察さ17 

れていない（表 V.8，図 V.2）．このことから，ホルムアルデヒドによるラットの鼻腔上皮細胞の増18 
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殖は，暴露量の累積よりも暴露濃度に依存すると考えられる．そして鼻腔内の増殖反応は特定の1 

部位で発現し，標的細胞の分布に依存するものの，暴露期間との間には直接な関連はすくないと2 

考えられる（Swenberg et al 1986, Monticello et al 1991, Monticello & Morgan 1994）． 3 

 ホルムアルデヒドの暴露をうけていないラット，サル，ヒトにおけるホルムアルデヒドの血液4 

内濃度は約 2 μg/g であり，ラットに 14.4 ppm を 2 時間吸入暴露した場合，サルに 6 ppm を 6 時間5 

/日，5 日/週，4 週間吸入暴露した場合，あるいは志願者に 1.90 ppm を 40 分間吸入暴露した場合6 

のいずれにおいても，血液内濃度は変動しないことが確認されている（Heck et al 1985, Casanova et 7 

al 1988）．また，ラットにホルムアルデヒドの 0.3, 2, 6, 10, 15 ppm を 1 日 6 時間，2 日間吸入暴露8 

した場合，2 ppm 以上で鼻腔の呼吸上皮細胞中の DNA, RNA, タンパクにホルムアルデヒドが取り9 

込まれるものの，骨髄には取り込まれないことが確認されている（Casanova-Schmitz et al 1984a）． 10 

したがって，最初に吸着して吸収された部位でホルムアルデヒドの毒性が発現することは理解11 

しやすい．一方，吸収された部位から離れた部位でホルムアルデヒドの毒性が発現する可能性は，12 

体内動態の観点からは少ないと考えられ，また実験動物での吸入毒性試験においても吸収された13 

部位から離れた部位での毒性は観察されていない（Heck & Casanova 2004）． 14 

 ヒトにおける直接的な証拠はないが，サルに吸入暴露した試験で，呼吸上皮細胞の増殖，嗅上15 

皮細胞の増殖，DNA－タンパク架橋形成が上部気道に限定して観察されている（Monticello et al 16 

1989, Casanova et al 1991）． 17 

同一暴露レベルで比較した場合，DNA－タンパク架橋形成に関する強度はサルではラットより18 

も 1 桁以上も弱い．ラットでは DNA－タンパク架橋形成の累積面積は短期暴露と中期暴露で差は19 

ないことから，急速な修復が生じていると示唆されている（Casanova et al 1994, Casanova-Schmitz et 20 

al 1984b）． 21 

 22 

7. 用量－反応関係 23 

 24 

7.1 吸入暴露 25 

 26 

7.1.1 非発がん影響 27 

 28 

 個人の感受性，暴露状況（温度，湿度，暴露期間，他の刺激物の重複暴露）によって，反応レ29 

ベルは異なるが，適切に計画された試験において，ごく少数のひとたちがホルムアルデヒドの 0.1 30 

ppm 以上の暴露で刺激に対する徴候を経験している（Ritchie & Lehnen 1987 2/4 複写依頼）．この31 

用量は志願者で粘液線毛クリアランスの低下が生じる量（0.25 ppm）や，ホルムアルデヒド暴露32 

をうけた労働者で鼻腔の粘膜上皮に病理組織学的変化が生じる量（0.25 ppm）よりも低い量であ33 

る（CANADA-EC/HC 2001, IPCS-CICAD 2002）． 34 

 35 
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7.1.2 発がん影響 1 

 2 

 用量－反応を解析するためにふたつの方法が用いられている．生物学的事例別モデル3 

（biologically motivated case-specific model）とデフォルトモデル（曲線あてはめ法）である． 4 

 生物学的事例別モデルは用量－反応のモデル化に関する新しい方法で，米国の化学産業毒性研5 

究所（Chemical Industry Institute of Toxicology, CIIT）が提唱し，1999 年にホルムアルデヒドの評価6 

が実施されている（CIIT 1999）．このモデルはその後，ヒトへの予測性を向上させるための改良が7 

行なわれ，最新の概要は以下のとおりである（Conolly et al, 2004）． 8 

1）鼻腔の三次元構造と数値流体力学（computational fluid dynamics）モデルで鼻腔局所のホルムア9 

ルデヒドの量を予測： 10 

ヒトの気道各部位（鼻腔は 20 箇所，下部気道は 25 箇所）での細胞数を算出し，換気量毎に11 

リスクを受ける可能性のある正常細胞数を推定する．そして，ホルムアルデヒドの 0-15 ppm12 

を吸入した際の各部位での細胞分裂定数を求める． 13 

2）二段階クローン発達モデル（two-stage clonal growth model）と，DNA－タンパク架橋形成，細14 

胞障害―細胞増殖との関連： 15 

正常細胞，中間細胞（1 回の変異）のそれぞれについて，細胞分裂定数，変異確率を算出し，16 

腫瘍発生率を予測する．100,000 人あたりの男性の気道系腫瘍年間発生率・死亡率のデータを17 

もとに，ホルムアルデヒドを 80 年間連続暴露された場合の付加リスクを予測する． 18 

 ホルムアルデヒドによる鼻腔の腫瘍，前がん状態に関する濃度－反応関係が二相性の J 型反応で19 

あるとして，発がんリスクを予測している．ホルムアルデヒドの 0.001-0.1 ppm を 80 年間の生涯20 

にわたって連続暴露されたときの非喫煙者の上部気道での発がんリスクは，2.3x10-10から 2.7x10-821 

と算出されている（CIIT 1999, CANADA-EC/HC 2001, IPCS-CICAD 2002）． 22 

 生物学的事例別モデルと比較するために，デフォルトモデルで，TC05（5％腫瘍増加率）が 7.9 ppm23 

（95％信頼区間下限は 6.6 ppm）と算出されている．なお，IPCS，カナダ政府はデフォルト法より24 

も生物学的事例別モデルのほうが好ましいと評価し，米国 EPA の研究者（2001）も同様に評価し25 

ている（CANADA-EC/HC 2001, Overton et al 2001, IPCS-CICAD 2002, Meek 2004）． 26 

 生物学的事例別モデル（CIITモデル）を用いてのホルムアルデヒドのリスク評価はその後もCIIT27 

にて継続されている．ヒトに対して約 1 ppm までを 80 年間の生涯にわたって吸入暴露した場合，28 

気道系の発がんリスクはない（陰性かゼロ）と予測され，非発がん影響を防御することで発がん29 

リスクは防御できると判断されている（Kimbell et al 2001, Conolly et al, 2002, 2003, 2004）． 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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7.2 経口暴露 1 

 2 

7.2.1 非発がん影響 3 

 4 

ホルムアルデヒドの経口摂取での非発がん影響に関するデータは，吸入暴露よりも限定されて5 

いる．ホルムアルデヒドはその高い反応性のため，最初の接触部位（消化管）での非発がん効果6 

は，累積（合計）摂取量よりも濃度に依存する．ラットの短期，中期，長期反復投与毒性試験の7 

前胃に対する無毒性量（10, 15, 25 mg/kg/day）から，経口摂取におけるホルムアルデヒドの耐容用8 

量，あるいは暴露マージンを算出することが可能である． 9 

 10 

7.2.2 発がん影響 11 

 12 

 経口摂取でのホルムアルデヒドの発がん性の証拠がないことから，暴露－反応に関する分析を13 

行なうことは適切ではないと考えられる． 14 

 15 

8. CRM の見解 16 

 17 

 ホルムアルデヒドのリスク評価に関する CRM の見解を以下に示す． 18 

 ホルムアルデヒドの有害性を評価するために実施された実験動物の試験は一部の遺伝毒性試19 

験（Kitaeva et al 1990）以外は科学的に妥当であると判断される．ラットを用いた in vivo 試験で20 

染色体異常が誘発されたとの Kitaeva らの報告は，さらに高用量でも遺伝毒性がみられなかったと21 

する他の in vivo 遺伝毒性試験と整合性を欠くことから，リスク評価に用いるべきではないと判断22 

した．ホルムアルデヒドは in vitro では遺伝毒性を示すものの，in vivo では最初に接触する部位で23 

細胞障害に対する修復過程において遺伝毒性が発現する（閾値がある）と考えられ，その他の器24 

官で遺伝毒性が発現する可能性は低いと考えることが妥当である． 25 

ラットやサルでの検討から，6 ppm よりも高い濃度でのホルムアルデヒドの吸入暴露では，鼻26 

腔，上部気道の吸着された部位に限定して細胞障害性が生じ，その後に細胞増殖，遺伝毒性（変27 

異原性），発がん性が発現すると考えられる． 28 

なお白血病のような，暴露をうける部位から離れた部位で発がん性が発現する可能性は，実験29 

動物の発がん性試験では観察されておらず，またヒトにおける症例対照研究・コホート研究に関30 

しても以下の理由から考え難い． 31 

IARC が 2004 年にホルムアルデヒドの発がん性分類をグループ 2A からグループ 1 に変更した32 

際に，新たに根拠とした疫学に関する論文は主として白血病との関連を論じたものである．しか33 

しながら，死亡率の増加がないこと，腫瘍の発生増加がないこと，白血病の分類が正確でないこ34 

と，白血病の増加がないこと，暴露濃度の評価が正確でないこと，などの理由から，白血病との35 
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因果関係があるとの見解には同意できない．したがって，ホルムアルデヒド暴露と白血病の間に1 

因果関係は乏しいと考える． 2 

生殖発生毒性に関しては，実験動物での成績，ならびにヒトに関する研究から，生殖発生毒性3 

を示す科学的証拠はないことから，生殖発生毒性はないと判断する． 4 

吸入暴露による長期毒性試験で発がん性が認められているが，細胞毒性が発現する用量以上で5 

発がん性が発現することがメカニズムの検討からも明らかであり，閾値の存在が明確であると考6 

える．なお，細胞障害が発現する用量よりも低い濃度（約 0.1 ppm）で刺激性を生じることから，7 

刺激感覚が発現しない濃度を維持することでホルムアルデヒドによる有害事象を防止することが8 

可能である．したがって，30 分平均値で 0.1 mg/m3（0.08 ppm に相当）を大気中濃度の指針値と9 

した WHO-ROE（2001），ならびに室内濃度の指針値とした厚生労働省（1997）の判断はいずれも10 

適切であると判断する． 11 

日本における大気中のホルムアルデヒド濃度は平成 10 年度から 15 年度にかけて，4.0-3.1 μg/m312 

（約 3.2-2.5 ppb）とほぼ一定の濃度で推移していることが確認されている（環境省 2004）．した13 

がって，このような濃度では一般住民が環境中のホルムアルデヒドからうける健康影響は極めて14 

低いと推察される．一般住民に対するリスク評価を行なうことが本評価書の目的であることから，15 

化学物質過敏症患者などの高感受性集団に関する健康影響評価は，本評価書では実施しない． 16 

数値流体力学を利用した吸入暴露でのリスク評価の新しい手法が米国 CIIT で開発され，ホルム17 

アルデヒドのリスク評価が実施されているが，この手法は評価機関の多くで今後採用されるもの18 

と推察される．今回の調査では CIIT モデルの検証を行なうことはできなかったが，第 7.1.2.節で19 

述べたように，IPCS，カナダ政府，米国 EPA でこのモデルの有用性が評価されていることから，20 

評価システムの概念は妥当であると考えられる．CRM としてこのモデルを導入し，内容について21 

詳細に検証することが必要と考える． 22 

  水道水を塩素処理あるいはオゾン処理することに関連してホルムアルデヒドが生成されるこ23 

とから，経口暴露の可能性は否定できない．しかしながら，飲水投与での長期毒性試験の成績か24 

ら得られた無毒性量は 10 mg/kg/day（0.02％）あるいは 15 mg/kg/day（20 mg/L に相当）で，発現25 

した毒性所見は発がん性に関連するものではなかった．日本の水質基準ではホルムアルデヒドは26 

0.08 mg/L 以下と規定されており，無毒性量と指針値の間には 250 倍のひらきがあり，安全マージ27 

ンとしては妥当であると考えられる．このような濃度以下では一般住民が水道水中のホルムアル28 

デヒドからうける健康影響は極めて低いと推察される． 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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付表  略語対照表 1 

略語 正式名称 和訳 

ACGIH American Conference of Governmental Industrial Hygienists 米国産業衛生専門家会議 

ATSDR Agency for Toxic Substances and Disease Registry 毒性物質疾病登録局（米国） 

CICAD Concise International Chemical Assessment Document 国際簡潔評価文書 

DHHS Department of Health and Human Services 保健福祉省（米国） 

EC/HC Environmental Canada, Health Canada カナダ環境省・保健省 

EHC Environmental Health Criteria 環境保健クライテリア 

EPA Environmental Protection Agency 環境保護庁（米国） 

EU European Union 欧州連合 

IARC International Agency of Research on Cancer  国際がん研究機関 

IPCS International Programme on Chemical Safety 国際化学物質安全性計画 

IRIS Integrated Risk Information System 統合リスク情報システム（EPA）

LC50 Lethal Concentration for 50 percent 50％致死濃度 

LD50 Lethal Dose for 50 percent 50％致死量 

LOAEL Lowest Observed Adverse Effect Level 最小毒性用量 

MRL Minimal Risk Level 最小リスクレベル 

NCI National Cancer Institute 国立がん研究所（米国） 

NOAEL No Observed Adverse Effect Level 無毒性量 

NOEL No Observed Effect Level 無影響量 

NTP National Toxicology Programme 米国毒性計画 

NRC National Research Council 米国学術研究会議 

OECD Organisation for Economic Co-operation and Development 経済協力開発機構 

OSHA Occupational Safety & Health Administration 労働安全衛生局（米国労働省） 

ROE Regional Office for Europe 欧州地域専門家委員会（WHO） 

SEER Surveillance, Epidemiology and End Results Programme 疫学調査プログラム（NCI） 

TDI Tolerable Daily Intake 耐容１日摂取量 

TWA Time-Weighted Average 時間荷重平均値 

US United States of America  アメリカ合衆国 

US-DL United States of America, Department of Labor 米国労働省 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 
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第 VI 章. リスク 1 

 2 

吸入暴露に関しては，第 V 章で述べたように，ホルムアルデヒド暴露を受けた病理学研究者・3 

解剖学研究者，工場労働者を対象としたコホート研究において，暴露と鼻咽腔腫瘍のリスク増加4 

との因果関係について説得力のある証拠は殆どない．しかし，一方で，動物を用いた幾つかの長5 

期吸入暴露試験で発がん性が認められている．このとき，細胞障害が発現する用量以上で発がん6 

性を生じることがメカニズムの検討からも明確であり，閾値が存在すると考えられる． 7 

WHO-ROE（World Health Organization-Regional Office for Europe）は，ホルムアルデヒドの空気8 

質の指針値を 30 分間平均値で 0.1 mg/m3 と設定しており，その根拠として，ヒトの鼻，喉に対す9 

る刺激が生じる短期間暴露の最低濃度が同値であることを挙げている．この値は鼻粘膜へ障害を10 

生じさせる推定閾値よりも 1 桁以上低い濃度であることから，ヒトにおける上部気道のがんのリ11 

スクを無視できる暴露レベルであると評価している．このように，細胞毒性の発現用量よりも低12 

い濃度で刺激性を生じることから，刺激感覚が発現しない濃度を維持することでホルムアルデヒ13 

ドによる有害事象を防止することが可能であると考えられる．この目的で，WHO-ROE の空気質14 

指針値を採用した厚生労働省の室内濃度指針値を適切であると判断した．また，鼻腔の病理組織15 

学的変化（線毛の消失，杯細胞の過形成，立方・扁平上皮細胞化生等の刺激に対する反応性変化）16 

を生じさせる濃度以上のホルムアルデヒドを長期間連続的に暴露することによりがんが誘発され17 

ると考えられることから，暴露量ではなく暴露濃度の評価が重要となる．第 IV 章では，まず，室18 

内空気中濃度を評価し，その後，室内・外を考慮した暴露濃度を評価した． 19 

室内濃度に関しては，住宅室内空気中ホルムアルデヒド濃度の実態調査結果（国土交通省 2001a, 20 

2002, 2003b, 2004, 2005, 2006）に基づき，近年の住宅新築時濃度分布を得た．また，同調査で行わ21 

れた厚生労働省指針値を超過した新築住宅の 5 年間の濃度追跡により，室内空気中ホルムアルデ22 

ヒド濃度の減衰速度定数ならびに夏季と冬季の同物質濃度比の分布を決定した．これらに，我が23 

国における住宅の建築の時期（総務省 2005）のデータを合わせて，平成 15 年における日本の建24 

築後年数別の住宅室内空気中濃度が推計された． 25 

屋外に関しては，大気中ホルムアルデヒド濃度分布と同様の暴露人口分布を仮定した．このと26 

き，沿道人口 10 %を仮定して（Kajihara et al.2000），“一般環境”および“沿道”の大気中モニタ27 

リング濃度（環境省 2004）を加重することにより屋外の暴露濃度分布を決定した． 28 

最終的に，屋内外の濃度を独立と見なし，屋外の暴露濃度分布および屋内濃度分布を屋内滞在29 

時間 90 %（塩津ら 1998）を仮定して重み付けることにより，屋内外を考慮した暴露濃度分布を30 

得た．その結果，ホルムアルデヒド暴露濃度が厚生労働省指針値を超過する人口割合は数パーセ31 

ントであることが推定された．それらは主に近年に建てられた住宅室内空気中濃度に起因してい32 

る．しかし，建築基準法の改正により，今後の新築住宅の室内濃度およびその指針値超過率は，33 

建築材料の内装の仕上げの制限，換気設備の設置の義務付け等により低下傾向にある．一方で，34 

平成 16 および 17 年度に行われた前述の国土交通省の調査において，指針値超過住宅の多くは 2435 
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時間換気設備を稼動させずに測定されており，換気設備を稼動させて再測定したところ，指針値1 

以下に収まったと報告されている．また，超過した新築住宅に関しても，一般に，放散により数2 

年間で室内ホルムアルデヒド濃度は著しく減少することが予想される．最終的に，古い住宅につ3 

いても放散で室内濃度は基本的に減衰する，国内製造家具等には業界自主基準等が存在する等の4 

要因と合わせて，日本のホルムアルデヒド暴露濃度レベルは，経年により減少すると予測される． 5 

今回の推計値は年平均暴露濃度である．また，通常，人は移動する．加えて，刺激を感知した6 

場合，その場から避難することが予想される．したがって，数パーセントの人口が常に指針値を7 

超過した暴露を受けているわけではない．このように断続的暴露であること，ならびに，指針値8 

はその意味合いから超過しても直ちに全てが鼻腔がんを発症する値ではないということは，ホル9 

ムアルデヒド暴露による明確な鼻腔がんの報告事例がない現状の理由と考えられる．以上より，10 

さらなるリスク削減対策は必要ないと判断する．また，暴露濃度は主に室内濃度に起因し，その11 

濃度は，建築材料からの放散のみではなく，家具やたばこの煙等からの放散も考慮した複合的な12 

値である．したがって，家具等の発生源の持ち込みや，改築等の影響の詳細な評価が今後の課題13 

として挙げられる．しかし，その精緻化は上述したように長期間のリスク評価において，それ程14 

重要ではないと考えられる． 15 

 16 

経口暴露に関しては，第 V 章に書かれているように，本評価書では明白なヒト有害性影響は認17 

められていないと判断した．また，食物中ホルムアルデヒドの大部分は結合態である（遊離態で18 

はない）ため，摂取量の全てが生体利用されるとは通常考えられない．したがって，経口摂取に19 

よるリスクは小さいという立場ではあるが，TDI（Tolerable Daily Intake: 耐容一日摂取量）を設定20 

している機関があるため，第 IV 章では食物および飲料水からの経口暴露量を評価した． 21 

食事からの化学物質暴露量に関する調査（日本食品分析センター 2000）の結果に基づき，体重22 

1 kg 当たり 1 日当たりについての食事からのホルムアルデヒド暴露量の 50 および 95 パーセンタ23 

イル値は，それぞれ，10 および 20 μg/kg/day と推計された．これは，幾つかの機関で採用されて24 

いる経口のTDI 150 μg/kg/dayに食物の寄与 0.8を仮定して求めた 120 μg/kg/dayと比較して小さい．25 

また，水道水質データベース（日本水道協会）より，飲料水に由来する暴露量の 95 パーセンタイ26 

ル値は 0.3 μg/kg/day 未満と計算された．以上より，ホルムアルデヒドの経口摂取に対するリスク27 

は小さいと判断する． 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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付録 A. 既往のリスク評価および勧告値等 1 

 2 

WHO-ROE (2000) 3 

 空気質の指針値が提案されている．短期間暴露によるヒトへの影響を，表 A.1 のようにまとめ4 

ている． 5 

 6 
表 A.1 短期間暴露のヒト影響 

濃度 [mg/m3] 期間 一般公衆への健康影響 
0.03 反復暴露 臭気感知の閾値（10 パーセンタイル値）

0.18 反復暴露 臭気感知の閾値（50 パーセンタイル値）

0.6 反復暴露 臭気感知の閾値（90 パーセンタイル値）

0.1 – 3.1 単回および反復暴露 鼻，咽喉刺激の閾値 
0.6 – 1.2 単回および反復暴露 眼刺激の閾値 
0.5 – 2 3 – 5 時間 鼻粘液排出作用の減少 
2.4 40 分間で連続 2 日間 頭痛 
2.5 – 3.7 不明 眼，鼻に激しい刺激 
3.7 単回および反復暴露 激しい運動時に肺機能の減少 
5 – 6.2 30 分間 耐えられる催涙 
12 – 25 不明 激しい催涙 
37 – 60 不明 肺水腫，肺炎，生命の危険 
60 – 125 不明 死亡 

 7 

短期間暴露によりヒトの鼻，咽喉に刺激が生じる最低濃度が 0.1 mg/m3 であるとして，30 分間8 

平均の同値をガイドラインとしている．また，この値は，鼻粘膜障害（その結果として生じる上9 

気道がん）に対する推定閾値より 1 桁以上小さいと評価している． 10 

 11 

WHO (2006) 12 

 飲料水水質の指針値案（WHO 2004）に関する補遺となっている．指針値案では，ラットに対す13 

る 2 年間の経口投与から得られた腎乳頭壊死等をエンドポイントとした NOAEL（No Observed 14 

Adverse Effect Level: 無毒性量）15 mg/kg/day（Til et al. 1989）を，UFs（Uncertainty Factors: 不確15 

実性係数積）100（動物種間差 10 × 動物種内差 10）で割り，TDI（Tolerable Daily Intake: 耐容一16 

日摂取量）150 μg/kg/day と設定している．そして，飲料水の寄与率を 20 %とし，体重 60 kg のヒ17 

トが 1 日当たり 2 L 摂ると仮定して， 18 
[ ] [ ] [ ]

[ ] [ ]150 μg/kg/day ×0.2 - ×60 kg
= = 0.9 mg/L

2 L/day
指針値  (A.1)

を算出している． 19 

 しかし，ホルムアルデヒドの高い反応性から摂取量より摂取濃度が重要と判断して，ラットの20 

2 年間飲水投与における口腔粘膜および胃粘膜の病理組織学的変化をエンドポイントとした21 

NOEL（No Observed Effect Level: 無影響量）260 mg/L（Til et al. 1989）を UFs 100（種間差，種内22 

差）で割り，TC（Tolerable Concentration: 許容濃度）2.6 mg/L を求めている．そして，通常予想さ23 
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れる飲料水中ホルムアルデヒド濃度と TC との間に大きな差があるため，改めて，ホルムアルデ1 

ヒドに対して指針値を定める必要はないとしている． 2 

 3 

WHO (1989) 4 

 予防措置に関するホルムアルデヒドの許容濃度を，次のように勧告している; 室内 0.12 mg/m35 

以下; 作業場 1.2 mg/m3 以下; 化粧品 0.2 %以下（口腔化粧品 0.1 %以下，爪硬化剤 5 %以下）． 6 

 7 

EC-JRC (2005) 8 

 WHO-ROE（2000）の指針値をLOAEL（Lowest Observed Adverse Effect Level: 最小毒性量）とし9 

て，また，OEHHA（Office of Environmental Health Hazard Assessment of the Californian Environmental 10 

Protection Agency: アメリカ・カリフォルニア州の環境保健有害性評価部 1999）の臭気感知の閾11 

値をNOAELとして設定し，それら等に対する暴露人口の超過率を幾つかの調査について表A.2の12 

ように報告している．ここで，Nは標本の大きさであり，また，アセスメント係数30（成人から13 

小児への外挿3 × 種間差10）が考慮されている． 14 

 15 
表 A.2 閾値を超過する暴露人口の割合 

 
N 

LOAEL 
0.1 mg/m3 

NOAEL 
0.03 mg/m3 

NOAEL/3
0.01 mg/m3

NOAEL/30 
0.001 mg/m3

イギリス 528 < 5 % 35 % 90 % 100 % 
イギリス 833 < 5 % 35 % 85 % 100 % 
ウィーン 160 < 5 % 40 % 90 % 100 % 
パリ 61 < 5 % 40 % 90 % 100 % 
ヘルシンキ 15 < 5 % 65 % 100 % 100 % 
フランス 201 < 5 % 20 % 90 % 100 % 

 16 

ATSDR (1999) 17 

 非発がん性の健康影響に対して，表 A.3 に示される MRLs（Minimal Risk Levels: 最小リスクレ18 

ベル）: 19 
NOAEL MRL =

UFs 
 (A.2)

が提案されている．適当なNOAELが得られていないとき，その値はLOAELから予測されている． 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 
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 1 
表 A.3 最小リスクレベル 

摂取経路 期間 a エンドポイント: 毒性量 UFsb MRL 
吸入 短期 ヒトの鼻腔および眼刺激: LOAEL 0.4 ppmc 9 0.04 ppm 
吸入 中期 カニクイザルの鼻咽頭刺激: NOAEL 0.98 ppmd 30 0.03 ppm 
吸入 長期 ヒトの眼および上部気道刺激，鼻腔上皮障害: LOAEL 0.24 ppme 30 0.008 ppm 
経口 中期 ラットの胃腸病理組織学的変化: NOAEL 25 mg/kg/dayf 100 0.3 mg/kg/day 
経口 長期 ラットの胃腸病理組織学的変化: NOAEL 15 mg/kg/dayg 100 0.2 mg/kg/day 

a短期: 1 – 14 日間; 中期: 15 – 364 日間; 長期: 365 日間以上 
bUF は毒性量データの質に依存 
cPazdrak et al. (1993) 
dRusch et al. (1983) 
eHolmstrom et al. (1989) 
fTil et al. (1988b) 
gTil et al. (1989) 

 2 

CIIT (1999) 3 

 上部気道（唇から中咽頭まで，鼻孔から中咽頭まで）に対する 3 次元の CFD（Computational Fluid 4 

Dynamics: 数値流体力学）モデルおよび下部気道（気管，気管支，肺胞）に対する 1 次元の単一5 

気道モデルを用いて，吸入されたホルムアルデヒドの気道内壁面の任意の部位への到達量を予測6 

している．それに 2 段階クローン増殖モデルを適用して，一般環境において非喫煙者が 0.001 – 0.1 7 

ppm（1.2 – 120 μg/m3）で 80 年間の連続暴露をした場合の上部気道がんの付加リスクを 2.3 × 10-10 – 8 

2.7 × 10-8と算定している．また，一般環境における喫煙者，ならびに作業環境における非喫煙者9 

および喫煙者についても付加リスクが推定されている． 10 

 11 

EPA (1990; 1991) 12 

 エンドポイントを体重増加の減少，病理組織学的変化とした 2 年間のラット暴露試験から得ら13 

れた NOAEL 15 mg/kg/day（Til et al. 1989）を UFs 100（種間差および種内差）で割ることにより，14 

経口の RfD（Reference Dose: 参照用量）0.2 mg/kg/day が 1990 年に求められている． 15 

吸入の RfC（Reference Concentration: 参照濃度）は算出されていない． 16 

 エンドポイントを扁平上皮がんとした 24 か月間のラット吸入暴露試験結果（Kerns et al. 1983）17 

に線形多段階モデルを適用して，ユニットリスク 1.3 × 10-5 (μg/m3)-1 が 1991 年に求められている． 18 

 19 

OSHA (1992); NIOSH (1994); ACGIH (2006) 20 

 作業者の許容限度として，OSHA は労働安全衛生規則（Occupational Safety and Health Standards）21 

で PEL（Permissible Exposure Limit）を，NIOSH および ACGIH はガイドラインとして，それぞれ22 

REL（Recommended Exposure Limit）および TLV（Threshold Limit Value）を勧告している．それら23 

は，TWA（Time-Weighted Average: 時間加重平均値），STEL（Short-Term Exposure Limit: 短時間暴24 

露限界値）および Ceiling（天井値）として扱われている．ホルムアルデヒドに対する値を，表 A.425 

に示す． 26 
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表 A.4 アメリカの作業環境許容濃度 [ppm] 
OSHA-PEL NIOSH-REL ACGIH-TLV 

TWA STEL Ceiling TWA STEL Ceiling TWA STEL Ceiling
0.75a 2b - 0.016c 0.1d - - 0.3 

a1 日 8 時間，1 週 40 時間 
b15 分間 
c10 時間 
d15 分間の天井値 

 1 

EC/HC (2001) 2 

ヒト 3 

鼻腔扁平上皮がんをエンドポイントとしたラットの 24か月間吸入暴露試験データ（Monticello et 4 

al. 1996）に対して多段階モデルによるフィッティングを行い，TC05（Tumorigenic Concentration05: 5 

腫瘍の過剰発生率が 5 %となる濃度）9.5 mg/m3 を算出している．また，CIIT（1999）のモデルを6 

使って予測された，カナダの空気中ホルムアルデヒド濃度の中央値，平均値および 95 パーセンタ7 

イル値において生じる気道上部がんのリスクは非常に小さい（< 2.7 × 10-8）としている． 8 

2 年間のラット飲水投与から得られたエンドポイントを胃腸管の病理組織学的変化とした9 

NOEL 260 mg/L（Til et al. 1989）を UFs 100（種間差，種内差）で割り，TC 2.6 mg/L を算出してい10 

る．飲料水中濃度は TC より 2 桁小さいと推測されている．ある種の食品については TC を上回っ11 

ていると考えられるが，その生物学的利用率は不明である． 12 

 13 

環境生物 14 

 Quotient（比率）は，EEV（Estimated Exposure Value: 予測暴露量），ENEV（Estimated No-Effects 15 

Value: 予測無影響量），CTV（Critical Toxicity Value: 毒性閾値）および AF（Application Factor: 不16 

確実性係数）を用いて次式: 17 
EEV EEV Quotient = =

ENEV CTV/AF 
 (A.3)

で定義される．Quotient と数値 1 との大小関係により，より詳細なリスク評価の必要性の有無が18 

判断される．最も感受性が強い陸生および水生生物種に対して使用，算出されたそれらの値を表19 

A.5 に示す． 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 
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 1 
表 A.5 環境リスク分析の要約 (a) 陸生生物 

生物種 
暴露シナリオ 

EEV [μg/m3] 
CTV [μg/m3] 
エンドポイント 

AF ENEV [μg/m3] Quotient 

超安全側 
ナタネ（Brassica rapa） 
都市域，霧中 

22.15 
最大平均値 

18a 
生長，繁殖阻害 

10 1.8 12.3 

安全側 
ナタネ（Brassica rapa） 
霧中，都市域 

7.48 
90 パーセンタイル値

18a 
生長，繁殖阻害 

2 9 0.83 

インゲンマメ（Phaseolus vulgaris） 
空気中 

7.48 
90 パーセンタイル値

78b 
芽，根の生長異常

10 7.8 0.96 

インゲンマメ（Phaseolus vulgaris） 
空気中 

7.48 
90 パーセンタイル値

78b 
芽，根の生長異常

2 39 0.19 

aBarker & Shimabuku (1992) 
bMutters et al. (1993) 

 2 
表 A.5 環境リスク分析の要約 (b) 水生生物 

生物種 
暴露シナリオ 

EEV [μg/L] 
CTV [μg/L] 
エンドポイント 

AF ENEV [μg/L] Quotient 

超安全側 
海藻（Phyllospora comosa） 
表層水 

9.0 
最大値 

100a 
40 – 50 %の死亡 

10 10 0.9 

海藻（Phyllospora comosa） 
工場廃水 

325 
最大 1 日平均値 

100a 
40 – 50 %の死亡 

10 10 32.5 

海藻（Phyllospora comosa） 
地下水，工場用地 

690,000 
最大値 

100a 
40 – 50 %の死亡 

10 10 69,000 

安全側 
介形虫（Cypridopsis sp.） 
工場廃水 

32.5 
最大 1 日平均値/10 

360b 
EC50

c，不動 
10 36 0.9 

介形虫（Cypridopsis sp.） 
地下水 

10 
中央値/10 

360b 
EC50

c，不動 
10 36 0.28 

aBurridge et al. (1995a) 
bBills et al. (1977) 
cEC50 (Effective Concentration 50 %): 半数影響濃度 

 3 

超安全側および安全側の 2 通りで評価される．EEV はカナダ国内の実測値データに基づき，シ4 

ナリオに応じた濃度の種類が採用される．また，AF は CTV データの質等により考慮される． 5 

 以上のうち，Quotient が 1 を超えた生物相に対して，さらなる検討が必要と結論された． 6 

 7 

RIVM (1992) 8 

ヒト 9 

吸入暴露に対して，HCN は 30 分間平均の天井値として 120 μg/m3 を，24 時間平均の 95 および10 

98 パーセンタイル値としてそれぞれ 30 および 40 μg/m3 を限度として勧告している（DHC 1984）．11 

極端な最悪ケースシナリオで見積もられた大都市中心部における大気中濃度の 24 時間平均の 9812 

パーセンタイル値は 35 – 50 μg/m3 であるが，全国的に 24 時間平均値の超過はないとしている．ま13 

た，自動車触媒の使用量増加により 1985 年以降の交通によるホルムアルデヒド排出量は減少傾向14 



 a-6

にあり，限度値をさらに下回ることが予測されている．室内環境においては，30 分間平均の天井1 

値 120 μg/m3 の超過率を 20%と評価している． 2 

前胃の乳頭状上皮過形成，角化亢進，限局性潰瘍形成をエンドポイントとした 2 年間のラット3 

飲水投与試験から得られた NO(A)EL 15 mg/kg/day（Til et al. 1988a）を安全係数 100 で割り，TDI4 

を 0.15 mg/kg/day としている．したがって，成人の体重 60 kg を仮定した場合の許容量 9 mg/day5 

に対し，例外はあるが食品から 1.5 – 5 mg/day（結合状態で），飲料水から 0.2 mg/day 以下（遊離6 

状態で）が摂取されると算定し，経口暴露のリスクは無視できると結論している． 7 

 8 

環境生物 9 

 利用可能な L(E)C50データ中で最も小さい値である緑藻（S. quadricauda イカダモ属の一種）の10 

約 0.4 mg/L（Bringmann & Kühn 1976）を AF 100 で割り，4 μg/L を水界生態系の許容濃度としてい11 

る．表層水中濃度の実測値データがないため，水域への排出量 500 t/yr，半減期 2 day，水溶解度12 

200 g/L を仮定して MacKay モデル III を用いて予測した結果，約 1 μg/L であった．この概算から13 

主要発生源（化学工業，印刷業，畜産業）の周辺では許容濃度を超えることが推測された．また，14 

ホルムアルデヒドの低い吸着性，高い水溶解性および生分解性を考慮して，土壌生物および底質15 

生物に対するリスクは無視できるとされた． 16 

陸域生態系に関しては，おおよそ 1 mg/m3 の濃度レベルでの短期間（1 – 5 時間）暴露で植物種17 

に有害影響が生じたというデータがあることを述べている． 18 

 19 

RIVM (2002a) 20 

 バクテリア等の淡水域に生息する 11 生物種の慢性 NOEC（No Observed Effect Concentration: 無21 

影響濃度）データから種の感受性分布を求め， NOEC
pHC （Hazardous Concentration for p % of the 22 

species: p %の種が有害影響を被る濃度）と表記して，ERL（Environmental Risk Limit: 環境リスク23 

限度）を， 24 
NOEC

eco 50
NOEC
5

SRCs Serious Risk Concentration for the ecosystem : = HC

MPC Maximum Permissible Concentration : = HC
NC Negligible Concentration : = MPC/100

（ 生態系に深刻な影響を与える濃度）

（ 最大許容濃度）

（ 無視できる濃度）

 (A.4)

と定義し，算出している．そして，平衡分配を仮定して，式(A.4)で得られた表層水中の溶存態に25 

対する ERL，すなわち ERLwater(dissolved)に分配係数 Kp = 0.9 L/kg を乗じて，底質または土壌に対26 

する乾燥重量基準の ERL，すなわち ERLsoil/sediment(dw)を，次式:  27 
soil/sediment water pERL (dw) = ERL (dissolved) × K  (A.5)

で計算している．それらの値を表 A.6 に示す． 28 

 29 
表 A.6 環境リスク限度 

 SRCseco MPC NC 
表層水 [mg/L] 1.8 0.18 0.0018
土壌，底質 [mg/kg-dw] 1.6 0.16 0.0016
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HCN (2003); DFG (2006) 1 

 HCN の DECOS（Dutch Expert Committee on Occupational Standards: オランダ労働規則専門委員2 

会）は，8 時間 TWA として 0.15 mg/m3（0.12 ppm），15 分間 TWA の STEL として 0.5 mg/m3（0.42 3 

ppm）を勧告している．また，DFG は，8 時間 TWA として 0.37 mg/m3（0.3 ppm）を勧告している． 4 

 5 

BfR (2006) 6 

 最終的な結論として，利用可能なヒトのデータは，0.1 ppm は一般集団の上部気道腫瘍に対して7 

“安全な”レベルであることを示唆していると述べている．また，このレベルは，動物のデータに8 

適切な安全係数を用いて算出された値の半分であることを付け加えて言及している． 9 

 10 

NICNAS (2006) 11 

ヒト 12 

CIIT（1999）と同様に，公衆（非喫煙者）が 0.001 – 1 ppm（1.2 – 1200 μg/m3）で 80 年間の連続13 

吸入暴露をした場合の上部気道がんの付加リスクを 2.94 × 10-9 – 3.29 × 10-5と算定している．また，14 

作業者（非喫煙者），ならびに児童期の最悪ケースシナリオを考慮した 80 年間の暴露についても15 

付加リスクが推定されている． 16 

利用可能なヒトおよび動物データのレビューにより，皮膚感作に対して，現行の OASCC（Office 17 

of the Australian Safety and Compensation Council: オーストラリア安全補償評議会事務局）の職業暴18 

露基準である 1 日 8 時間，1 週 5 日間の TWA 1 ppm（1.2 mg/m3），STEL（= 15 分間の TWA）2 ppm19 

（2.4 mg/m3）より厳しい値，それぞれ，0.3 ppm（0.36 mg/m3），0.6 ppm（0.72 mg/m3）を提案して20 

いる． 21 

 22 

環境生物 23 

 利用可能なデータに基づき，大気および土壌でのホルムアルデヒド暴露によるリスクは小さい24 

と要約している．一方，水生生物についてはレビューされたデータ（Hohreiter & Rigg 2001）のう25 

ち最小値である遊泳阻害をエンドポイントとしたミジンコ（Daphnia pulex）の48時間EC50 5.8 mg/L26 

を安全係数 100 で割り，PNEC（Predicted No Effect Concentration: 予測無影響濃度）58 μg/L を設定27 

している．そして，それと，オーストラリアの PRTR である NPI（National Pollutant Inventory: 全28 

国汚染物質目録）の排出量に基づく最悪ケースシナリオの PEC（Predicted Environment 29 

Concentration: 予測環境濃度）ならびに工場廃水に基づく PEC との比，すなわち，PEC/PNEC を30 

それぞれ 3 × 10-3ならびに 1.7 × 10-6と計算し，影響が小さいと判断している． 31 

 32 

旧厚生省（1997a） 33 

 独自に文献収集をして評価した結果，WHO-ROE（1987）の評価結果を妥当なものと考え，ホ34 

ルムアルデヒドの室内濃度指針値として“30 分間平均値で 0.1 mg/m3 以下”を提案している． 35 
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厚生労働省（2003b） 1 

 吸入暴露試験では発がん性を示すが，経口暴露試験では明らかな発がん性は示されていない．2 

ラットの 2 年間飲水投与から得られた一般毒性（摂餌，摂水，体重の減少，胃粘膜壁の不規則な3 

肥厚，過角化症および限局性潰瘍を伴う前胃の乳頭状上皮過形成，潰瘍と腺過形成を伴う腺胃の4 

慢性萎縮性胃炎）に対する NOAEL 15 mg/kg/day（Til et al. 1989）を UFs 100（種差，個人差にそれ5 

ぞれ 10）で割り，経口による TDI 150 μg/kg/day が求められた．さらに，入浴時等の水道水の気化6 

に起因する吸入による発がん性を考慮して追加の UF 10 で割り，最終的に TDI は 15 μg/kg/day と7 

された．それに基づき，消毒副生成物であることから飲料水の寄与率を 20 %とし，体重 50 kg の8 

ヒトが 1 日当たり 2 L 摂ると仮定して， 9 
[ ] [ ] [ ]

[ ] [ ]15 μg/kg/day ×0.2 - ×50 kg
= = 0.08 mg/L

2 L/day
水質基準値  (A.6)

が提案された． 10 

 11 

環境省（2003b） 12 

ホルムアルデヒドの水生生物に対する影響に関する文献のうち，日本に生息する有用動植物等13 

を対象としたものが整理されている．さらに，それらのうちの信頼性があり“目標値案の導出に利14 

用できるデータ”が，表 A.7 のように要約された．該当する慢性毒性値は得られていない．表中に15 

示される各水域は魚介類および餌生物の成体データで一般に評価され，より厳しい目標を設定す16 

る必要があり得る“特別域（産卵場および感受性の高い幼稚仔等の時期に利用する水域）”は幼稚17 

仔データで評価される． 18 

 19 
表 A.7 目標値導出の検討対象とした毒性値（環境省 2003b を一部改変） 

水域区分 分類 成長段階 生物種・属 急性毒性値 [μg/L] 出典 
魚介類 幼稚仔 Salvelinus fontinalis（カワマス） 157,000 Willford (1966) 

イワナ・ 
サケマス域 餌生物 

成体・ 
幼稚仔 

Daphnia 属（ミジンコ属） 12,969a 
Janssen & Persoone (1993) 
Tisler & Zagorc-Koncan (1997) 

成体 Anguilla rostrata（アメリカウナギ） 329,650 Hinton & Eversole (1980) 
魚介類 

幼稚仔 Corbicula manilensis（シジミ科の一種） 95,000 Chandler & Marking (1979) コイ・ 
フナ域 

餌生物 
成体・ 
幼稚仔 

Daphnia 属（ミジンコ属） 12,969a 
Janssen & Persoone (1993) 
Tisler & Zagorc-Koncan (1997) 

成体 Pagrus major（マダイ） 33,600 関西総合環境センター (2002) 
海域 魚介類 

幼稚仔 Pagrus major（マダイ） 2,600 関西総合環境センター (2002) 
a2 つの出典の毒性値から算出した幾何平均 

 20 

イワナ・サケマス域 21 

魚介類に対する成体データは存在しない．ミジンコの急性毒性値（遊泳阻害をエンドポイント22 

とした 48 時間 EC50）12,969 μg/L を ACR（Acute to Chronic Ratio: 急性慢性毒性比）10 で除し，有23 

効数字 1 桁で四捨五入した 1,000 μg/L が最終慢性毒性値とされた． 24 

“特別域”については，カワマスの急性毒性値である 48 時間 LC50（Lethal Concentration 50 %: 半25 



 a-9

数致死濃度）157,000 μg/L を種比 10（1 種類の毒性試験データに基づく場合）さらに ACR10 で除1 

して算出された値 1,570 μg/L がミジンコのその値より大きいため，より厳しい 1,000 μg/L が最終2 

慢性毒性値とされた． 3 

 4 

コイ・フナ域 5 

 同様に，アメリカウナギの 96時間LC50 329,650 μg/Lを種比 10，ACR10で除して得られた値 3,297 6 

μg/L と比較して，より厳しいミジンコの 1,000 μg/L が最終慢性毒性値として採用された． 7 

“特別域”については，シジミの 96 時間 LC50 95,000 μg/L を種比 10，ACR10 で除して得られた値8 

950 μg/L を有効数字 1 桁で四捨五入した 1,000 μg/L が最終慢性毒性値とされた． 9 

 10 

海域 11 

 餌生物に対するデータは存在しない．マダイ稚魚の 96 時間 LC50 33,600 μg/L を種比 10，ACR1012 

で除して得られた値336 μg/Lを有効数字1桁で四捨五入した300 μg/Lが最終慢性毒性値とされた． 13 

 “特別域”については，マダイ仔魚の 48 時間 LC50 2,600 μg/L を種比 10，ACR10 で除して得られ14 

た値 26 μg/L を有効数字 1 桁で四捨五入した 30 μg/L が最終慢性毒性値とされた． 15 

 16 

 以上により，公共用水域における水生生物およびその生息環境を保全する観点から，表 I.8 に示17 

される指針値が提案された． 18 

 19 

環境省（2002a） 20 

 健康リスクに関しては，MOE（Margin Of Exposure: 暴露マージン），または NOAEL が動物実験21 

結果より設定された場合は MOE を 10 で除した値を算出し，生態リスクに関しては PEC と PNEC22 

との比をとり，表 A.8 のように評価されている． 23 

 24 
表 A.8 判定基準 

MOE（または MOE/10） PEC/PNEC 判定 
10 未満 1 以上 詳細な評価を行う候補と考えられる 
10 以上 100 未満 0.1 以上 1 未満 情報収集に努める必要があると考えられる

100 以上 0.1 未満 現時点では作業は必要ないと考えられる 

 25 

ヒト 26 

経口暴露に対しては，ラットの中・長期毒性試験から得られたエンドポイントを胃上皮の組織27 

学的変化，腎臓の壊死等とした NOAEL 15 mg/kg/day（Til et al. 1989）が採用された．実測された28 

水道水中濃度の最大値 44 μg/L（旧厚生省 1997b）および食事中濃度の最大値 1.5 μg/g（日本食品29 

分析センター 2000），仮定したヒトの 1 日当たりの飲水量，食事量，ならびに体重を使って， 30 
[ ]

[ ] [ ] [ ] [ ]( ) [ ]
15 mg/kg/dayNOAELMOE/10 = /10 = /10 = 24

44 μg/L × 2 L/day +1.5 μg/g × 2,000 g/day /50 kg一日暴露量
 (A.7)
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より，“情報収集に努める必要があると考えられる”とされた． 1 

 吸入暴露に対しては，一般的なヒトへの明らかな感覚刺激を予防するための 30 分間平均値であ2 

る WHO の指針値 0.1 mg/m3（WHO-ROE 1987）と．予測した室内空気および環境大気の最大濃度，3 

それぞれ 230 μg/m3（札幌市衛生研究所 1999）および 5.5 μg/m3（旧環境庁 2000a）とを比較して， 4 
3

3

0.1 mg/m
MOE = = = 0.43

230 μg/m

⎡ ⎤
⎣ ⎦
⎡ ⎤
⎣ ⎦

指針値

予測最大濃度
 (A.8)

3

3

0.1 mg/m
MOE = = = 18

5.5 μg/m

⎡ ⎤
⎣ ⎦
⎡ ⎤
⎣ ⎦

指針値

予測最大濃度
 (A.9)

より，室内空気については“詳細な評価を行う候補と考えられる”，環境大気については“情報収集5 

に努める必要があると考えられる”とされた． 6 

 7 

環境生物 8 

 PNEC として，藻類の Phyllospora comosa に対する致死の 96 時間 NOEC 100 μg/L 未満（Burridge 9 

et al. 1995b）をアセスメント係数 100（藻類，甲殻類および魚類のうち，1 – 2 の生物群について10 

の信頼性のある慢性毒性値がある場合）で除した値 1 μg/L 未満が採用された．一般環境の淡水域11 

に対する PEC の 95 パーセンタイル値 3 μg/L，および海水域に対する PEC の最大値 2 μg/L（旧環12 

境庁 2000b）と比較して， 13 
[ ]
[ ]

2 μg/LPEC = > 2
PNEC < 1 μg/L

 (A.10)

[ ]
[ ]

3 μg/LPEC = > 3
PNEC < 1 μg/L

 (A.11)

より，淡水域および海水域の両方に対して，“詳細な評価を行う候補と考えられる”とされた． 14 

 15 

環境省（2003a） 16 

環境省（2002a）で行われた健康リスク初期評価の一環として，ヒトに対する発がん性影響につ17 

いてのリスクが定量的に評価された． 18 

“閾値ありの前提による評価”は，経口暴露に関しては発がん性の証拠が乏しく（WHO 1996），19 

かつ，閾値に関する知見が得られていないことを理由に，また，吸入暴露に関しては細胞毒性に20 

よる組織障害を繰り返し受けた場合における腫瘍形成の可能性を推測しているが，その閾値は示21 

されていない（WHO-ROE 2000）ことを理由に，行われていない． 22 

 “閾値なしの前提による評価”は，予測した室内空気および環境大気の最大濃度，それぞれ 430 23 

μg/m3（室内空気対策研究会 2001）および 14 μg/m3（環境省 2001）と EPA（1991）のユニットリ24 

スク 1.3 × 10-5 (μg/m3)-1 を乗ずることにより行われている．すなわち，室内空気および環境大気に25 

対する過剰発生率は，それぞれ 5.6 × 10-3および 1.8 × 10-4と計算され，両者に対して“詳細な評価26 

を行う候補と考えられる”判定基準である過剰発生率 10-5を超過した結果となっている． 27 
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 同様に“その他の手法”による評価が，予測した室内空気および環境大気の最大濃度，それぞれ1 

430 μg/m3および14 μg/m3をEC/HC（2001）のTC05 9.5 mg/m3で除することにより行われている．す2 

なわち，室内空気および環境大気に対するEPI（Exposure/Potency Index: 暴露量/発がん強度比率）3 

は，それぞれ4.5 × 10-2および1.5 × 10-3と計算され，両者に対して“詳細な評価を行う候補と考えら4 

れる”判定基準であるEPI = 2 × 10-4を超過した結果となっている． 5 

 6 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（2006） 7 

 8 

ヒト 9 

 “吸入経路での暴露マージン”については，サルに対する 26 週間吸入暴露試験での鼻甲介粘膜の10 

化生をエンドポイントとした NOAEL 0.2 ppm（0.24 mg/m3）（Rusch et al. 1983）をサルの呼吸量，11 

暴露時間，体重を用いて一日摂取量に換算した値と，室内空気中濃度の 95 パーセンタイル値 140 12 

μg/m3（旧東京都立衛生研究所 2002）から同様に算出したヒトの一日摂取量とを比較して， 13 
[ ] [ ]( ) [ ]

[ ]
[ ]
[ ]

3 3

3 3

0.24 mg/m ×3.4 m /day × 22 hr /24 hr /19.25 kgNOAELMOE = =
140 μg/m × 20 m /day /50 kg

39 μg/kg/day
= = 0.70

56 μg/kg/day

⎡ ⎤ ⎡ ⎤
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

⎡ ⎤ ⎡ ⎤
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

換算値

一日暴露量
 (A.12)

が得られた． 14 

 “経口経路での暴露マージン”については，ラットに対する2年間飲水投与試験での腺胃の過形成，15 

前胃の限局性角化亢進および胃炎をエンドポイントとしたNOAEL 15 mg/kg/day（Til et al. 1989），16 

2002（平成14）年度の水道水中濃度の最大値76 μg/L（水道技術研究センター 2003）および食事中17 

濃度の95パーセンタイル値0.49 μg/g（日本食品分析センター 2000）を用いて式(A.7)と同様に， 18 
[ ]

[ ] [ ] [ ] [ ]( ) [ ]
[ ]

[ ]

15 mg/kg/dayNOAELMOE = =
76 μg/L × 2 L/day + 0.49 μg/g × 2,000 g/day /50 kg

15,000 μg/kg/day
= = 650

23 μg/kg/day

一日暴露量
 (A.13)

が得られた． 19 

 閾値のある発がん性物質と仮定して，“発がん性に対する暴露マージン”については，ラットに20 

対する 24 か月間吸入暴露試験での鼻腔の扁平上皮がんの発生増加をエンドポイントとした21 

NOAEL 6 ppm（7.2 mg/m3）（Monticello et al. 1996）を，式(A.12)と同様にラットの呼吸量，暴露時22 

間，体重を用いて換算して， 23 
[ ] [ ]( ) [ ] [ ]( ) [ ]

[ ]
[ ]
[ ]

3 3

3 3

7.2 mg/m ×0.26 m /day × 6 hr /24 hr × 5 day /7 day /0.35 kgNOAELMOE = =
140 μg/m × 20 m /day /50 kg

960 μg/kg/day
= = 17

56 μg/kg/day

⎡ ⎤ ⎡ ⎤
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

⎡ ⎤ ⎡ ⎤
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

換算値

一日暴露量
 (A.14)

が得られた． 24 
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 以上の結果を，考慮された UFs とともに表 A.9 に示す． 1 

 2 
表 A.9 MOE と UFs の比較 

 摂取経路 MOE UFs 
吸入 0.70 200a 

一般毒性 
経口 650 100b 

発がん性 吸入 17 1,000c 
a種差 10 × 個人差 10 × 試験期間 2 
b種差 10 × 個人差 10 
c種差 10 × 個人差 10 × 発がん性 10 

 3 

 経口摂取の MOE は UFs より大きい．しかし，吸入摂取の MOE は UFs より小さいため，“ヒト4 

健康に悪影響を及ぼすことが示唆され，優先的に詳細な調査，解析および評価等を行う必要があ5 

る候補物質である”と結論づけている． 6 

 7 

環境生物 8 

 EEC（Estimated Environmental Concentration: 推定環境濃度）として，生活環境の保全に関する9 

環境基準の類型 AA – C の河川についての測定結果から算出した 95 パーセンタイル値 2.6 μg/L（旧10 

環境庁 2000b）を採用し，甲殻類であるミジンコに対する遊泳阻害をエンドポイントとした 48 時11 

間 EC50 5.8 mg/L（Tisler & Zagorc-Koncan 1997）と比較して， 12 
[ ]
[ ]

50 5.8 mg/LEC
MOE = = = 2,200

EEC 2.6 μg/L
 (A.15)

が得られた．UFs 100（室内実験の結果から野外での影響を推定するためのUF 10 × 急性毒性試験13 

結果から長期毒性試験結果を推定するためのUF 100 × 試験の種類，質等により評価者の判断で追14 

加する不確実係数0.1（3つの栄養段階を代表する3生物種の急性毒性値が得られており，一般的に15 

低濃度から化学物質の影響が発現しやすい種（ミジンコ類やエビ類）を含めて広い範囲の種のデ16 

ータが得られているため））よりMOEは大きく，“現時点では環境中の水生生物に悪影響を及ぼす17 

ことはないと判断する”と結論づけている． 18 

 19 

日本産業衛生学会（2004） 20 

 職場における労働者の健康障害を予防するための手引きに用いられることを目的として，許容21 

濃度は，“労働者が 1 日 8 時間，週 40 時間程度，肉体的に激しくない労働強度で有害物質に暴露22 

される場合に，当該有害物質の平均暴露濃度がこの数値以下であれば，殆ど全ての労働者に健康23 

上の悪い影響が見られないと判断される濃度”と定義されている．ホルムアルデヒドに対しては，24 

0.5 ppm または 0.61 mg/m3という値が 1988（昭和 63）年度に提案されて以来，勧告されている． 25 

 26 

 27 

 28 
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付録 B. マルチメディアモデルの計算条件 1 

 2 

 環境中分配の予測計算に用いた主要なモデルパラメータの値を，表 B.1 および B.2 に示す． 3 

 4 
表 B.1 物理化学的特性

分子量 [g/mol] 30.03 
log Kow [-] 0.35 
水溶解度 [mg/L] 550,000 
蒸気圧 [mmHg] 3,890 
分解半減期 [hr]  
  大気 33 
  表層水 96 
  土壌 96 
  底質 96 

 5 
表 B.2 環境特性 

温度 [˚C] 15 
計算対象面積 [km2] 404,773 
表層水面積割合 [%] 10 
大気高さ [km] 2 
表層水深さ [m] 20 
土壌深さ [cm] 10 
底質深さ [cm] 1 
体積割合 [-]  
  大気中浮遊粒子 2 × 10-11 
  表層水中懸濁粒子 5 × 10-6 
  魚 1 × 10-6 
  土壌中空気相 0.2 
  土壌中水相 0.3 
  土壌中粒子相 0.5 
  底質中水相 0.7 
  底質中粒子相 0.3 
密度 [kg/m3]  
  大気中浮遊粒子 2,400 
  表層水中懸濁粒子 2,400 
  魚 1,000 
  土壌粒子 2,400 
  底質粒子 2,400 
有機炭素割合 [g/g]  
  表層水中懸濁粒子 0.2 
  土壌粒子 0.02 
  底質粒子 0.04 
魚脂質割合 [g/g] 0.048 
滞留時間 [day]  
  大気 2 
  表層水 50 
洗浄比 [-] 73,000 
輸送速度 [m/hr]  
  大気-表層水間の大気側物質移動係数 3 
  大気-表層水間の表層水側物質移動係数 0.03 
  降雨 1.4 × 10-4

  大気浮遊粒子の乾性沈着 10.8 
  土壌気相中物質移動係数 0.04 
  土壌水相中物質移動係数 1 × 10-5 
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  大気-土壌間の大気側物質移動係数 1 
  表層水-底質間の総括物質移動係数 1 × 10-4 
  底質の堆積 4.6 × 10-8

  底質の巻き上げ 1.1 × 10-8

  土壌間隙水の流出 5.6 × 10-5

  土壌粒子の浸食 2.8 × 10-8

  底質の埋没 3.5 × 10-8

  逸散 0.01 
  地下浸出 1.4 × 10-5

 1 

物性パラメータは表 I.2 の値を用いた． 2 

大気中分解半減期 τreactionは，第 III 章で述べたように主要な除去過程として 3.5 %（2 – 5 %の算3 

術平均）の光分解および残り 96.5 %の OH ラジカル反応を考慮して，表 III.1 の半減期を用いて次4 

式: 5 

reaction OH hν

1 0.965 0.035= +
τ τ τ

 (B.1)

より，33 hr とした．ここで，τOHおよび τhνは，それぞれ OH ラジカルおよび光による分解半減期6 

である．また，第 III 章で述べた表層水中および土壌中の分解半減期 24 – 168 hr の算術平均 96 hr7 

が，底質中に対しても適用できると仮定した． 8 

 日本の国土面積は約 377,900 km2 であり，そのうち，水面・河川・水路の比率は 3.6 %，陸地の9 

比率は 96.4 %である（総務省 2006）．今回は，海域と合わせた表層水面積割合を 10 %と仮定して，10 

計算対象面積を，陸地面積 377,900 × 0.964 km2 の 10/9 倍である 404,773 km2 とした． 11 

 大気中滞留時間 τadvectionは，計算対象面積 A を円形で近似したときの弦の長さの期待値を，仮定12 

した平均風速 u = 3 m/sec で除して，次式: 13 

advection
A×π 4

τ =
u

 (B.2)

より，2 day とした．また，柳（1997）を参考にして，閉鎖的内湾の滞留時間を 50 day と仮定した． 14 

洗浄比（ウォッシュアウト比）は，本文中で述べた 73,000 とした． 15 

バックグラウンド濃度をゼロと仮定した． 16 

 その他のパラメータに関しては，モデルのデフォルト値を用いた． 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 
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付録 C. 大気中濃度に関する考察 1 

 2 

1. モニタリング高濃度地点 3 

 4 

第 III 章 2.1 節で述べたように，大阪府堺市の大気中ホルムアルデヒド濃度は近年連続的に比較5 

的高い．以下，堺市においてホルムアルデヒドが高濃度となる理由を考察する． 6 

 事業所からの直接排出の影響を調査するために，第 III 章 2.2.2 と同様に METI-LIS を用いて解7 

析を行った．このとき，排出量は 2003（平成 15）年度に届出をした 4 つの事業所 A – D の PRTR8 

データ（経済産業省 & 環境省 2006a）を用い，それらの排出高さ，ならびに濃度評価の高さは9 

前述と同じ地上 10 ならびに 1.5 m とした．また，バックグラウンド濃度を 0 μg/m3 を仮定した．10 

その結果を図 C.1 に示す．同図中に，各事業所の排出量，ならびに表 III.2 に挙げた同市内の 3 つ11 

の測定局における事業所起因のホルムアルデヒド濃度が併記される．これより，固定発生源であ12 

る事業所からの 1 次排出の直接的影響とは考えられない． 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

次に，移動体について考える．平成 13 – 16 年度の測定における同市内の“一般環境”局のホルム32 

アルデヒド月別値（環境省 2002c, 2003e, 2004, 2005）を，図 C.2 に示す．同図中の太い実線はそ33 

れらの幾何平均であり，破線は平成 15 年度の PRTR 排出量に基づく計算値，すなわち，第 III 章34 

2.2.1 で AIST-ADMER を用いて求めた濃度である．前述したように，PRTR1 次排出量の約 95 %は35 

N
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（地図画像: 国土地理院 2002b） 
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[μg/m3]  
0.1 – 1 

1 – 3 

事業所 A 
2.0 t/yr 

中環局 
0.006 μg/m3 

浜寺局 
0.006 μg/m3 

若松台局 
0.001 μg/m3 

事業所 B 
0.1 t/yr 

事業所 C 
0.7 t/yr 

事業所 D 
0.1 t/yr 

図 C.1 堺市の測定局および届出事業所． 
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移動体起因であり，その年内変動は小さく，気象条件を考慮しても濃度計算値はほぼ一定である．1 

これに対して，濃度測定値は図 III.3 に類似して，夏に高く冬に低い傾向が見られる．その上，両2 

者の絶対値の差は比較的大きい． 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

さらに，移動体（主に自動車）からの 1 次排出量の指標を一酸化炭素濃度として，ホルムアルデ16 

ヒド（HCHO）および一酸化炭素（CO）の両方のモニタリング値が利用可能である“沿道”の中環17 

局について，平成 13 – 15 年度の同一測定日のデータ（環境省 2002c, 2003e, 2004; 国立環境研究所 18 

2006）が図 C.3 で比較される．大まかに夏に高く冬に低い季節変動が存在し，かつ，両物質の濃19 

度には有意な相関が認められない（標本の大きさ n=36，相関係数 R=0.14）． 20 

以上より，移動発生源である自動車等からの 1 次排出の直接的影響とは考えられない． 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

図 C.2 ホルムアルデヒド濃度の経月変化． 
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図 C.3 ホルムアルデヒドと一酸化炭素の日平均濃度の関係
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 今度は，光化学反応による 2 次生成について考える．その指標として選択した光化学オキシダ1 

ント（Ox，主にオゾン）の，平成 13 – 15 年度の堺市内の“一般環境”測定局における月平均 9 – 152 

時平均濃度（国立環境研究所 2006 より作成）を図 C.4 に示す．以下，この“昼前”および“昼過ぎ”3 

の 6 時間に起こる光化学反応を議論する．近年，我が国周辺の太平洋周縁地域において観測され4 

るオゾンの春季ピークは，大陸性気塊および海洋性気塊が交替することによってもたらされる見5 

かけの季節変動であることが知られている（秋元ら 2000）．すなわち，春季は中国・韓国等の人6 

間活動の活発な地域を通過してきた大陸性汚染気塊等が長距離輸送され，それが夏季には比較的7 

清浄な海洋性気塊に交換する．その結果，Ox 濃度の月別平均値は，国立環境研究所（2004）で報8 

告されるように春季にピークを持ち，夏季以降は比較的低くなる．したがって，図 C.4 に示され9 

る 4 – 6 月の濃度は大陸からの移流に，また，7 月以後の濃度は昼間の光化学反応に主として起因10 

していると考えられる． 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 平成 13 – 15 年にホルムアルデヒドおよび光化学オキシダントの濃度がモニタリングされてい26 

る“一般環境”局に対して，7 – 3 月における同日の測定データ（環境省 2002c, 2003e, 2004; 国立環27 

境研究所 2006 より作成）が図 C.5 で比べられる．ホルムアルデヒドは日値，光化学オキシダント28 

は時間値，と時間分解能は異なるが，若松台局（標本の大きさ n=27，相関係数 R=0.50），および29 

浜寺局（標本の大きさ n=27，相関係数 R=0.55）で有意な相関が見られた．ただし，ホルムアルデ30 

ヒド，その前駆体物質，ならびにオゾン等の光化学的な反応時間等が考慮されていないことに注31 

意が必要である．  32 

 33 

 34 

 35 

図 C.4 月平均 9 – 15 時平均光化学オキシダント濃度の経月変化 
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図 C.5 日平均ホルムアルデヒド濃度と 9 – 15 時平均光化学オキシダント濃度の関係 
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以上より，堺市のホルムアルデヒドの大部分は光化学反応からの 2 次生成に由来する可能性が15 

あると考えられる．一方で，大阪湾周辺地域の二酸化窒素汚染には大阪湾上の船舶から排出され16 

た窒素酸化物が大きな寄与を及ぼしていることが解明されている（国立環境研究所 2001）．堺市17 

のホルムアルデヒド濃度がとりわけ高くなる理由は不明であるが，自動車等の移動体およびコン18 

ビナート等から排出される窒素酸化物や同化学物質の前駆体となる炭化水素の量・組成，ならび19 

に気象・地形条件等の因子の複合的な結果であると推定される． 20 

 21 

2. メタンからの 2 次生成 22 

 23 

 OH ラジカルと CH4の反応（秋元ら 2002; 近藤 2002; EPA 2006）では: 24 
 

3 2OH + CH + H O→& &
4CH  (C.1)

 
3 2 3 2CH + O + M CH O + M→& &  (C.2)

 
3 2 3 2CH O + NO CH O + NO→& &  (C.3)

 
3 2 2CH O + O + HO→& &

2CH O  (C.4)
 

2 2HO + NO OH + NO→& &  (C.5)
 ( )3

22 NO + NO + O( P)→hν  (C.6)
 ( )3

2 32 O( P) + O + M O + M→  (C.7)

(net) 4 2 2 3CH + 4O + H O + 2O→ 2CH O  (C.8)

正味，1 分子のメタンから 2 分子のオゾンと 1 分子のホルムアルデヒドが生成する．ここで，M25 

は再結合反応に必要な反応の第 3 体であり，大気中では実質的に N2や O2がその働きをする．低26 

NOx 濃度下では 3 2CH O& は 2HO& と反応して: 27 
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3 2 2 3 2CH O + HO CH OOH + O→& &  (C.9)

メチルヒドロペルオキシド CH3OOH が生成される．この過酸化物は雨水に取り込まれて除去され1 

たり，OH ラジカルと反応するか，あるいは光分解して: 2 
 

3 2CH OOH + OH + H O + OH→& &
2CH O  (C.10)

 
3 3CH OOH + CH O + OH→ & &hν  (C.11)

 
3 2 2CH O + O + HO→& &

2CH O  (C.4)

ホルムアルデヒドや HOxラジカルのソースとなる．ホルムアルデヒドも OH ラジカルと反応する3 

か，太陽光により分解されて，新たな HOxラジカルのソースとなる: 4 
 

2+ OH CHO + H O→& &
2CH O  (C.12)

 2+ H + CO  (55 %)→hν2CH O  (C.13a)
 CHO + H  (45 %)→ & &  (C.13b)
 

2 2H + O + M HO + M→ &&  (C.14)
 

2 2CHO + O HO + CO→& & . (C.15)

 式(C.8)，式(C.12)，式(C.13)を模式的に，図 C.6 に示す．メタンの分解速度定数 λmは，同物質の5 

大気中での寿命 9.4 yr（IPCC 1995）の逆数に，対流圏 OH ラジカルによる酸化の消失比率約 0.866 

（IPCC 1995）を乗じて得た．ホルムアルデヒドの分解速度定数 λfは，式(B.1)の大気中分解半減か7 

ら求めた．以下，メタンの光化学反応によるホルムアルデヒドの生成量，およびバックグラウン8 

ド濃度を大まかに試算した． 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

ホルムアルデヒド生成量の推計 17 

 1ボックスモデルを用いて，非常に大まかにメタンからのホルムアルデヒド生成量を概算する．18 

大気中メタン濃度は主に人口増加に伴う人為的放出源の拡大により過去 200 年間にわたり増え続19 

け，現在は約 1,700 ppbv である（秋元ら 2002）．メタンの密度は 0.7168 g/L（O’Neil et al. 2001）20 

である．日本の国土面積ならびに大気高さは付録 B と同様とした．また，メタン 1 mol からホル21 

ムアルデヒドが 1 mol 生成し，それぞれの分子量は 16.04 g/mol および 30.03 g/mol である．以上よ22 

り:  23 

( )
( )

2

2
= × × × ×

= 1,700 [ppbv]×0.7168 [g/L/ppbv] ×377,900 [km ]× 2 [km]

     ×0.00017 [1/day]× 30.03 [g/mol]/16.04 [g/mol]
= 106,991 [t/yr]

メタンからのホルムアルデヒド 次生成量

平均メタン濃度 国土面積 大気高さ メタンの分解速度定数 分子量比

 (C.16)

2 2 3+ 4O H O + 2O +      → → L4 2CH CH O
+OH&

メタンの光化学反応

+OH +& hν

-1
mλ : 0.00017 day -1

fλ : 0.50 day

図 C.6 メタンおよびホルムアルデヒドの分解



 c-6

となり，2003（平成 15）年度 PRTR データ総排出量 16,303 t/yr の約 6.6 倍となっている． 1 

 2 

ホルムアルデヒドのバックグラウンド濃度の推計 3 

 メタンの分解速度定数に比べてホルムアルデヒドの分解速度定数が非常に大きいので，平衡を4 

仮定してメタンに由来するホルムアルデヒドのバックグラウンド濃度を概算する．その結果は:  5 

( ) ( ) ( )
3

= × ×
= 1,700 [ppbv]×0.7168 [g/L/ppbv] × 0.00017 [1/day]/0.50 [1/day] × 30.03 [g/mol]/16.04 [g/mol]

= 0.78 [μg/m ]

メタン由来のホルムアルデヒドのバックグラウンド濃度

平均メタン濃度 分解速度定数比 分子量比
 (C.17)

となり，第 III 章で述べた既往の報告と同じようなレベルとなっている． 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 
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付録 D. グリッド排出量の推計フロー 1 

 2 

 PRTR データに基づいた AIST-ADMER 入力用のグリッド排出量の作成フローの概略が，図 D.13 

に示される．3 次メッシュ（緯線方向約 1 km × 経線方向約 1 km のグリッド）データ 25 区画分が，4 

AIST-ADMER の計算グリッド，すなわち 5 倍 3 次メッシュのデータに加工された． 5 

 “届出事業所”からの排出量は，それらの所在地が属するグリッドに割り当てた． 6 

 全国の業種別の“すそ切り以下”は，表 II.5 中の業種 1 – 18 については産業別の製造品出荷額等7 

で，業種 19 – 23 については産業別の従業者数で分配した． 8 

 都道府県別・需要分野別の“接着剤”は，建築工事業については着工居住用建築物床面積で市区9 

町村別に分配し，さらに，住宅は夜間人口で，非住宅は昼間人口で割り振った．土木工事業につ10 

いては土木費で市区町村別に分配し，さらに，昼夜間人口で割り振った．家庭については，夜間11 

人口で割り振った． 12 

 都道府県別・機種別の“汎用エンジン”は，コンクリートミキサ，大型コンプレッサおよび発電13 

機については土木費・普通建設事業費で市区町村別に分配し，さらに，昼間人口で割り振った．14 

刈払機およびチェーンソーについては土地利用メッシュ（森林）で，動力脱穀機については土地15 

利用メッシュ（田）で割り振った． 16 

都道府県別の“たばこの煙”は，昼間人口で分配された． 17 

 都道府県別・燃料種別・車種別・機種別の“自動車および二輪車”は，ホットスタートおよびサ18 

ブエンジン式機器については，都道府県別・車種別の走行量およびセンサス区間別・車種別・道19 

路種別の交通量から求めた燃料種別・車種別の交通量で割り振った．コールドスタート時の増分20 

については，車種別・業態別の平均トリップ回数および市区町村別・車種別・業態別の車両数か21 

ら市区町村別・車種別・業態別の始動回数を求め，さらに，自家用車は夜間人口で，営業用車は22 

昼間人口で割り振った． 23 

 都道府県別・機種別の“特殊自動車（建設機械）”は，表 II.10 中の機種 1，2，6 – 14 については24 

土木費・道路橋りょう費で，機種 3 – 5，15 については普通建設事業費で市区町村別に分配し，さ25 

らに，昼間人口で割り振った．全国の機種別の“特殊自動車（農業機械）”は，トラクタおよび耕26 

耘機については土地利用面積（田・畑・その他の樹木畑）で，コンバイン，田植機およびバイン27 

ダについては土地利用面積（田・畑・果樹園・その他の樹木畑）で割り振った．全国の機種別の“特28 

殊自動車（産業機械）”は，まず，産業別の出荷台数構成比で分配し，製造業，運輸業，農業，お29 

よびその他については，それぞれ，産業別の製造品出荷額等，産業別の従業者数，土地利用面積30 

（田・畑・果樹園），および昼間人口で割り振った．建設業については市区町村別の土木費・道路31 

橋りょう費・普通建事業設費で分配し，さらに，昼間人口で割り振った． 32 

都道府県別・港湾別・港湾種別・船種別の“船舶”は，貨物船・旅客船等については港湾別の排33 

出量の比で分配し，各港湾が所在するグリッドに割り当てた．漁港については等分配し，各漁港34 

が所在するグリッドに割り当てた． 35 
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 都道府県別・鉄道種別の“鉄道車両”は，夜間人口で割り振った． 1 

 都道府県別の“航空機”は，空港別の排出量の比で分配し，各空港が所在するグリッドに割り当2 

てた． 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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図 E.1 ふぐ類の養殖生産 
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付録 E. 養殖トラフグ 1 

 2 

近年の我が国における都道府県別の“ふぐ類”養殖収穫量（農林水産省）のうち，上位 4 県につ3 

いて図 E.1 に示す．2000（平成 12） – 2003（平成 15）の各年における全国の総収穫量に対する長4 

崎県の収穫量の割合は，それぞれ 39.5，41.7，57.7 および 53.1 %と高い．  5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

一般的なトラフグの養殖方法を，図 E.2 に示す．“えら虫”（ヘテロボツリウム）はトラフグの18 

鰓弁や鰓腔壁において寄生・吸血し，貧血や寄生部位の壊死を引き起こすため，その駆除に薬（薬19 

事法改正以前まで主に，安価かつ効率的なホルマリン）浴が行われてきた．一方，その慣例的な20 

ホルマリン等の使用に対して，1981（昭和 56）年に水産庁は，食品への移行残留や排水による環21 

境への影響等が十分解明されていないため，“水産用医薬品以外の物の薬剤としての使用につい22 

て”通達し，①代替薬となる水産用医薬品がない等他に借り得る手段がない場合であって，食用に23 

供せられる恐れのない魚卵や稚魚の消毒等にやむを得ず用いるとき以外には水産用医薬品以外の24 

物を薬剤として使用しないこと，②やむを得ず水産用医薬品以外の物を使用する場合には，薬剤25 

として使用した物を吸着し，または中和するための措置を講ずる等環境の汚染が生じないよう十26 

分配慮すること，と指導している．しかしながら，通達違反に対する罰則がないため不正に使わ27 

れ続け，水産庁は 1991（平成 3）および 1996（平成 8）年には先の指導の徹底を，1997（平成 9）28 

年にはホルマリン等の成魚への使用の全面的禁止を，さらに，2000（平成 12）年にはトラフグ養29 

殖におけるホルマリンの不使用を度重なり通達している． 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

1996（平成 8）年に，全国的に起きた真珠養殖用アコヤ貝の大量斃死とトラフグ養殖に使われ11 

たホルマリンとの因果関係が疑われたのを発端として，ホルムアルデヒドのトラフグ中の残留の12 

可能性が社会問題となった．そして，真珠養殖業界および消費者からの批判を受けて，同年に全13 

国かん水養魚協会（現全国海水養魚協会）はホルマリンの全面使用禁止を決定している．また，14 

旧厚生省の指示により，養殖トラフグ等のホルムアルデヒド残留実態全国調査が実施されており，15 

その長崎県の結果が表 E.1 に示される．これらに基づき旧厚生省は，天然トラフグ，ホルマリン16 

使用および不使用の養殖トラフグにおけるホルムアルデヒド検出最大値の間に差異があるとは考17 

えられないとの見解を表している． 18 

 19 
表 E.1 平成 8 年度の調査結果（長崎県） 

 検体数 ホルムアルデヒド含有量 [ppm]
養殖トラフグ（使用実態なし） 118 ND – 2.2 
養殖トラフグ（使用実態あり） 37 ND – 1.6 
天然トラフグ 18 ND – 6.5 
ND: Not Detectable，検出限界 1 ppm 以下 

 20 

2003（平成 15）年 4 月に，長崎県において，トラフグ養殖業者の一部がホルマリンを購入して21 

いたことが判明し，同県水産部は県下全てのトラフグ養殖業者を対象とした個別面談によりホル22 

マリン使用実態を調査した（長崎県）．合わせて，魚介類へのホルマリン残留調査および水質環境23 

調査が行われた．その使用調査の結果は:  24 

(1) 平成 15 年 4 月当時，平成 13 – 15 年の間にホルマリンを使用したのは 151 経営体のうち 95 経25 

営体 26 

(2) 平成 14 年のホルマリン使用履歴魚の出荷尾数 183 万尾（同年のホルマリン使用量 520 kL） 27 

(3) 平成 15 年 4 月当時，トラフグ養殖尾数 359 万尾（うち，ホルマリン使用履歴尾数 166 万尾） 28 

となっている．また，残留調査および水質環境調査の結果は，表 E.2 に要約される．松浦市鷹島29 

町で採取された養殖トラフグ等 21 検体，ならびに，松浦市鷹島町および長崎市野母崎樺島町（対30 

照）で採取された海水 37 検体の全てにおいて不検出であった． 31 

図 E.2 トラフグの養殖管理（長崎県より作成）

種苗（稚魚）

成魚 

5 – 6 月（5 – 10 g） 

翌年 10 月 – 翌々年 2 月（800 g – 1 kg）

出荷 

飼育密度の調整 
網替え 
給餌 
歯切り 

薬浴 トラフグの代表的な寄生虫 
ヘテロボツリウム (Heterobothrium okamotoi) の駆除 

おおよそ 1 年半 
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表 E.2 平成 15 年度の調査結果 1（長崎県） 
 検体数 ホルムアルデヒド含有量

魚介類（松浦市鷹島町）   
  養殖トラフグ（使用実態あり） 10 ND 
  天然トラフグ 2 ND 
  養殖マダイ 3 ND 
  アワビ 2 ND 
  サザエ 2 ND 
  ウニ 2 ND 
海水   
  鷹島町フグ養殖生簀内 10 ND 
  鷹島町フグ養殖生簀外 24 ND 
  鷹島町マダイ養殖生簀内 1 ND 
  鷹島町マダイ養殖生簀外 1 ND 
  野母崎樺島町地先（対照） 1 ND 
検体採取日: 平成 15 年 4 月 16 日 
検出限界: 魚介類 1 ppm，海水 2 ppb 

 1 

これを受けて，水産庁は全都道府県に対して，トラフグ養殖におけるホルマリンの不正使用禁止2 

の徹底を改めて厳重指導するとともに，ホルマリンの使用の有無についての調査を指示した．同3 

年 5 月の結果公表によると，2001（平成 13） – 2003（平成 15）年の間における 4 県での使用が4 

確認され，ホルマリン使用経営体数/トラフグ養殖経営体数は，長崎県 95/151，熊本県 2/69，香川5 

県 1/40，大分県 1/24 であり，3 年間で約 365 万 4 千尾が出荷されていた（水産庁 2003a）．また，6 

長崎県下での使用量 1,021 kL（平成 13 年 500 kL，14 年 520 kL，15 年 1 kL）が最大であり，次に7 

多く使われた熊本県下での値 620 L の 1,600 倍以上となっている．長崎県下での平成 13 および 148 

年における各使用量約 500 kL/yr は，ホルマリンを“ホルムアルデヒド 37 wt%水溶液，比重 1.1”と9 

仮定したとき，ホルムアルデヒド約 204 t/yr に相当する．この値は，図 II.4 に示される平成 15 年10 

度における全国の事業所から公共用水域への排出量 53.9 t/yr の 4 倍弱である．一方，水産庁は同11 

年 6 月 17 – 20 日に，長崎県および熊本県の地先のトラフグ養殖漁場において，海洋環境中ホルマ12 

リンの実態把握をするためにサンプリング調査を実施した（水産庁 2003b）．長崎県松浦市鷹島町13 

の 1 地点，長崎県北松浦郡鹿町町の 2 地点，ならびに熊本県天草市御所浦町の 1 地点のそれぞれ14 

に対して，海水（生簀内（表層），生簀外（表層，中層，底層））および底泥 15 

の 5 試料が採取された．その結果，底泥（対照）1 試料と合わせた全 21 試料において，ホルムア16 

ルデヒド濃度は検出限界（海水 1 ppb，底泥 50 ppb）未満であった． 17 

 長崎県ではホルマリン使用の影響調査が継続的に実施されている．その結果を表 E.3 に示す．18 

海水については平成 13 – 15 年にかけてホルマリン浴歴のある経営体が所属した 11 の漁業協同組19 

合（すなわち，当時の名称で，長崎市戸石漁協，橘湾東部漁協，薄香漁協，新星鹿漁協，鷹島阿20 

翁漁協，鹿町町漁協，小佐々町漁協，奈留町漁協，神部漁協，上五島町漁協，豊玉町漁協）の養21 

殖漁場が対象とされ，魚体については調査当時にトラフグ養殖の実態がなかった上五島町漁協を22 

除いた 10 漁協の全経営体が対象とされた．長崎県ホルムアルデヒド安全性検討委員会は，3 検査23 

機関中で 1 機関のみから検出されているため（各機関の検出検体数/調査検体数は，0/55，0/19，24 
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20/35），検査の精度管理に着目すべきとしている． 1 

 2 
表 E.3 平成 15 年度の調査結果 2（長崎県） 

   ホルムアルデヒド含有量

平成 15 年  検体数 1.0 – 1.8 ppm ND 
5/6 – 5/14 魚体 109 20 89 
5/6 – 5/14，6/4 – 6/6 海水 104 - 104 
6/29 – 7/1 魚体 109 - 109 
検出限界: 魚体 1 ppm，海水 2 ppb 

 3 

さらに，長崎県は養殖トラフグへのホルマリン使用再発防止を図るために，任意に抽出した営4 

業体に対して養殖トラフグならびに養殖漁場の海水についてホルムアルデヒド含有量の抜き打ち5 

検査を実施している．その結果，表 E.4 に示される数の全検体から不検出であった． 6 

 7 
表 E.4 平成 15 年度の調査結果 3（長崎県） 

 検体数 
 養殖トラフグ 海水 
 県南 県北 五島 壱岐 対馬 県南 県北 五島 壱岐 対馬

平成 15 年 8 月 1 2 1 - 1 1 1 1 - 1 
平成 15 年 9 月 3 8 1 1 - 1 3 1 1 - 
平成 15 年 10 月 1 3 1 1 - - 2 1 - - 
平成 15 年 12 月 4 9 3 2 3 2 2 1 - 2 
平成 16 年 2 月 1 3 1 1 1 1 1 1 1 1 

検出限界: 魚体 1 ppm，海水 2 ppb 
全検体で ND 

 8 

一方で，薬事法の一部改正により未承認医薬品の“対象動物”への使用の禁止が規定され，動物9 

用医薬品等取締規則ならびに動物用医薬品の使用の規制に関する省令の一部改正により“対象動10 

物”の範囲が食用に供するために養殖されている水産動物まで拡大された．これらが施行された平11 

成 15 年 7 月 30 日以降，養殖トラフグへのホルマリン使用には罰則が科せられている． 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 
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